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1.1 研究背景 
 

近代的複合材料（繊維を強化材として用いる樹脂材料 fiber reinforced polymer, 

FRP）は 1940 年代初頭に誕生した．1960 年代の炭素繊維開発がこの複合材料に

変革をもたらしてからおよそ 50 年が経ち，炭素繊維強化プラスチック（carbon 

fiber reinforced polymer, CFRP）は多岐分野に渡る本格的な実用期を迎えた． 

現在では，繊維の編み方，積層する順序，層厚さの設定による“機械特性の

設計”に止まらず，化学的・電気的・熱的に特別な性能を付加した繊維，樹脂，

添加材，各種処理技術を，用途に応じて選択できるようにまでなった．CFRP は

金属以上の比強度，比剛性，耐疲労性を有し，耐食性にも優れるため，航空宇

宙分野や輸送機産業を中心に，土木建築産業，風力発電設備，スポーツ用品に

まで用いられている． 

特に航空機においては，燃費や航続距離の向上，および環境負荷低減のため，

構造の軽量化が強く求められ，黎明期当初から CFRP の適用が検討されてきた．

1970 年代にはスピードブレーキ，尾翼の外板などの二次構造に使用され始め (1.1)，

現在では主翼や胴体などの一次構造にまで適用されている． 2011 年 10 月に商

業運航が始まった最新鋭旅客機 Boeing 787 型機では構造重量の半分（およそ 35 

ton）を CFRP が占めている．同規模の Airbus A330 機と比較しても約 30 %重量

が削減され，20%の燃費向上を実現した．2013 年に就航予定の Airbus A350 も

重量比にして 50 %以上が複合材料化される見通しである．近年，大型構造の成

形技術として真空含浸工法（vacuum assisted resin transfer molding, VaRTM）が開

発され，主翼や胴体などの大型かつ複雑形状の FRP 部材を一体成形できるよう

になった．これにより，ハンドレイアップ工法などと比較して，ボイド含有率

が低く，繊維体積含有率の高い，高品質の FRP 材を成形できるようになった． 

また熱膨張率を非常に小さく設計可能であり，宇宙構造機器への適用も急速

に拡がっている．省資源・省エネルギの観点からも， FRP の需要はますます拡

大していくだろう． 

本研究は，複合材製航空機の保守・点検において肝要技術となる，構造全体

の効率的な検査法を新たに提案するものである． 
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1.1.1 FRP の航空分野への適用 

 

航空機構造は，その時代の最先端材料を取り入れながら発展を続けてきた．

また航空機構造への実用化が，材料技術を高め，さらなる発展を促してきた．

この数年間で最も適用が拡大しているのが CFRP をはじめとする繊維強化樹脂

（FRP）である． 

代表的な FRP である CFRP, GFRP (glass fiber reinforced polymer), BFRP (boron 

fiber reinforced polymer), AFRP (aramid fiber reinforced polymer)の密度と機械特性

を表 1.1 に示す．FRP は比強度，比剛性（単位質量あたりの強度，剛性）に優れ，

構造を軽くできるため，燃費向上が至上課題の航空産業において，早くから基

幹構造材料の候補と目されてきた．疲労強度低下が非常に小さく，耐腐食性も

高いため，メンテナンスコストの大幅低減も期待でき，運航の経済性はより高

まる．曲面を有する複雑な形状の部材や大型部材を，容易に一体成形する技術

が実用化され，製造や組立て工数の削減による副次的効果も大きい．さらに客

室を広くし，従来機より高い室内湿度を許容できるため，客室の快適性を向上

できる．  

図 1.1 にジェット旅客機の運航数の推移と将来予測を示す(1.3)．20 年後には現

在の約 2倍，3万 6千機の需要が見込まれている．この大規模な市場拡大のため，

製造会社間のシェア争奪競争が激化し，新規旅客機の開発が活発に行われてい

る．他社より高性能な機体を作るため，またエアラインからの厳しい要求に応

えるため，各社の最新鋭機には様々な最新技術が取り入れられる．その中で機

 

Table 1.1 Mechanical properties of various materials
(1.2)

. 
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体の複合材料化は，非常に大きな技術刷新であり，世界中のエアラインに強く

アピールできるため，シェア競争において決定的な意味合いを持ち得る．また，

先端複合材料の中で最重要素材である炭素繊維の，市場の推移と予測を図 1.2 に

示す．2015 年までは炭素繊維市場も，現在の成長率を保ったまま拡大を続ける

と見込まれている(1.4)．このように今後も増加を辿る複合材製旅客機の運用にお

いては，機体の点検や整備の技術開発がより重要性を増すだろう． 

 

 

 
Fig. 1.1 Actual and forecasted operated jet airplanes

(1.3)
. 

 

 
Fig. 1.2 Carbon fiber demand for commercial aircraft and Toray's share forecast

(1.4)
. 
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Boeing社の複合材導入について 

 

表 1.2 は Boeing 社製旅客機の CFRP 適用率（重量比）である(1.5)．Boeing 社は

1968 年就航の 737 機に試験的に CFRP 材を使用し，1982 年運航開始の 767 機で

は，舵面，脚ドア，翼胴フェアリングの二次構造に複合材を用いた．そして Airbus

社の A330 や A340 機へ対抗するため，1990 年から 777 機の開発に着手し，5 年

後に完成させた．777 は 767 の派生型であったが，先進主翼やフライバイワイヤ

など様々な新技術が取り入れられ，構造面でも CFRP を 12 %用いるなど大きな

変革をもたらした．粒子状の熱可塑性樹脂を母材エポキシ樹脂に添加した高靱

化 FRP 材の開発とあいまって，水平尾翼，垂直安定板，トルクボックス，胴体

床ビームのように大きな負荷を受ける 1 次構造にも積極的に取り入れられた．  

図 1.3 に 2011 年 10 月に就航した最新鋭機 787 の材料内訳を示す(1.6)．構造重

 

Table 1.2 Toray’s carbon composite materials used for Boeing aircraft
(1.5)

. 

 

 

 

Fig. 1.3 Material breakdown of Boeing 787
(1.6)

. 
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量比 50 %，約 35 ton を CFRP が占めている．中型以上の旅客機において，初め

て主翼や胴体構造のほぼすべてを複合材化させた画期的な機体といえるだろう．

CFRP 材は主に，東レ製の中断性炭素繊維 T800S と高靱性エポキシ樹脂 3900 シ

リーズから成るプリプレグ（繊維に半硬化の樹脂を含浸させた薄層．積層した

のち加熱硬化させる）である．プリプレグは一方向長繊維のものが多く，織物

材の使用は尐ない．ほとんどはソリッドラミネート材として用いられるが，フ

ェアリングや舵面にはサンドイッチ構造も用いられている．Boeing 社は，図 1.4

に示す CFRP 製胴体は 従来のアルミ合金製のものより耐衝撃性に優れるとして

いる(1.7,8)．  

 

 

 

(a) One–piece CFRP barrel
(1.7)

 

 
(b) 787 one–piece barrel sections and conventional panelized construction

(1.8)
 

Fig. 1.4 One–piece barrel of the Boeing 787. 
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Airbus社の複合材導入について 

図 1.5, 1.6に旅客機製造の大手であるAirbus社のこれまでの複合材導入につい

てまとめたものを示す．1974 年就航した同社初の中型旅客機 A300 から FRP が

導入されており，重量比にして 4 %の FRP 部材がフェアリングやレドームの二

次構造に用いられた．その後も新型機を開発する度に FRP 使用率を高め，A300

の派生機として開発された A310 から，垂直安定板，方向舵，昇降舵などの一次

 

 
Fig. 1.5 Composite components in Airbus aircraft from 1970 through 2013

(1.10)
. 

 

 
Fig. 1.6 Increase in Airbus composite parts as percentage of total aircraft weight from 1970 through 

2013
(1.10)

. 



 

  第 1 章 緒言 

 - 8 - 

構造への適用が始まった．FRP 使用率は 6 %であり，垂直安定板を CFRP 化した

ことで250 kgの削減となった．図 1.7に示す小型機A320では 10 %使用され(1.11)，

1990 年代に入ると，後部圧力隔壁やキールビームのようなより重要な部位を

CFRP 化した A330, A340 が登場した．図 1.8 に示す 2007 年就航の A380 では，

GLAREを含む最先端の複合材を25 %使用し，15 tonの重量削減に成功した(1.11)．

同機では Al 箔にガラス繊維布を接着した GLARE を，民間機で初めての胴体上

部パネルに用いている．図 1.9 の 2013 年の運用開始が見込まれている中型機

A350XWB は，Boeing 社の 787 型機の対抗機種として，52 %の複合材料化を見

込んでいる(1.12)． 

 
Fig. 1.7 Airbus A320 composite applications

(1.11)
. 

 

 
Fig. 1.8 Airbus A380 state of the art composites

(1.11)
. 



 

  第 1 章 緒言 

 - 9 - 

 

 

 

 

Fig. 1.9 Material breakdown of Airbus A350XWB
(1.12)

. 
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1.1.2 旅客機の整備 

 

旅客機の整備は，製造メーカーの作成する整備基準に準拠した整備プログラ

ムを，運航会社側が設定して執り行う．現在，旅客機の多くの構造部材は損傷

許容設計が取り入れられている．設計段階から初期損傷の存在や，後天的な損

傷発生が考慮され，これらが進展して致命的な損傷となる前に検知されるよう，

各整備の間隔が定められている．そして検知された損傷は，製造メーカーの規

定する構造修理基準（structural repair manual, SRM）に従い，修繕や部材交換が

行われ，機体構造の安全性が確保されるよう設計されている． 

旅客機整備の実施間隔の一例を表 1.3 に示す(1.13)．旅客機には，簡易的なもの

から順に A, B, C, D と称される 4 種の整備があるが，多くのエアラインでは A

整備（A check）の際に B 整備を合わせて行っている．したがって，大きくは A, 

C, D 整備に分類される． 

 

Table 1.3 An example of intervals of each check for a commercial plane
 (1.13)

. 

 
 

   

  
Fig. 1.10 Through flight check for commercial aircraft structures

(1.14)
. 
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ライン整備（飛行間点検）*
1である A 整備は検査間隔が短く，最も傷みやす

い動翼，ブレーキ，エンジン，離着陸に使用するタイヤなどの高リスク部位に

限定した点検がなされる（図 1.10）．Boeing 767–300 型機では 30–40 工数を 8 人

前後のチームで 5 時間ほどかけて行う．最終便到着後の夜間に行うため，運航

を休止する必要はない． 

ドック整備*
2である C 整備（C check，図 1.11）は運航を 5–10 日間休止して行

われる．A，B 整備の内容に加え，諸系統の配管，配線，エンジン，着陸装置な

どを入念に点検するほか，機体構造の検査，各部の給油，装備品の時間交換な

どを行う． 

重整備（heavy maintenance visit, HMV または D check）は全構造を徹底検査す

るドック整備である．各構造部材を分解し非破壊検査技術（1.1.3.1 参照）を用

いて内部の損傷を詳細に検査する．許容できない損傷が見つかった場合は，修

繕や交換がなされる．腐食の除去や防錆措置，機体の再塗装や各種システムや

装備品の整備も合わせて行われる．Boeing 767–300 型機では 4,000–13,000 工数か

ら成り，2 週間–1 ヶ月程度を要す． 

その他にもフライト毎に実施される飛行前点検（pre–flight check, PF）や毎飛

行後点検（every post flight check, EPR），飛行間点検（thru flight check, TH）など

があり，航空機全体の外観点検（簡易的な目視検査）がなされる．本研究では，

 

   

Installation of airplane structures Platform mounting Replacement of a landing gear 

  

 

Engine check Panel opening  

Fig. 1.11 Dock check for commercial aircraft structures
(1.14)

. 

 

*
1
 ライン整備は，フライトを終えた航空機が次のフライトを行うまでに実施される整備である．

通常は屋外で行われる． 

*
2
 ドック整備は格納庫（ハンガー）に機体を搬入して行う整備である． 
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この毎フライト点検に組込み可能な機体構造全域の衝撃検査法を提案する． 

図 1.12 は Boeing 社の最新鋭旅客機 787（図 1.3）の整備間隔とメンテナンス

コストを，同社の従来機 767 と比較したものである．運用開始後 12 年間のメン

テナンス工程を 767 機の 70 %まで低減でき，12 年間でフライト可能日を 52 日

間増やすことができるとしている．重整備は 12 年に 1 度実施すれば良いとして

いる．これらは，FRP 材を疲労や腐食しやすい部位に用いたことや，一体成形

技術によりファスナやジョイントの数を減らして整備工数を大幅削減したこと

による成果である．しかし，このように長い整備間隔であっても安全性を保つ

には，機体を重厚に設計しなければならない．航空機構造は，突発的に予期せ

ぬ損傷が発生した場合も，大過なく次の整備を迎えられるよう，損傷を許容す

る設計がなされている．時間やコストをかけずに整備可能であれば，整備間隔

を短くして，構造軽量化を図る戦略が採られるはずである．複合材を多用する

Boeing 社の 787 機や Airbus 社の A350XWB 機は，整備数の低減（整備間隔の長

期化）を謳っているが，これを裏返せば，検査技術が発達し整備時間が短縮化

された場合には，より軽量な機体の実現可能性が示唆される． 

次項では，複合材製旅客機の構造検査技術の現状について述べる． 

 

 

 
Fig. 1.12 Lower maintenance costs of Boeing787

(1.9)
. 
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1.1.3 FRP 製旅客機の構造検査技術 

 

航空機用 FRP（fiber reinforced polymer, FRP）構造の歴史はまだ浅く，その破

壊過程や耐久性，耐衝撃性の詳細は十分に明らかにされていない．大部分に FRP

部材を取り入れた最新鋭機を長期運用していくには，構造健全性を短期的に検

査し，異常が見つかった場合には直ちに対処するような体制が不可欠となる．

しかしながら現行の目視検査や非破壊検査では，多大な時間，コストを要し，

検査中の運用停止期間は航空会社にとって大きな痛手となる．これは，複合材

の航空機分野への急速な適用拡大を妨げる要因になりかねない． 

FRP は積層構造であることから，比較的小さな面外荷重であっても層界面が

はく離してしまう．層間はく離とよばれるこの損傷は，構造の内部で発生する

ため外表面の目視観察では検出困難である上，機械特性が大きく損なわれるこ

とから最も重大な問題とされている．例として Boeing 787 型機の主翼などに用

いられている各種 CFRP 材の衝撃後圧縮強度試験（compression after impact, CAI）

の結果を図 1.13 に示す(1.15)．投影面積にして 1000 mm
2以下の小さな層間はく離

であっても圧縮強度は半分以下にまで低下する．航空機は，下記のような面外

方位の衝撃荷重を受けることで，層間はく離が発生する危険に常にさらされて

いる． 

 

・ 航行時の落雸や落雷，離着陸時の小石の巻上げや鳥衝突（bird strike） 

・ 着陸時の機体尾部の滑走路との接触（tail strike） 

・ 飛行場での他車両との接触（乗客用乗降車：パッセンジャーステップカー，

荷物積載車：カーゴローダー，整備用の高所作業車：シザーカー，給油車：

リヒューエリングカー，飛行機を誘導路まで運び出すトーイングトラクター，

給水車，汚水車など） 

・ 点検，整備時の工具落下や作業台との接触 

 

以上のことから，航空機構造の設計では，過剰な安全率をもって層間はく離に

よる強度低下に対処する他ない．すなわち，突発的に予期せぬ層間はく離が発

生しても，進展して致命傷となる前に次の検査・整備を迎えられるよう，過剰

に重厚な設計が採られる．現状では，圧縮強度の20–30 %の値が用いられており，

軽量な材料という最大の強みが十分に活かされていない．複合材旅客機の衝撃

損傷検査を，フライト後に毎回実施できれば，安全性を高められる上に，構造

の安全率低減によって大幅な軽量化が実現する．さらに一機あたりの生涯フラ

イト数も向上でき，大きな経済的効果および環境負荷低減効果が得られる．毎
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フライト検査の実現には，旅客機の一般的なフライト間隔である1時間の間に構

造全域の衝撃損傷検査を終えなければならない． 
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Fig. 1.13 Compression after impact (CAI) of various CFRP laminates obtained by the Suppliers of Advanced 

Composite Materials Association (SACMA) SRM 2R: specimen configuration (left); CAI results (right)
 (1.15)

. 
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1.1.3.1 非破壊検査 

 

航空機用 FRP に適用可能な非破壊検技術には，目視検査や音響検査（打音検

査），超音波探傷検査，X 線検査，渦電流探傷検査，パルスサーモグラフィ検査

などがある．各検査技術とその利点・欠点を順に述べていくが，航空機検査に

求められる信頼性を有し，かつフライト後に毎回実施可能な短時間検査は存在

しない．各検査にはそれぞれ，適した損傷の種類，部材の種類というものがあ

るため，旅客機検査においても，表 1.4 のように用途に応じて使い分けられてい

る(1.13)．したがって，短時間で，構造全体を包括的に検査し，損傷発生の疑われ

る箇所を絞り込む技術が確立されれば，これらの非破壊検査技術と組合せて効

率的な診断を行うことができる．小さな検査対象物であれば高精度・高信頼性

の検査が可能な上記の非破壊検査技術と，大型構造でも短時間で実施可能な簡

易的検査が，相補的な役割を担う診断システムが誕生すれば，複合材製航空機

のさらなる軽量化が実現する． 

 

 

 

Table 1.4 Various non–destructive inspections for commercial airplane structures
 (1.13)

. 
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(1) 目視検査（visual inspection）や音響検査（打音検査） 

 

層間はく離の検出手法は，目視検査や音響検査（打音検査）が最も一般的で

ある．図 1.14 に示す目視検査では構造全域のデント，スクラッチ，エロージョ

ン（埃などの粉塵による摩耗），焼損を検出対象とする(1.16, 17)． 

デントは衝撃荷重を受けて構造表面がくぼむ損傷であり，その下部（構造内

部）には層間はく離が存在する可能性がある．したがって目視検査では，デン

トを検出することで，間接的に層間はく離の有無を調べている．Airbus 社は，

定期的な目視検査で衝撃損傷を検知できるように FRP 部材を設計すべきとして

いる．定期目視検査にて，（検出目標の下限のような）小さな衝撃損傷であって

も，90%の確率（信頼区間：95%）で検出できるよう，デント深さにクライテリ

 

    

    

Fig. 1.14 Visual inspection for aircraft structures
(1.16, 17)

. 

 

 

Fig. 1.15 Sound signal processing system in hammering test. 
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アを設けている(1.18)． 

また，（デント検出を介する間接的な）層間はく離の目視検出限界は，厚さ方

向投影面積にして 300 mm
2といわれることから，新たな損傷検出手法を開発す

る際にはこれ以上の検出感度を追及する必要がある． 

図 1.15 に示す音響検査では，動翼やフェアリングに用いられるサンドイッチ

構造を対象とし，層間はく離による音響の変化を検出する．しかし，短時間で

広範囲を検査することはできない． 

両手法とも人の目や手に頼った検査であるため，損傷を看過する危険性を排

除しきれない．また検査官の熟練度や，周囲環境（目視検査の場合は照明環境

が重要となる．屋外検査の場合は日光など）にも左右され，検査時間および検

査コストも大きい．飛行前点検では簡易的な目視検査のみが行われ，A 整備で

あっても動翼，ブレーキ，エンジン，タイヤなどリスクの高い部位しか調べら

れない．目視検査や音響検査による，主翼，尾翼，胴体などの衝撃損傷検査を

フライト後に毎回実施することは難しい． 
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(2) 超音波探傷検査（ultrasonic testing, UT） 

 

構造物に超音波を照射し，その反射波あるいは透過波を計測する．損傷での

反射特性，透過特性が異なることから，受信波形の変化および変化発生の時刻

から，損傷やその位置を同定できる．主なターゲットは層間はく離，ボイド，

異物混入である．超音波探傷検査は大きく分類して，垂直探傷法や斜角探傷法，

超音波が内部の欠陥で反射して受信用プローブに到達する時間の差から欠陥を

探査する Time of Flight Diffraction（TOFD）法，検査対象物内の任意の点に超音

波を集中させて探傷するフェーズドアレイ法がある． 

超音波探傷は小さな損傷であっても検出可能であり，その形状を正確に把握

できるほど精緻な損傷画像を作成できる．特に東芝社が全日本空輸の協力を得

て開発した 787 機用のポータブル型超音波非破壊検査装置（図 1.16）は，開口

合成技術を基に内部損傷の 3 次元画像化を実現し，Boeing 社のメンテナンス用

指定検査装置に採用されている(1.19)．このように超音波探傷は，複合材製旅客機

においても，高信頼性かつ高精度の有力な非破壊検査技術と目されている． 

しかし，探触子（プローブ）を走査させて構造全域の状態をスキャンする必

要があること，探触子用ガイドレールなど装置上の制約から検査対象に制限が

あることにより，航空機のような大型構造では膨大な検査時間や設備コストが

課題となる．水深式超音波検査や，プローブが侵入できない箇所の検査は，構

造の分解を要するため，経済性・効率性はさらに損なわれる．したがって航空

機構造では，詳細な超音波探傷検査は 4 から 10 年に一度ほどに制限されている． 

近年では，水深不要かつ非接触での検査を可能とする空中伝播超音波の研究

開発が進んでいる(1.20)．図 1.17 に示すレーザー励起超音波（laser ultrasonic）は

非接触でありながら，レーザー光の高収束性により高い空間分解能を期待でき

る(1.21)． 

 

  

Fig. 1.16 3D ultrasonic inspection system 

Matixeye™ developed by Toshiba
(1.19)

. 

Fig. 1.17 Damage diagnosis system using laser 

ultrasonic
(1.21)

.  
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(3) X線探傷検査（X–ray testing, XT） 

 

X 線検査には大きく分類して回折検査と透過検査がある． 

回折検査では，検査対象物に X 線を照射し，物質内の結晶格子によって回折

されたものを測定する．この回折波は，物質の結晶構造，元素構成，残留応力

場の情報を含んでいる．非破壊で高精度の応力分布が取得できるため，重機や

自動車の部品，原子力発電設備などの大部品から，小さな電子部品まで，様々

な検査に用いられている． 

一方，CFRP の非破壊検査には主に透過検査が用いられる．透過検査では，検

査対象物を透過した X 線を計測する．X 線が物体との相互作用によって吸収・

散乱し，減衰しながら検査対象を透過する．損傷が存在する場合は，健全部と

の密度差などが生じるため，透過 X 線量が変化する．また透過に要する時間の

差を利用する場合もある．航空機検査では主に，動翼やフェアリングのサンド

イッチ構造の，吸水やハニカムコアの変形の検出に用いられている． 

最新のマイクロフォーカス X 線 CT 検査（micro–focus X–ray computed 

tomography inspection）装置である東芝 IT コントロール製の TOSCANER–30000

シリーズの装置概要を図 1.18 に示す(1.22)．X 線を平面状でなく，三次元のコーン

形状で供試体に照射し（図 1.19），透過したものを平面 X 線検出器（flat panel 

detector, FPD）で観測することで，1 度のスキャンによって供試体の三次元内部

画像を取得できる．検査対象が直径 10 mm ほどであれば，2.5 m の極微小欠陥

であっても検出可能となる． 一方，最大スキャンエリアは直径 200 mm ×高さ

300 mm であり，この場合の空間分解能は約 100 m となり，これ以下の損傷の

検出は難しくなる．また，スキャンエリアに収まる供試体であっても，X 線が

透過できない場合もあり（最大透過能力：アルミニウムでは 150 mm，鉄では 30 

 

 

 

 

Fig. 1.18 Micro–focus X–ray computed tomography 

inspection equipment, TOSCANER–30000 

developed by Toshiba
(1.22)

. 

 Fig. 1.19 Schematic system of Micro–focus 

X–ray computed tomography 

inspection
(1.22)

.  
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mm），材質によって最大スキャンエリアは減尐する．例として，衛星用のスラ

スタ（軌道投入や姿勢制御のためのロケットエンジン）の燃焼器構造の候補素

材として開発された炭素繊維強化炭化ケイ素（C/SiC 耐熱複合材料）の，マイク

ロフォーカス X 線 CT 画像を図 1.20 に示す(1.22)．黒色に近いほど X 線吸収量が

低く，低密度あるいは軽元素の領域を示す．図中の白色部は SiC 粉末に相当し，

黒色部のように SiC が十分に充填されていない領域がみられる． 

このように，マイクロフォーカス X 線 CT 検査は，微小な内部損傷の三次元

図を取得する場合や，診断対象自体が複雑形状である場合には非常に有力な高

性能検査法となる．したがって構造材料の研究・開発段階での用途は今後も拡

大するだろう．しかし，本手法による旅客機の大型構造検査は，検査時間とコ

ストの点から現実的でない． 

  

 

 

 

 

Fig. 1.20 Cross section of a C/SiC composite material observed by the Micro–focus X–ray CT
(1.22)

. 
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(4) 渦電流探傷検査（eddy current testing, EDT or ET） 

 

渦電流探傷法では，試験体に誘導電流を発生させ，損傷による渦電流の変化

を受信することで診断する．試験体は導電性を有するものに限られる．図 1.21(a)

に示すように，交流電流を印可したコイルの周辺には交流の磁場が形成される．

コイルを検査対象に接近させると，電磁誘導作用により試験体内に渦電流が励

起される．き裂などの不連続部が存在する場合は，図 1.21(b)のように，一部の

渦電流の伝導が阻害される．渦電流の変化は周辺磁場に影響を及ぼし，コイル

が反作用として受ける起電力を変化させる．このコイルの起電力変化を測定す

ることで，損傷検出が可能となる．渦電流経路に対して垂直なき裂面を有する

損傷ほど検出感度が高くなるため，損傷の種類，位置，向きに応じてプローブ

を選択することで検出感度が向上する．プローブには自己誘導型と相互誘導型

があり，またコイルの数及び設置状況によって単一方式（図 1.22(a)），自己比較

方式（b），標準比較方式（c）に分類される． 

渦電流探傷法は，非接触検査が可能，超音波探傷法に比べ高速検査が可能，

安価な設備，小型かつ持ち運び可能といった利点を有する．また近年，超伝導

の量子化現象を利用した超高感度センサ  (supercoducting quantum interference 

device, SQUID)が導入されつつあり，大幅な精度向上が期待されている(1.23,24)． 

一方渦電流探傷法の短所としては，損傷の大きさ・位置によって出力信号へ

の影響量が異なるため(1.25)，出力信号から損傷サイズや形状の情報を抽出できな

いことが挙げられる．また，検査対象とプローブの距離の変化（リフトオフの

変化）や，検査対象表面の微細な凹凸によってもノイズが発生するため，複雑

形状物の検査に向かない．金属等の電気等方性材料の場合，表皮硬化の影響か

ら励起される誘導電流が検査対象の表面部に励起されるため，試験対象の深部

に存在する損傷・欠陥を検出することが難しい．CFRP 積層材のような電気的異

方性を持つ材料では，渦電流の経路が複雑となり，金属材で得られたデータベ

ースやノウハウが活かせず，受信信号と損傷とを関連付けるためのデータ解析

 

Testing coil

Induced electric

current

Testing coil

Induced electric

current

 
FlawFlaw  

(a) Induced electric current on a specimen with no 

flaw 

(b) Induced electric current on a specimen 

with a flaw 

Fig. 1.21 Principle of Eddy Current Test. 
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技術が未確立である．また CFRP 積層材は，面外方向に比べて導電性の高い面

内方向に誘導電流が励起されるため，層間はく離のように面内方向と平行なき

裂面を有する損傷の検出感度が低くなるため，その克服を目指した改良策が研

究されている． 

超音波検査と同様に，コイルを走査させて構造全域の状態をスキャンする必

要があり，走査用のガイドレールを要するため，旅客機のような大型構造では

膨大な検査時間や設備コストも問題となる．全日本空輸の航空機構造点検プロ

グラムでは，Being 747–400 の胴体うち，ラップジョイント部の疲労検査に二種

類の渦流探傷検査が用いられている (1.26)．しかし同疲労検査の中で最も多い

4,500 の工数を必要とし，それぞれの検査間隔は 9,000 フライト，3,000 フライト

と長く設定されている．以上のことから渦流探傷を 1 フライト毎の検査に用い

ることは難しい． 

 

 

(a) Absolute coil system    (b) Self–comparison arrangement   (c) Standard comparison coil method

Test piece   Comparative piece

 

Fig. 1.22 Various eddy current testing probes. 

 



 

  第 1 章 緒言 

 - 23 - 

(5) パルスサーモグラフィ検査（pulsed thermography） 

 

パルスサーモグラフィ検査では，損傷による構造内の局所的な熱伝導変化を

利用する．被測定物の表面をフラッシュライトなどで瞬時に暖め，内部への伝

熱過程のおける表面温度の変動を赤外線サーモグラフィで観測する．例えば内

部に層間はく離が発生する場合，健全部よりも熱伝導率が低くなる．したがっ

て，図 1.23 左のようにはく離上部の表面温度は，降下が遅れる．非接触で検査

可能であり，はく離以外にも，き裂，気泡等を検出し，発生位置，形状，大き

さを高精度で推定できる．ロックイン方式とよばれる検査法では，フラッシュ

ライトなどで被測定物を繰返し加熱し，表面温度変動を取得して周波数成分を

解析することで，より高精度な損傷形状と，損傷発生位置の深度に関する情報

が得られる． 

パルスサーモグラフィ検査は被測定物の表面あるいは表面近傍の検査に適す

るが，厚板構造の深部に発生した損傷の検出は難しい．被測定物の表面を一様

に加熱あるいは冷却する必要があるためヒータや冷媒を要する．また構造表面

の温度分布は，加熱方法（冷却方法）や周辺環境の影響を受けやすい．試験体

が小さい場合や，温度管理された槽内で検査する場合は問題とならないが，旅

客機のような大型構造に均一温度場を付与するのは非常に困難である．旅客機

が格納されるハンガー内であっても温度管理は難しく，ライン整備のように屋

外で行われる整備への適用は技術上不可能である．さらにサーモグラフィカメ

ラやヒータを走査させるためのガイドレールを敷設する必要があり，旅客機の

ような大型構造では膨大な検査時間，設備コストがかかる． 

 

 

 

 

Concrete specimen with delamination cracks
(1.27)

 Automobile tire at a high speed rotation
(1.28)

 

Fig. 1.23 Lock–in thermal images. 
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1.1.3.2 構造ヘルスモニタリング 

 

近年，構造物を安全に運用するために構造ヘルスモニタリング（structural 

health monitoring, SHM）が注目され始めている(1.29)．これは，常時，対象とする

構造の健全性を監視する手法のことであり(1.30)，航空機に限らず原子炉施設や宇

宙構造機器，ダムや橋などの土木構造物など，厳しい環境下におかれた構造物

においては既に必須の技術となっている．膨大なコストと労力を要する定期検

査が不可欠となる大規模構造物では特に，大幅に保守費用を削減できる． 

旅客機構造全体の健全性を常に監視し，損傷発生の疑われる箇所を特定でき

るヘルスモニタリング技術は，1.1.3.1 で挙げた非破壊検査技術と相補的な役割

を果たすものであり，両者を組み合わせることで，複合材製航空機の毎フライ

ト検査の実現可能性が生まれる． 

ヘルスモニタリングに関する研究は，構造に設置するセンサやデータ転送な

どデータ取得方法に関する研究（センシング技術）と，データから構造の状態

を診断する技術に関する研究（診断技術）に分けられる． 

FRP 製航空機用ヘルスモニタリングの代表的なセンサは，光ファイバセンサ

（fiber bragg grating, FBG）である(1.31)．FBG センサの反射光スペクトルの変化か

ら瞬時に軸方向ひずみの分布を取得できる．また事前に，センサ出力と損傷発

生やその進展度合いとの関係性を取得しておくことで，損傷の種類，位置，大

きさを推定することもできる．光ファイバの構造内への埋込みが機械特性に好

ましくない影響を与えることが懸念されていたが(1.32)，センサの小径化技術によ

り改善されており(1.33)，図 1.24 に示す新規開発された FBG センサは直径 40 m

（ポリイミド被覆管径 52 m）ほどまで細径化が進んでいる(1.34)．一本の光ファ

イバの敷設で多数点の計測が可能であり，ファイバ自身を用いた信号の伝送に

 

Optical fiber

Coating

10 m

0o ply

90o ply

Carbon fiber

 

Fig. 1.24 Jet fan for tunnel ventilation system
(1.34)

. 
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より，測定システムやコンピュータと組み合わせてオンラインの観察が可能で

ある．また，光ファイバの修繕方法も徐々に確立されつつあり，500 時間の浸水

試験によって湿潤環境でも長期的に使用できること(1.35)，FBG 埋込み FRP 板の

エロージョンモニタリング(1.36)にまで対応できる汎用性など，目覚ましい発展と

ともに注目度が高まっている．航空機胴体を模擬した CFRP 試験体の損傷検出

も検証され，実用に向けて着実に進んでいるといえる． 

 



 

  第 1 章 緒言 

 - 26 - 

1.2 電気抵抗変化法による 

複合材航空機の毎フライト検査の提案 
 

1.2.1 従来電気抵抗変化法 

 

本研究では，損傷や変形によって生じる微小な CFRP の電気抵抗変化を検出

する電気抵抗変化法(1.37–41)を用いる．CFRP の強化材料である炭素繊維は電気良

導体であり，各層は繊維方向に高い導電性を有する（図 1.25(a)）．繊維直交方向，

厚さ方向は，母材である樹脂が絶縁体であるものの，隣接する炭素繊維同士の

接触（図 1.25 (b),(c)）により電流経路が形成されるが，その電気抵抗率は，繊維

方向と比較して 10,000 倍以上となる．電気抵抗変化法は，この CFRP の導電性

を利用し，構造の変形や損傷発生に伴う構造物の抵抗変化を検出する技術であ

る．構造自体をセンサとして利用するスマート構造（smart structure/material）と，
 

 

（a）Fiber direction 

 
（b）Transverse direction 

 

（c）Thickness direction 

Fig. 1.25 Electrical paths in a CFRP laminate. 
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構造ヘルスモニタリングの二領域にまたがる検査技術といえる．抵抗の変化は，

図 1.26 のように CFRP 構造表面に作製した電極を用いて測定する．炭素繊維自

体がセンサの役割を果たすことから，センサの埋込みによる構造の機械的特性

低下や，構造重量の増加の心配はない．また，抵抗を測定するだけであるため

設備も安価であり，短時間かつ簡便に検査できることから，機体をフライト毎

に検査可能な新しい診断手法として期待されている．さらに，後述する FRP 製

航空機構造の耐雷撃用金属シールドを，電極や配線として兹用することができ

れば，検査に必要な設備のほぼすべてを現存設備（他目的で航空機に搭載され

ているもの）で賄えるようになる．これは，上述した FBG センサ利用のヘルス

モニタリングと比べても大きなアドバンテージとなり，電気抵抗変化法の大き

な強みの一つといえる． 

 しかし，これまでの電気抵抗変化法の検査対象は，CFRP 梁型試験片や 200 mm

以下の平板など小さなものであった．実機適用水準の信頼性や損傷検出感度を

得るためには，構造表面に電極を密に配置して多数の電気抵抗値を取得する必

要があり，膨大な数の電極やその配線，および測定器を要することが大きな問

題となっている．例えば 100 cm
2
 あたり一つの測定区間を配置すると，最新の

中型旅客機 Boeing 787–7 の主翼と胴体を合わせ，百万点以上の測定が必要とな

り，測定区間と測定器の接続切換えにも多大な時間を要する．したがって，大

型 CFRP 構造を検査するために，何らかの工夫が必要になる． 

また従来法は，層間はく離の位置や寸法を同定するために，ニューラルネッ

トワーク(1.42)や応答曲面(1.43)などのノンパラメトリック法を利用した逆問題解析

手法が用いられてきた．これらの手法は高精度な損傷同定を実証しているが，

損傷による電気抵抗変化量と損傷との関係を知るために，位置および寸法の異なる

損傷を与えた CFRP 材のデータを収集する必要があり，多くの破壊試験，また

は，損傷をモデル化した多数の数値解析を要する．異なる CFRP 部材すべてに

 

Electrodes

CFRP

Bridge circuitVV

 

Fig. 1.26 Measurement system of electrical resistance resistance change method (ERCM). 
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対し，膨大な損傷データを収集することは，時間的および経済的な制約により

現実的でない場合が多い．しかし，損傷の看過や軽視が致命的な事故を招きか

ねない高リスクの部材に対しては，高信頼性・高精度の損傷検査が第一に要求

されるため，逆問題解析手法はそのような用途を主目的としている． 

近年では，損傷検出（損傷の有無の判定）のみに限定して，コスト削減，検

査時間の短縮化，検査作業の簡便化を図った手法も検討されている．航空機に

おいては，翼先端部やフラップなど大きな荷重を請け負わない構造部などの診

断は，高コストかつ高精度の損傷同定（損傷の位置，形態，規模の正確な特定）

ではなく，低コストかつ迅速な損傷検出が要求される．そこで，損傷時の電気抵

抗を健全時と統計的に比較して損傷を検出する手法(1.44,45)が提案され*，実験数や解析

 

230

40 30

30 mA 30 mAV

Thermo couple

1
5

Unit: mm

Electrode

CFRP lamina  
Fig. 1.27 Configuration of measurement of temperature characteristic of resistance of unidirectional 

CFRP monolayer [0]T (PYROFIL #380; Mitsubishi Rayon Co. Ltd.) by means of the four–probe method. 
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Fig. 1.28 Temperature characteristic of resistance of unidirectional CFRP [0]T (PYROFIL #380; 

Mitsubishi Rayon Co. Ltd.) measured by the four–probe method. 

 

* 本研究でも文献 1.25,26 と同様の統計的データ解析手法を用い破壊実験や解析を不要とする． 
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数が大幅に削減された．ただしこれらの研究は，周囲環境が一定という条件の下で，

電極損傷を想定せずに行われている．実際には周囲温度(1.37)や湿度(1.38)により電気抵抗

は変化する．さらに電気抵抗を測定するために CFRP 構造表面に設置する電極部

の損傷や，電極と CFRP 構造界面の接触状態の経年変動によって，接触電気抵

抗が変動する． CFRP 構造の健全性とは関係のないこれらの電気抵抗変化は誤判定

を招く恐れがある．例として，温度変化による電気抵抗変化の測定手法と結果をそれ

ぞれ図 1.27, 1.28に示す．電極部の接触抵抗を除外して，純粋なCFRPの電気抵抗値を

測定できる 4電極法（直流電位差法）とよばれる手法により，試験片中央部の電極中

心間隔 30 mmの区間を測定した．温度が 10 
o
C変化すると，電気抵抗は 0.9 % 程変化

してしまい，正しい診断は困難となる． 

したがって，周囲環境の影響をある程度許容できれば，気候の異なる土地を行

き来する国際線の航空機や，四季の変化に晒される構造の検査において信頼性

を確保できる． 
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1.2.2 二段階検査による旅客機の 1 時間検査 

 

本研究では，従来の電気抵抗変化法を発展させ，FRP 製旅客機の全主構造を

短時間で検査する「抵抗加熱利用の電気抵抗変化法」を提案する．提案手法は

広域検査と狭域検査の二段階から成る．ステップ 1 の広域デント検査により構

造全域から衝撃損傷の存在が疑われる箇所を絞り込んだのち，ステップ 2 の狭

域はく離検査により層間はく離の有無を判定する．本項では両ステップの概要

と課題を述べる． 

 

1.2.2.1 ステップ 1：局所抵抗加熱を利用したデント検出 

 

大型CFRP構造を短時間で検査する場合，全域を詳細に調べることは難しい．

電気抵抗変化法の精度を落とさずに，大規模診断を実現するためには何らかの

工夫が必要になる．そこで本研究では，検査を二段階に分割する．構造全域を

簡易的に短時間で検査し，損傷の発生が疑われる箇所を特定したのち，特定さ

れた箇所のみを時間をかけて再検査する．これにより，検査対象の大きさに依

らず，効率性と精度を高く保つことができ，一般的な旅客機のフライト間隔で

ある1時間以内に全過程を終えられる可能性がある．フライト後に毎回検査でき

れば，安全性を高められる上に，生涯フライト数の向上や構造の安全率低減を

実現できる． 

第1ステップの，簡易的な全域検査においては，下記の課題を克服する必要が

ある． 

 

(1) 大型 CFRP 構造検査に要する膨大な電極と配線，電気抵抗測定区間の切換え

に要する膨大な時間 

(2) 電極設置面から遠い（深い）位置に生じた損傷に対する検出感度の低下 

(3) CFRP 積層構造の電気特性の多様性による汎用性の低下 

(4) 周囲温度変動に起因する電気抵抗変動（ノイズ）による検査信頼性の低下 

(5) 損傷発生前後の抵抗比較を要するため健全性が不明である既存構造検査や，

製品検査に適用不可 

 

これらを克服する簡易検査として，本研究では，衝撃負荷点に生じるデント

（CFRP 構造表面のへこみ）を衝撃損傷の目印，すなわちマーカーとして検出す

る方法を提案する．デント部が CFRP 構造内を流れる電流を吸い寄せることを
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利用し，デント部を集中的に抵抗加熱する．そして周辺の健全部よりも高温と

なったデント部を，温度分布や，温度変化に起因する抵抗変化を計測すること

で検知する．CFRP 表面に貼付される耐雷用の金属シールドを，抵抗加熱や抵抗

測定に必要な電極および配線として兹用できるため，大型 CFRP 構造でも，重

量増加や配線インテグレーションの問題を招かない．さらにマトリクスセンサ

の要領で抵抗測定区間を容易に切換えられるようになるため，検査時間を大幅

に短縮できる． 
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1.2.2.2 ステップ 2：抵抗温度特性変化利用の層間はく離検出 

 

広域デント検査ののちに，デント下部における層間はく離の有無を統計的手

法で判定する． 

統計的層間はく離検出手法では，構造に設置した多数のセンサ出力間の関係

を，重回帰手法である応答曲面法により同定する．同定した応答曲面の変化を

統計的に抽出する（回帰係数の信頼区間評価）ことで損傷検出を行う．応答曲

面が基準状態において同定したものと異なる，すなわちセンサ出力関係が変化

した場合は，損傷発生などの何らかの異常が生じたと判定される．統計的損傷

検出手法では，センサ出力間の関係を同定することが，構造の状態を同定する

ことに相当するため，構造状態を数理モデル化して，センサ出力とモデル間の

伝達関数を導出する必要がない．このため，複雑な形状を持つ大規模構造物へ

も新たな手続きや作業を要さず適用できる．また，応答曲面の変化を統計的に

検定することで構造状態を診断するため，事前に損傷状態の情報を必要せず，

健全状態に測定したデータと診断時に測定したデータのみから構造状態を診断

できる．破壊試験のコストまたは損傷モデルの数値解析コストは不要となる．

図 1.29 のようなトンネル内換気用ジェットファンに取り付けたロードセルをセ

ンサとし，センサ出力間の関係性変化を統計的に検出してジェットファンの状

態診断を行う手法などは既に実機適用されている(1.39)． 

 

 
Fig. 1.29 Jet fan for tunnel ventilation system

(1.48)
. 
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抵抗温度特性利用の電気抵抗変化法の提案 

 

本はく離検査では CFRP 構造の，損傷による純粋な電気抵抗変化，すなわち

損傷発生前後の電気抵抗変化を利用せず，はく離による抵抗温度特性の変化を

利用して損傷を検出する．CFRP 積層構造内に層間はく離が生じると，局所的に層

どうしの拘束が解放されて構造の変形性向が変化する．したがって構造を加熱した際，

層間はく離の周辺と健全部において熱変形に差異が生じる．構造変形の差異は炭素繊

維の変形と繊維どうしの接触に影響を与えるため，はく離周辺部と健全部の差異は電

気抵抗にも現れる．すなわち，層間はく離により抵抗温度特性が変化する．本研究で

は，炭素繊維の抵抗熱を利用してCFRP平板を自己加熱し*
1，抵抗温度特性を測定し，

層間はく離部と健全部における差異を，応答曲面法を用いた統計的手法(1.44,45)により検

出する．構造表面に電極を作製するだけで抵抗加熱・電気抵抗測定が可能になるため

検査コストを削減でき，構造全域を同時に検査可能であるから検査時間を大幅に短縮

できる．抵抗温度特性を診断に利用する大きな理由の一つは，電極損傷時の誤判

定を抑制することである．室温状態を基準とした電気抵抗変化量を利用することで，

電極損傷による接触抵抗変化の影響を除外できる． 

抵抗温度特性の変化を利用した統計的損傷検出手法の有効性は，すでにCFRP梁構

造の貫通はく離*
2 を用いた実験により確認されている(1.49)．実機適用するには CFRP

板構造に生じる埋没はく離*
3を検出しなければならないが，貫通はく離に比較して変

形拘束される埋没はく離の抵抗温度特性の変化は著しく小さくなると考えられる．ま

た，板構造では梁構造と違って幅方向にも電流の一部が流れ，板内には複雑な電流経

路が形成されることから，電極周辺の電流分布を確認する必要もある．さらに，電極

損傷によって幅方向の電流経路が大きく変化する可能性があり，板構造における電極

損傷の影響を検証する必要がある．本研究目的の一つは，CFRP 平板（積層構成 [0/

±45/90]S）を対象に，上記手法の有効性を検証することである（4.4 節）． 

 

*
1
 ヒータ等の外部装置を新たに設置する必要はなく，必要な設備は従来の電気抵抗変化法と変
わらない．また電流量を制御するだけで任意の温度に調整可能であり，加熱毎の差の小さい
温度場を与えられ，電極配置を工夫することで均一に加熱できる． 

*
2
 自由端面に達する層間はく離．一端が自由端に達し，もう一端は達していないものは，半貫
通はく離とよばれることがある． 

*
3
 自由端面に達しない層間はく離 
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抵抗温度特性を利用する健全データ不要のはく離検出 

 

上記の抵抗温度特性を利用する統計的はく離検出により，周囲環境変化や電

極損傷による，構造の健全性とは無関係の電気抵抗変化の影響を除外すること

ができる．このような工夫により破壊実験不要かつロバスト性の高い層間はく

離検出が可能となったが，健全状態のデータ収集は依然として必要である．品

質にばらつきの大きい CFRP は電気抵抗の個体差を無視できず，同じ形状の構

造部材であっても，個体ごとに健全状態のデータを収集するコストは決して小

さくない．また，健全状態と比較して損傷検出するのでは，成形時に生じる初

期欠陥の検査や，健全性が未確認である既存構造物の検査に，適用できないと

いう問題がある． 

これらの問題を解決するため，CFRP を加熱して高温度域の電気抵抗を低温度

域と比較することで，健全材のデータを用いずに層間はく離を検出する手法を

新たに提案する（4.5 節）．層間はく離周辺と健全部では熱変形が異なり，それ

により抵抗温度特性が異なる． CFRP 構造を複数の区間に分割し，それぞれの

抵抗温度特性を比較すると，構造が健全であれば全区間は同様の挙動を示し，

ある区間に層間はく離を生じるとその区間は他の健全区間と異なる挙動を示す．

これらの区間の高温度域と低温度域における抵抗温度特性の変化を，応答曲面

法を用いた統計的手法により検出する．下記の二つの利点は先に述べた方法と

同様である． 

 

・ 構造表面に電極を作製するだけで電気抵抗測定および炭素繊維の抵抗熱を

利用した CFRP の自己加熱が可能となるため設備コストを低減でき，構造

全域を同時に検査可能であるから検査時間を大幅に短縮できる． 

・ 室温状態を基準とした電気抵抗変化量を利用することで，電極損傷による

室温電気抵抗変化の影響を除外でき，誤判定を抑制できる． 

 

本手法の有効性を，CFRP 平板（積層構成 [0/±45/90]S）を対象として，はく離

検出の可能性を実験的に検証することを本研究目的の一つとする． 
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抵抗温度特性の実験的計測手法の確立 

 

本はく離検査は CFRP 構造の抵抗温度特性を利用する．抵抗温度特性の実験

的な計測には，以下の二つの問題が残されていた． 

統計的損傷検出手法により損傷の有無を判定するには，同一構造に複数の電

極を設置し，各電極間の同時刻における測定値を必要とする．各測定値は相互

に干渉しないことが望ましい．しかしながら CFRP 構造内の電気的ネットワー

クは構造の隅々にまで及んでいるため，構造を複数の区間に分け，それぞれの

電気抵抗を独立に測定することは困難であった．これに対し，構造表面に作製

する電極の配置の工夫により，電気抵抗の多区間独立測定を可能とする手法が

開発され，CFRP 梁（積層構成 [02/902]S）内の三つの隣接する電極区間を十分に

電気的に分離できることが示された(1.50,51)．本研究では，提案された多区間独立

電気抵抗変化測定法を CFRP 平板（積層構成 [0/±45/90]S）に適用し（4.3.1 項），

層間はく離の検出を試みる． 

抵抗温度特性の実験的計測に関するもう一つの問題は，構造加熱と電気抵抗

変化測定の切替えに関するものである．炭素繊維を通電し，抵抗熱により構造

を加熱するため，加熱・測定ともに同一の電極を利用することになる．加熱用

電流が電気抵抗の測定器に流れ込まぬよう，加熱時には測定器を切離す必要が

ある．加熱停止後の温度降下中に構造の抵抗温度特性（温度変化に伴う電気抵

抗変化）を測定するのであるが，加熱時に測定器を切離すことが正確な電気抵

抗測定を困難なものにすることが判明した．その原因は，測定器内部の温度変

化，切替え回路の電気抵抗変動などである．そこで，回路内の抵抗変動の発生

原因を解明し，変動を抑制する新たな加熱・測定切替え手法を提案する（4.3.2

項）． 
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1.3 研究目的 
 

 本研究では，1 m 以上の大型 CFRP 積層板を対象とし，広域のデント検査と狭

域の層間はく離検査からなる二段階診断により，衝撃損傷（デント深さ 0.15 mm, 

層間はく離投影面積 300 mm
2）を短時間で検出することを目的とする．本目的を

達成するため，研究の各段階において，次のような目的を設定した． 

 

3 章で述べる二段階検査のステップ 1：デント検査では，次のような目的を設定

した． 

 

(1) CFRP 積層板に発生したデント部の電気抵抗率の推定 

静的押込みによりデントを生じさせた CFRP 板の電気抵抗変化を実測し，実

測結果と有限要素法による CFRP の電場解析との比較から，デント部の電気

抵抗率を推定する． 

 

(2) 局所抵抗加熱利用デント検査の検出能力および発生位置特定能力の評価 

(1)にて推定したデント部の抵抗率を用いた熱－電気連成有限要素解析によ

り，一つあるいは二つの抵抗測定区間を持つ小さな CFRP 平板を対象に，局

所抵抗加熱利用デント検査を適用し，デント周辺部の電流分布や，温度分布

を調べる．温度分布からデントを検出可能であるか，またデント発生位置を

特定可能であるか検証する． 

 

(3) 耐雷用の金属シールドを利用した大型構造のデント検査の有効性検証 

複合材製旅客機に設置される耐雷撃用の金属シールドを電極および配線と

して兹用する方法を提案し，1 m ほどの大型 CFRP 平板から深さ 0.15 mm の

デントを検出可能であるか検証する． 

 

(4) 大型構造のデント検査の実用性検証 

電極の配置ずれを考慮した CFRP 解析モデルや，不均一な電気抵抗率分布を

有する CFRP 解析モデルを作成し，両者が検査の信頼性に及ぼす影響を評価

することで，本デント検査の実機適用における実用性を検証する． 
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以下は 4 章で述べるステップ 2：層間はく離検査の目的である． 

 

(5) 複数の電極区間を有する CFRP 板構造の，各区間の電気抵抗変化を独立かつ

同時に測定可能な電極配置の策定 

ステップ 2 の層間はく離検査にて必要となる，CFRP 平板の多点の電気抵抗

を同時に測定可能な電極配置を，有限要素法による構造－熱電気解析を利用

して策定する． 

 

(6) 抵抗加熱・電気抵抗変化測定の切替え手法の開発 

抵抗加熱の停止直後から，正確な電気抵抗変化を測定可能な，抵抗加熱・電

気抵抗変化測定の切替え手法を提案し，その有効性を実証する． 

 

(7) 健全データ利用の統計的はく離検出 

(5), (6)の計測技術を用い，炭素繊維の抵抗熱により CFRP 平板を加熱して温

度変化に伴う電気抵抗変化を測定する．損傷材のデータと健全材のデータを

統計的手法により比較する損傷検出手法の有効性を実証する．また，電極欠

損による診断への影響を実験により評価する． 

 

(8) 健全データ不要の統計的はく離検出 

CFRP 構造の抵抗温度特性を，高温度域と低温度域で比較して損傷を検出す

ることで学習健全データ不要の統計的はく離検出手法を提案し，その有効性

を実証する．また電極欠損や衝撃による電極損傷などが検査信頼性に及ぼす

影響を実験により評価する． 
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1.4 本論文の構成 
 

第 1 章「緒言」 

 研究背景として，FRP の航空機分野への適用拡大と非破壊検査技術を述べ，

フライト後に毎回実施可能な FRP 製旅客機の全域衝撃損傷検査の必要性を論じ

た．そして，本研究にて新たに提案する二段階検査による 1 時間検査のアイデ

アに触れ，本研究の目的を記した． 

 

第 2 章「複合材製航空機構造の短時間全域損傷検査」 

 CFRP 積層構造に生じる層間はく離とデントについて説明した．両者をターゲ

ットとする二つの電気抵抗変化検査を組合せた二段階検査を提案し，複合材製

旅客機構造の短時間全域検査の可能性を述べた． 

 

第 3 章「ステップ 1：局所抵抗加熱利用の広域デント検出」 

 2 章にて提案した二段階検査のステップ 1 として，大型 CFRP 構造からデント

を検出する電気抵抗変化法について述べ，実験と有限要素解析を用いて，様々

な観点から有効性を検証した． 

 

第 4 章「ステップ 2：抵抗温度特性利用の狭域層間はく離検出」 

 2 章にて提案した二段階検査のステップ 2 として，デント周辺部の層間はく離

を検査する電気抵抗変化法を提案した．検査に必要となる電気抵抗の多区間独

立同時測定法を考案し，取得した電気抵抗データから層間はく離の有無を判定

する統計的データ解析法を説明した．これらの計測システムとデータ解析法を

組合せて層間はく離検査を試み，有効性を検証した． 

 

第 5 章「結論」 

 各章で得られた結果をまとめ，本論文の成果を記した． 
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複合材製航空機に生じた衝撃損傷を効率的に検知するため，広域検査と狭域

検査から成る二段階診断を提案する．大型炭素繊維強化複合材（carbon fiber 

reinforced polymer, CFRP）を対象とし，ステップ1の広域デント検査により構造

全域から衝撃損傷の存在が疑われる箇所を絞り込んだのち，ステップ2の狭域は

く離検査により層間はく離の有無を判定する． 

 

2.1 概要 
 

繊維強化複合材は軽量であり，高い面内強度，面内剛性を有するが，積層構

造であることから層間強度は低く，面外方向の衝撃荷重により容易に衝撃損傷

を生じる．衝撃損傷とは，層間はく離やデントからなる複合的な損傷の総称で

ある．層間はく離により構造の機械特性が大きく損なわれ(2.1,2)，進展すると部材

全体の破壊につながるため，迅速に検知して対処する必要がある． 

複合材製航空機の全主構造を対象に，フライト後に毎回層間はく離を検査で

きれば，安全性を高められる上に，一機あたりの生涯フライト数の向上や構造

の安全率低減を実現できる．しかし旅客機検査に求められる高い信頼性を有し，

一般的なフライト間隔である1時間以内に全主構造を診断可能な短時間検査は

存在しない． 

それに対し，構造の強化材である炭素繊維が導電性を持つことを利用し，損

傷による電気特性の変化から診断する電気抵抗変化法が提案され，研究が進め

られてきた．本研究にて提案する衝撃損傷診断法を図2.1に示す．短時間化・効

率化のため検査を二つのステップに分けている．ステップ1にて，構造全体から

短時間でデント（衝撃荷重点に生じる表面のへこみ）を検出する(2.4,5)．デントは

 

 

Fig. 2.1 One–hour impact–damage inspection for composite airplanes developed in this study. 
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構造の機械特性を大きく変化させることはないが，表面二層間の炭素繊維を接

触させるため，層間にまたがる新しい電流経路を形成する．これにより層間に

負荷した電流の多くがデントに集中し，抵抗熱によって衝撃点は健全部より高

温となるため，温度分布や温度変化に起因する電気抵抗変化からデントを検出

できる．本手法のデントの検出感度は非常に高く，屋外に停泊している航空機

が周囲環境の温度変化にさらされていても，実用上十分な信頼性を確保できる．

ただし，デントを検出するだけでは，層間はく離の有無はわからない． 

そこでステップ2にてデント周辺部のみを詳細に検査し，層間はく離の有無を

判定する(2.6–8)．ステップ1と同様に炭素繊維を通電して加熱し，抵抗温度特性（温

度変化に起因する抵抗変化）を計測する．健全部とはく離周辺部では，層間の

拘束の差異から温度変化時に異なる熱変形を生じるため，抵抗変化量ははく離

の影響を受ける．これを統計的手法によりデータ解析することで層間はく離の

発生確率を定量的に評価できる．ステップ1, 2において，CFRP構造表面に設置

する電極，配線，計器や電源などすべての設備を共有でき，全過程を自動化で

きるため人手を要さない． 

ステップ1にて構造全域から損傷発生が疑われる箇所（デント周辺）を絞り込

み，ステップ2にて絞り込んだ箇所のみを詳細に調べて層間はく離の有無を判定

することで，仮にはく離検査にある程度の時間を要したとしても，効率性は失

われない．航空機のような大型構造を1時間以内に診断することができる．はく

離検査に時間をかけられるため，検査の精度や信頼性も高く保持できる．以上

から他検査技術にない高効率・高精度の両立が可能になるといえる． 

本章では，2.2 節にて CFRP 積層構造に発生する層間はく離とデントについて

述べ，2.3 節にて両損傷をそれぞれターゲットとする二段階衝撃検査の概要を記

す． 
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2.2 CFRP積層構造の衝撃損傷 
 

2.2.1 層間はく離 

 

本項では CFRP 積層構造に生じる層間はく離の，発生機構と修繕方法につい

て述べる．層間はく離とは，FRP 積層構造の初期破壊様式の 1 つであり，図 2.2

に示すような層間の界面領域における部分的な“はがれ”である．構造の機械

特性（特に圧縮強度，圧縮剛性）を著しく低下させ，界面を進展して層間破壊

を起こす．等質かつ等方性の金属材料と異なり，はく離の先端が混合モード負

荷の下に進展すること，繊維と樹脂の界面強度のばらつき，熱成形（FRP の成

形は，母材樹脂を加熱軟化させる工程を含む）により生じる複雑な残留熱応力

場などの影響もあり，はく離の進展条件を正確に予測することは難しい．した

がって，はく離が発生したら進展する前に検知し，迅速に修繕や部材交換など

の処置をとることが重要となる． 

 

層間はく離の発生機構 

 

層間はく離の発生機構には図 2.3 に示すものが考えられる(2.9)．力学的異方性

を持つ層を，多方位に重ねた積層構造であるために層間に応力が集中して発生

する図 2.3(a)–(d)のケースと，衝撃荷重を受けて発生する同図(e)のケースに分け

られる． 

(a)端部や(b)ボルト孔周りなどの自由境界面と，各層の界面との交線上には特

異な応力場が形成され，健全な構造であっても交線または交線上の 1 点を起点

 

      
Fig. 2.2 Exmaple images of delamination cracking

(2.10)
. 
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としてはく離が発生し得る(2.11)．この場合は特に，繊維配向角の差が大きな層間

の交線が起点となりやすい．また切欠き，(c)コキュアーによる継手部，あるい 

は(d)テーパ状積層板のプライ・ドロップ部なども起点となる．上記の(a)–(d)で

は，静的荷重や疲労荷重の下でも層間はく離が発生する．自由縁近傍の層間応

力に起因するものであるため，自由端面が存在する限り，発生リスクを完全に

排除できない．一方，はく離の先端が自由縁に達していることから目視検査で

検出しやすいこと，発生箇所の予測が容易であること，旅客機主構造の設計で

 

 

Fig. 2.3 Delamination cracking caused by interlaminar stress concentration and out–of–plane impact
(2.9)

. 
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は静的荷重試験や疲労試験（および数値強度解析）により十分な強度が確保さ

れることから，安全上大きな問題にはならないと考えられている． 

一方図 2.3(e)のように，何かが衝突するといった突発的な衝撃荷重を受けては

く離が発生するケースでは，発生リスクを定量的に扱えない．一般的な CFRP

梁型試験片（厚さ 5–7mm 程度）では 3 J/mm 以下の小さな面外衝撃荷重であっ

ても，各層の力学的異方性に起因する変形性向の違いにより，層間に大きな応

力が生じてはく離に至ることが知られている．航空機の場合は，落雷による熱

衝撃，落雸（hail strike），離着陸時の小石の巻上げ，鳥衝突（bird strike），着陸

時の機体尾部と滑走路との接触（tail strike），飛行場での他車両との接触，点検・

整備時の工具落下や作業台との接触など，衝撃荷重を受ける危険性が常に存在

する．この場合は，発生箇所の予測は非常に困難であり，はく離面が自由縁に

達しない場合が多いため，目視検査では看過する恐れがある．したがって，衝

撃荷重により発生する層間はく離を迅速かつ確実に検知する，非破壊検査技術

あるいはヘルスモニタリング技術の一刻も早い確立が求められている．熟練検

査官の層間はく離の目視検出限界は，厚さ方向投影面積にして 300 mm
2といわ

れる．また図 2.4 に再掲する Boeing 787 機主翼などに用いられる各種 CFRP 材の

層間はく離投影面積と残留圧縮強度の関係からも 300 mm
2以下の層間はく離を

検出できる技術が必要となる． 

 

 

 
Fig. 2.4 Compression after impact (CAI) of various CFRP laminates obtained by the Suppliers of 

Advanced Composite Materials Association (SACMA) SRM 2R
(2.1)

. 
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層間はく離部の修繕方法 

 

層間はく離は FRP 積層材特有の損傷であるため，金属材とは異なる修繕方法

が採られる．構造内に層間はく離が見つかった場合，次のような手順で対処さ

れる．層間はく離の位置，サイズを把握したのち，航空機製造会社が作成する

構造修理基準（structural repair manual, SRM）に従い，運航会社が修繕あるいは

交換を行うかを判断する．運航会社の設備では修繕不可能な場合は，製造会社

側が修復作業を行う．修繕する場合は SRM に規定されている方法に従うが，表

面層のみの修理，補強板を用いる修理（図 2.5），補強板を用いない修理などに

分けられる．損傷部材の種類（積層板，ハニカムパネル，厚板か薄板か），定期

的に受ける荷重の大きさ，空力を受ける面を有するか，定期検査までの暫定的

な修繕か，恒久的な修繕かなどが勘案され，安全性を確保したうえで最も経済

的な選択がなされる．修繕よりも部材の交換が安価な場合もある． 

図 2.6 に一般的な接着修繕方法を示す．これは，損傷部を取り除いたのち，同

 

   
Fig. 2.5 Repaired specimen with titanium patch for strength test used in the phase of development of the 

Boeing 777: (a) observed from the internal side; (b) the outer side
(2.12)

. 

 

Prepreg or 

cloth

Film 

adhesive

Removal of

damaged part
 

Fig. 2.6 General bonding repair process. 



 

                         第 2 章 複合材製航空機構造の短時間全域損傷検査 

 - 50 - 

種の FRP 材を接着接合によって埋め合わせるものである．埋め合わせ材には，

プリプレグ（繊維に半硬化樹脂を含浸させたシート）やドライファブリック（樹

脂含浸させていない繊維基材）が用いられる．ドライファブリックには，後か

ら樹脂を注入して含浸させ，硬化させる．損傷部を取り除いた周辺に，1：50 あ

るいは 1：30 程のテーパ部を持たせた鉢状に削り，プリプレグやドライファブ

リックを積み重ねて樹脂を硬化させ，上からパッチを取り付ける．軽微な損傷

であれば常温硬化の樹脂が用いられることもあり，また大きな構造リスクを持

たない部材に生じた層間はく離は，はく離部に樹脂を注入することで簡易的に

充填補修する場合もある(2.13)． 
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2.2.2 デント 

 

本項では CFRP 積層構造のデント損傷について述べる．デントは，構造が衝

撃荷重を受けた際に，層間はく離に伴って発生する構造表面の塑性変形（図 2.7

に示すへこみ，くぼみ）である．1 章にて示したように，層間はく離は面積 1000 

mm
2 以下の小さなものであっても大きな強度低下を招く．しかし，このような

層間はく離の発生原因となる衝撃荷重では，構造の機械特性を大きく減じるデ

ントは発生しない．したがってこれまで，デントではなく層間はく離をターゲ

ットとした検査法が広く研究されてきた．本研究にて提案する複合材製航空機

構造の二段階検査のステップ 2（本章 2.3.2 項）においても，層間はく離をター

ゲットとした検査を行う．しかし層間はく離は内部損傷であるため，内部にセ

ンサを埋込む検査法でない限り，厚板構造の検査が難しくなるという問題があ

る．構造表面に何らかのセンサを設置し，センサ出力の中から層間はく離を示

す特徴量（本研究の場合は電気特性の変化）を抽出する場合，表面から遠い構

造深部に生じたはく離ほど S/N 比が小さくなり，検出感度は低下する．これは，

電気特性を診断に利用する本研究手法に限らず，多くの検査技術が抱える共通

の問題である．  

そこで，二段階検査のステップ 1 では，常に構造表面に発生するデントに着

目し，これを検出する．デントは機械特性を大きく減じさせることはない．し

かし，表面二層間の炭素繊維を接触させて層間にまたがる新しい電流経路を形

成するため，CFRP 構造に大きな電気特性変化をもたらす．本稿で提案するデン

ト検査については 2.3.1 項や 3 章にて詳しく述べる． 

2.2.1 項でも述べたように，本来検知すべき対象は層間はく離である．一方で，

文献 2.2 にてデントの規模と，層間はく離の規模との間に相関がみられることが

報告されている（図 2.8）．これは，中型旅客機 Boeing 787 機に用いられる高強

度炭素繊維 T800S と高靭性エポキシ樹脂 3900–2b から成る東レ製 CFRP板を用

い，SACMA（suppliers of advanced composite materials association）SRM 2R–94 に

準じた落錐衝撃試験を行った結果である．SRM 2R–94 では，図 2.9 のように 150 

mm×100 mm×5.9 mm の CFRP 擬似等方積層板[45/0/–45/90]4sを，中央の 80 mm

×60 mm のみが露出するように，4 辺の面外変形を抑制するように上下を金属板

で挟み込み，中央にエネルギ 6.7 J/mm の衝撃荷重を与える．半球状衝撃子 = 8, 

16, 32 mm を衝突させた場合，デントの深さ 0.15 mm（くぼみ部の最大面外変位

量）を境に，図 2.8(a)のように層間はく離の投影面積が急増し，同図(b) のよう

に衝撃後圧縮強度（compression after impact, CAI）が低下し始めることを実験的

に示した．したがって 2.3.1 項では深さ 0.15 mm のデントを検出可能な検査法を
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提案する． 旅客機製造メーカー大手の Airbus 社も，旅客機用 FRP 材を用いた

衝撃試験を多数行っている．その結果，同程度の衝撃エネルギで，直径 6 から

25 mm の様々な衝突子を衝突させても，デントの径と深さが大きく変化しない 

ことが確認された(2.3)．層間はく離の大きさと同様に，デントの径や深さは衝撃

エネルギや衝突速度に依存して決まる．そのため同社では，目視検査ではデン

トの深さにクライテリアを設けることで，間接的に層間はく離のクライテリア

を定めている．このように多くのケースにおいて，デントの深さと，その下部

 

 

 
(a) Relationships between residual indentation and 

delamination area 

 

(b) Relationships between residual indentation and 

delamination area 

Fig. 2.7 Indentation damage caused by a static 

indentation load of 20 kN. 

 

 

Fig. 2.8 T800S/3900–2B, SACMA SRM 2R–94 

[45/0/-45/90]4s, quasi isotropic 32 ply laminates, with a 

nominal thickness of 5.9 mm. An average fiber volume 

fraction was 56.2 %. Specimens, size of 150 mm × 100 

mm. 6.7 J/mm
(2.2)

. 

Fig. 2.9 Impact test configuration according to the 

suppliers of advanced composite materials association 

(SACMA) SRM 2R–94. 

 

Indentation

0.15 mm

0.15 mm
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に発生する層間はく離の規模は一定の相関を持つことがうかがえる*． 

最後に，「文献 2 の落錐衝撃試験により，150 mm×100 mm の小さな CFRP 板

から得られたデント深さと CAI 強度の関係が，旅客機のような大型 CFRP 構造

においても成り立つか」という点を議論する．CAI の低下は，層間はく離部に

て微視座屈が発生し易くなることに起因する．したがって本問題は「大型 CFRP

構造においても，デントの深さと層間はく離の大きさとの関係性は変化しない

か」という問題に帰着する．そしてこの関係性は，CFRP 構造の長さや幅ではな

く，厚さ，拘束条件，衝撃点の位置によって変化するものと考えられる．この

問題を簡易的に扱うため，スパーやリブにより面外変位を拘束される航空機構

造を，集中静的荷重 P を受ける両端固定梁（図 2.10）で近似したモデルを考え

る．本来，CFRP 積層板は異方性体かつ非均質体であるが，ここでは簡略化のた

め等方的均質体とする．また，衝撃現象でなく静的荷重を扱っているため，衝

撃を受ける CFRP 板の曲げ応力と異なる部分を含む．しかし，衝撃負荷により

生じる最大曲げ応力を，衝撃エネルギがすべて変形エネルギに換わる瞬間（梁

のたわみ量が最大となる瞬間）に生じる曲げ応力と考えれば，動的か静的かと

いった差異の影響は小さい．梁の長さを l，弾性率を E，中立軸まわりの断面二

次モーメントを I，梁の左端から荷重点までの距離を a (0 a l/2)，静的集中荷重

を P とすると，左端から距離 x の位置に生じる曲げモーメント M は 

    

    










lxalPaallxal

axlPalalxal
M

  if    223

0  if           2

32

32

 （2.1） 

 

 
Fig. 2.10 A homogeneous isotropic beam fixed at both ends with a concentrated load P. 

 

* ただし図 2.8 中に黒丸で示されている，平らな衝突面を持つ衝撃子では，深さ 0.15 mm 未満の
デントであっても大きな層間はく離，大きな CAI 低下がみられる．このケースでは他の鋭利な
衝撃子に比べ，デント径も大幅に増加すると考えられる．したがって電気特性への影響も大きく，
2.3.1 項で述べるデント検査法により検出可能であると推察される．このように構造表面に対し
平行な衝突面が生じるケース（衝突物と被衝突物との接触が，点でなく，面で開始されるケース）
は，実機ではまれである．実際の衝撃の多くは，衝突物の一角が構造物に接触する“点接触”に
より開始される． 

Center main wing

Concentrated load, P

l
a

x
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したがって梁に発生する弾性ひずみエネルギ U は 

 
3

32

0

2

1
62

a
l

a

EI

P
dx

EI

M
U

l









   （2.2） 

となる．梁が位置 a に衝撃荷重を受ける場合，衝撃エネルギ W がひずみエネル

ギ U と等しくなる瞬間 

 WU   （2.3） 

に梁のたわみは最大値をとる．この瞬間を「位置 a に静的集中荷重 P が作用し

てひずみエネルギが W (=U) となる」場合と考えると，式 （2.2）,（2.3）より 

 

  33
1

6

ala

EIW
P


  （2.4） 

となる．上式により，荷重 P は，衝撃エネルギ W が小さくなるほど，梁の長さ

l が大きくなるほど（スパーやリブなど補強材の間隔が大きくなるほど），小さ

くなることがわかる．そして梁の曲げモーメントと曲げ応力は共に左端 x = 0 で

最大値をとり，最大曲げ応力maxは次式で表される． 

  
2

0for    ,
2

2

max
max

l
ay

Il

alPa
y

I

M



   （2.5） 

ここで y は中立軸からの高さである．同じ位置に同じ大きさの荷重を受ける場

合，断面二次モーメント I が大きくなるほど（すなわち板厚が大きくなるほど），

構造内の層間せん断応力は小さくなり，発生する層間はく離の規模は小さくな

ることを示している．またmaxの絶対値は a = l / 3 のとき最大となり，中央に負

荷される場合：a = l / 2 と比べ 32 / 27  1.19 倍となる． 

 一方，デントは衝撃の直後，すなわち構造が最大たわみを生じる前のわずか

な時間に発生するものであり，その大きさは補強材からの距離に強く依存しな

いと考えられる．実際，デントの深さは衝撃エネルギ（あるいは衝突速度）に

強く依存することがわかっている．文献2.2の衝撃試験では，板厚5.9 mmのCFRP

板を用い，長手方向には 80 mm 間隔，直交方向には 60 mm 間隔にて面外変位を

拘束した上で，中央に衝撃を与えている．一方，例えば図 2.11 に示す Boeing 787

の中央主翼は，板厚 6–20 mm であり，スパーやリブの設置間隔は 60 mm よりも

はるかに広い． 

以上を踏まえると，構造内の最大曲げ応力は衝撃点の位置により変化し，図

2.8 のように中央に負荷したケースに比べ，最大で 20%ほど増加する可能性があ

る．しかし実旅客機構造は，図 2.8 の試験規格よりも拘束端間の距離 l が数～数

十倍におよぶため，衝撃エネルギが同じであれば，そのピーク荷重（図 2.10 中
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の P）は非常に小さくなる．つまり同規模の層間はく離を生じる場合，図 2.8 と

比較し，実機にて発生するデントの方が深いものになると考えられる．これは，

本研究にて提案するデント検査法（2.3.1 項）において，衝撃損傷検出感度が高

くなることを意味する．図 2.11 右の胴体構造はやや薄い部分もあるが，ストリ

ンガ（縦通材）やフレーム（円きょう）の間隔が非常に広いため，検出感度は

上昇すると考えられる(2.14)．図 2.12 に示す Airbus 社の最新鋭機 A350 XWB にお

いても同様のことがいえる．  

つまり，深さ 0.15 mm のデントを検出できれば，複合材製旅客機主要構造の

衝撃損傷検査として十分な検出感度を確保できる． 

  
Fig. 2.11 Center main wing of the Boeing 787 (thickness: 6–20mm, mold dimension: 6m×6m×1.2m) 

(left), fuselage (right)
(2.14)

.  

 

  

   
Fig. 2.12 Full composite fuselage of the Airbus A350 XWB (upper), demo parts of side panels

(2.14)
. 
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2.3 複合材航空機構造の 

二段階衝撃損傷検査 
 

2.3.1 ステップ 1:局所抵抗加熱を利用したデント検出 

 

CFRP構造の損傷検出・同定手法として研究されている電気抵抗変化法(2.15–23)

は，構造の強化材である電気良導体の炭素繊維をセンサとして利用し，損傷発

生時の電気抵抗変化を利用する診断手法であり，高価な装置を要さず，またフ

ライト間の短い停泊時間内に検査を終えられると期待されている．しかし従来

の電気抵抗変化法には下記の問題が残されていた． 

 

従来の電気抵抗変化法の問題点 

(6) 実機適用水準の信頼性や損傷検出感度を得るためには，構造表面に電極を密

に配置して多数の電気抵抗値を取得する必要があり，膨大な数の電極やその

配線，および測定器を要することが大きな問題となっている．例えば 100 cm
2
 

あたり一つの測定区間を配置すると，最新の中型旅客機 Boeing 787–7 の主翼

と胴体を合わせ，百万点以上の測定が必要となり，測定区間と測定器の接続

切換えにも多大な時間を要する． 

(7) 構造表面に設置した電極間の抵抗を測定するため，厚い構造では構造の隅々

まで電流を行き渡らせることが困難となる．そのため電極設置面から遠い

（深い）位置に生じた損傷の検出感度は著しく低下する．これは，電気特性

を診断に利用する本研究手法に限らず，多くの非破壊検査技術が抱える共通

の問題でもある． 

(8) CFRP 積層構造物の電気特性は多様であり，繊維配向角の異なる層の積層順

序，繊維の種類や含有率，添加材（導電体のカーボンナノチューブ(2.21–25)や，

絶縁体のポリアミド粒子(2.26)など）によって大きく変化する．特定の CFRP

に対して電気抵抗変化法の有効性が示されたとしても，他種の CFRP に対し

て有効であるかはわからず，汎用性の確保が難しい． 

(9) 損傷を持たない健全な構造であっても，温度変化により電気抵抗は変化して

しまう．ハンガーや野外に停泊中の旅客機全体の温度を制御することは難し

く，電気抵抗変化法の信頼性を低下させる． 

(10) 損傷発生前後の抵抗を比べて診断を行うため，健全性が不明である既存

構造の検査や，製品検査に適用できない． 
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本項にて提案する「ステップ1：局所抵抗加熱利用の広域デント検出法」は，上

記の問題を克服するものである．衝撃負荷点に生じるデントを衝撃損傷の目印，

すなわちマーカーとして利用する．デントの有無と位置を把握できれば，広域

から衝撃損傷の発生が疑われる場所を絞り込むことができる．広域検査後に，

次項や4章にて述べる狭域の詳細検査を行い，構造内部に層間はく離が発生して

いないか調べる．デントは常に構造表面に発生することから，多様な構造部材

を検査する場合も検出感度が損なわれる恐れがない．内部損傷であれば，構造

表面から遠い（深い）位置に生じた損傷の検出感度は低下するが，デントを目

印として衝撃損傷を検知することで，構造の形状や厚さ，内部の積層構成，添

加材の有無などの影響を受けにくい．様々な部材を診断可能な汎用性の高い衝

撃損傷検査が可能となる． 

デント部では層間に存在する不導体の樹脂が潰されて各層内の繊維が接触す

るため，デントを通過する新たな電流経路が生じる．電流がデント部に集中す

ることから抵抗熱により周辺健全部よりも高温となるため，温度分布や，温度

変化に起因する抵抗変化からデントを検出できる．CFRP表面に設置される図

2.13のような耐雷用金属メッシュを(2.27,28)，抵抗加熱や抵抗測定に必要な電極お

よび配線として兹用する工夫により，航空機のような大型構造でも，重量増加

なしで，さらには配線のインテグレーション問題を招かずに広域検査が可能と

なる．耐雷メッシュの配線兹用化は，抵抗測定区間のマトリクスセンサ式切換

え（3.5.2項）を可能とし，検査時間の大幅な短縮化にも繋がる．以上から本デ

ント検査法は，将来的な実装に足る高い実用性を具備しているといえる． 

このように検査対象にデントを含めることで，検出の手段は大きく拡がり，

従来手法にない様々な利点を引き出すことができる．最終的な検出目標は層間

はく離であるが，その前にデント検査のステップを踏むことで，衝撃損傷の看

過を低減させ，検査時間の短縮化が実現する．上記の5つの問題点は，これまで

電気抵抗変化法が長らく抱えてきたものであったが，本手法はそのほとんどを

解決できるものと期待できる． 

2.2.2項にて述べたように，深さ0.15 mmのデントを検出目標とし，本検査法の

デント検出能力を3章にて検証する． 

  



 

                         第 2 章 複合材製航空機構造の短時間全域損傷検査 

 - 58 - 

 

 

 

  

 

Fig. 2.13 Lightning protection shield for Boeing 787 structures by acting as electrical paths for lightning 

strikes
(2.27,28)

. 
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2.3.2 ステップ2：抵抗温度特性変化利用の 

層間はく離検出 

 

2.3.1項で述べたステップ1：広域デント検査により，構造全域から衝撃負荷点

に生じるデントの発生位置を特定したのち，ステップ2ではデント下部における

層間はく離の有無を確認する．広域検査によりはく離検査すべき箇所が絞り込

まれているため，狭域の詳細検査にある程度時間を要しても検査の効率性は損

なわれない．旅客機のような大型構造でも，一般的なフライト間隔である1時間

の間に全域を検査できる．  

 これまでにも電気抵抗変化法による層間はく離の検査が試みられている
(2.29–33)．本項では従来手法について述べたのち，新たに提案するはく離検査とそ

の利点を論じる． 

 

層間はく離発生時の電気抵抗変化 

 

従来の電気抵抗変化法では，層間はく離発生前後の電気抵抗変化を利用し，

はく離の有無判定や位置・大きさの推定が行われてきた．はく離発生による

CFRP 構造の電気抵抗変化の要因として考えられているものを以下に示す． 

 

(1) 層間はく離が炭素繊維士の厚さ方向の接触を断絶し，局所的に電気経路を遮

断するため電気抵抗を増加させる． 

(2) 層間はく離が成形による残留熱応力を解放し，周辺の応力・ひずみ分布を変

化させることが，炭素繊維に微視的な移動と変形をもたらし，炭素繊維自身

の局所的な電気抵抗率の変化や，炭素繊維同士の接触点の数および位置が変

わることによる構造内の電気的ネットワークの変化を生じさせ，損傷周辺の

電気的特性が変化する． 

(3) 層間はく離発生の原因となる荷重が招く，その他の損傷（繊維破断，デント，

樹脂割れ）により電気抵抗が変化する．繊維破断は電流経路を遮断させるた

めに電気抵抗を増加させる．樹脂割れとは層内の樹脂がその繊維方向に割れ

る損傷を指し，層間はく離同様，残留熱応力の解放による電気抵抗変化を生

じるものと思われる． 

 

これらの抵抗変化を利用することで，高精度の層間はく離同定が可能であるこ

とが示されてきた(2.26,27)．ただし，はく離同定手法の研究は，周囲環境が変化し
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ないという条件の下で，電極が損傷することを想定せずに行われている．実際

には周囲温度や湿度により抵抗は変化し，また電極損傷により接触抵抗が変化

するため，誤判定の原因となりかねない．さらに健全時の抵抗と比較して損傷

診断を行うため，成形時の初期欠陥を検出する必要のある製品検査や，既存構

造に適用できない．  

 

層間はく離発生による抵抗温度特性変化 

 

そこで，本研究にて提案する層間はく離検査では，はく離発生前後の抵抗温

度特性（室温状態を基準とした，温度変化に起因する抵抗変化量）の差異によ

り損傷検出を行う．層間はく離発生による CFRP 構造の抵抗温度特性変化の要

因としては，次のようなものが考えられる． 

 

(1) 層間はく離により層間の拘束が解放されると，構造の変形性向が変化し，構

造を加熱した際の熱変形において健全状態との差異を生じる．変形の差異は

炭素繊維自身の変形と繊維同士の接触に影響を与えるため，健全状態との差

異は電気抵抗にも生じると考えられる． 

(2) 繊維方向の線膨張係数は一般的に，炭素繊維において負（零に近い値），樹

脂において正であり，それらの複合体である CFRP は正（零に近い値となる

ものが多い）となる．層間はく離発生の原因となる荷重により，各層は繊維

破断を生じていると考えられる．繊維破断の規模が大きくなると電流経路の

遮断効果により電気抵抗を大きく増加させる．しかし，熱成形により生じる

構造の残留熱応力は，炭素繊維に対して繊維方向に圧縮するようにはたらく．

したがって破断した繊維の一部は，両破断面を互いに突き合わされるような

形になり，電気的な繋がりを保持する（図 2.14(a)）．このとき構造を加熱す

ると，樹脂は膨張し，炭素繊維はわずかに繊維方向に収縮するため，突き合

わされた破断面が分離し，電気抵抗が増加する可能性がある（図 2.14(b)）． 

 

これらの抵抗温度特性変化のメカニズムは，厳密な実験や考察で得られたもの

ではなく，その他の因子が存在するかもしれない．また，(1), (2)がそれぞれ，ど

の程度電気抵抗を変化させるのかもわからない．CFRP 構造の層間はく離部にお

ける抵抗温度特性が健全部と異なるという実験的事実を元に，層間はく離の検

出手法を提案する．4 章で詳しく述べるが，抵抗温度特性を診断に利用すること

で電極損傷による室温抵抗変化の影響を除外でき，誤判定を抑制できる．さら

に健全材のデータも不要となるため，既存構造や初期欠陥検出にも適用可能と

なる． 
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Carbon fiber

Resin Fiber break Thermal stress
 

(a) At low temperature 

 

Thermal contraction of fiber
 

(b) At high temperature 

 

Fig. 2.14 Electrical interengagement owing to the difference between the thermal deformation tendency 

of carbon fibers and that of resin in CFRP structures. 
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2.4 結言 
 

複合材製航空機に生じた衝撃損傷の高効率・高信頼性検査として，広域デン

ト検査と狭域はく離検査から成る二段階診断を提案し，その概要を述べた．大

型CFRP構造を対象とし，構造全域から衝撃損傷の存在が疑われる箇所（デント

部）を絞り込んだのち，詳細な層間はく離検査に移行する． 

2.2.1項にてCFRP積層構造に発生する層間はく離の発生機構と，圧縮強度に及

ぼす影響，そして修繕方法を述べ，投影面積300 mm
2の層間はく離を検出目標と

設定した． 

2.2.2項では，デント損傷について述べ，デントの深さと層間はく離面積の関

係性から，深さ0.15 mmのデントを検出目標と設定した． 
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複合材製航空機に発生した衝撃損傷（図3.1左に示すデント，層間はく離，母

材割れ，繊維破断の総称）を効率的に検知するため，広域検査と狭域検査から

成る二段階診断を行う．本章では，大型炭素繊維強化プラスチック（carbon fiber 

reinforced polymer, CFRP）構造を対象とし，衝撃損傷の有無判定および発生位置

の特定を目的としたステップ1：広域検査について述べる． 

 

広域検査では，2.2.2項で述べたように，残留圧縮強度を低下させる衝撃損傷

に伴って発生する，深さ0.15mmのデントを検出することを目的とする． 

 

3.1 概要 
 

CFRP構造の損傷検出・同定手法として研究されている電気抵抗変化法(3.1–9)は，

構造の強化材である電気良導体の炭素繊維をセンサとして利用し，損傷発生時

の電気抵抗変化を利用する診断手法であり，高価な装置を要さず，またフライ

ト間の短い停泊時間内に検査を終えられると期待されている．しかし電気抵抗

変化法には，2.3.1項で述べたように，下記の問題が残されていた． 

 

従来の電気抵抗変化法の問題点 

(1) 大型 CFRP 構造検査に要する膨大な電極と配線，電気抵抗測定区間の切換え

に要する膨大な時間 

(2) 電極設置面から遠い（深い）位置に生じた損傷に対する検出感度の低下 

(3) CFRP 積層構造の電気特性の多様性による汎用性の低下 

(4) 周囲温度変動に起因する電気抵抗変動（ノイズ）による検査信頼性の低下 

 

  
Fig. 3.1 Impact damage of several forms in a CFRP (left), indentation damage caused by a static 

indentation load of 20 kN (right). 

Indentation
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(5) 損傷発生前後の抵抗比較を要するため健全性が不明である既存構造検査や，

製品検査に適用不可 

本章にて提案する「ステップ1：局所抵抗加熱利用の広域デント検出法」は，

上記の問題を克服するものである．衝撃負荷点に生じるデントを衝撃損傷の目

印，すなわちマーカーとして検出することで，広域から衝撃損傷の発生が疑わ

れる場所を絞り込む．デント部がCFRP構造内を流れる電流を吸い寄せることを

利用し，デント部を集中的に抵抗加熱する．そして周辺の健全部よりも高温と

なったデント部を，温度分布や，温度変化に起因する抵抗変化を計測すること

で検知する．CFRP表面に貼付される耐雷用の金属メッシュを，抵抗加熱や抵抗

測定に必要な電極および配線として兹用できるため，大型CFRP構造でも，重量

増加や配線インテグレーションの問題を招かない．さらにマトリクスセンサの

要領で抵抗測定区間の切換えられるようになるため（3.5.2項），検査時間を大幅

に短縮できる． 

広域検査後に，4章にて述べる狭域の詳細検査を行い，構造内部に層間はく離

が発生していないか調べる．二段階診断により，構造の大きさに依らず検査の

効率性を高く保持できる．また，デントは常に構造表面に発生することから多

様な構造部材を検査する場合も検出感度が落ちず，さらには，構造の形状や厚

さ，内部の積層構成，添加材の有無などの影響を受けにくい．  
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3.2デント検出の原理 
 

デント検出の原理を説明する前に，CFRP積層板の電気的異方性について述べ

る． 

本章にて診断対象とする東邦テナックス製UD CFRP（材料名: IM600/133, 繊

維: テナックスIMS60, 母材: 高じん性180℃硬化型Epoxy樹脂，繊維体積含有率: 

0.6）の電気抵抗率を図3.2に示す．抵抗率の低い繊維方向に比べ，90
o方向（面内

繊維直交方向）は10
4倍，面外方向は10

7倍以上と極端に大きく，異方性は非常に

強い．繊維方向は導電性を有する炭素繊維束の中を電流が流れるが，90
o方向の

電流経路は繊維の接触により形成され，多数の接触界面における接触抵抗を含

むためである．また，IM600/133は層間破壊じん性を高めるため層間に高じん性

 

 

(a) Fiber direction (b) Transverse direction (c) Thickness direction 

Fig. 3.2 The strong anisotropy in electrical resistivity of a CFRP laminate (unidirectional IM600/133, Toho 

Tenax).  

 

 

Fig. 3.3 Schematic electrical paths in (i) the undamaged structure without an indentation, and (ii) the structure 

with an indentation. The arrows represent current flow. 

(i) Undamaged (ii) Indented

Localized current concentration

Electrode CFRP structure

Relatively uniform current density in thickness

Indentedation

Current flow
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樹脂（電気不導体）過多の領域が存在するため，面外抵抗率は90
o方向以上の，

著しく高い値を示す．  

図3.3に，上下面それぞれに電極を取り付けたCFRP板内の電流経路を示す．面

外方向に比べ面内の抵抗率は低いため，上側の電極に与えられた電流は図3.3(i)

のように，すぐに面内方向に拡散し，構造内には比較的一様な面外方向電流分

布が形成される．一方，構造中央にデントを有する図3.3(ii)では，電流がデント

に吸い寄せられる．これは，デント部において，図3.2(c)に示した層間の樹脂過

多領域が部分的に潰され，上下層内の繊維が接触することに起因する．デント

部内の層間領域では，各層内の繊維が電気的に橋絡されて面外方向の電流経路

が形成されるため，同方向の電気抵抗は大きく低下する． 

本章にて提案するデント検査では，上記の強い電気的異方性と，デントによ

る電流経路変化を積極的に利用する．図3.4のように第一層（最外層）の繊維配

向角を0
o，その下層である第二層を90

oとするCFRP積層板を考える．第一，二層

の端部にそれぞれ電極を設置する．電極A–Dは第一層内の0
o方向の繊維と，電極

1–4は第二層内の90
o方向の繊維と接触している．例えば，電極Bと電気的に繋が

っている0
o繊維束と，電極3に接続される90

o繊維束との交差領域を区間B3とよぶ

ことにする．区間B3に何かが衝突し衝撃損傷を生じる際，衝撃負荷点（デント

発生部）において上下層内の繊維が接触するため，層間を通る新たな電流経路

が形成される．したがって，電極Bに負荷された電流は，抵抗率の最も低い第一

層内の0
o繊維束内を流れ，区間B3のデント部を通って層間を渡り，今度は第二

層の90
o繊維束を流れて電極3に到達する．このように区間B3にデントが発生す

 
Fig. 3.4 Schematic of the system for measuring the decrease in electrical resistance between the outer two layers 

caused by an indentation in a multi–segment CFRP laminate. 
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interengagement

A

B

C

D
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ると，この区間の電気抵抗RB3が低下することから，デントを（延いては衝撃損

傷を）検出できるものと期待された．ただし，検査対象が大きくなりデント発

生位置が電極から離れるとRB3も大きくなる．デント発生時の抵抗変化比RB3 / 

RB3が小さくなると（RB3はRB3の変化量），計測誤差の影響が相対的に大きくな

り，検出感度や検査信頼性が低下する．また，3.4.2項にて述べるが，区間B3内

のデントは隣接区間（区間B2, B4, A3, C4,…など）の抵抗も低下させることから，

デント発生区間を正確に特定できないといった問題も生じる． 

そこで，抵抗変化そのものを診断に利用するのではなく，デントに電流が集

中することを利用する．図3.5に示すように，抵抗熱により衝撃点を選択的・集

中的に加熱し，温度分布から診断する．本診断手法は下記の利点を有する． 

 

局所抵抗加熱利用のデント検出法の利点 

(1) 抵抗発熱量は電流密度の二乗に比例するため，大きな電流を負荷するほど，

デント部の温度上昇を際立たせることができる（3.4.1項）．電流量を調整す

るだけで，用途に応じて容易に検出感度を要求水準まで高められる． 

(2) 電極とデント間の距離が大きくなってもデント周辺の電流分布は大きく変

わらず，デント部に最大温度を付与できるため，航空機のような大型構造も

検査可能（3.5節）かつデント発生区間の特定（3.4.2項）も容易となる． 

(3) 耐雷用金属シールドを，抵抗加熱や抵抗測定に必要な電極および配線として

兹用することで，大型構造検査でも，重量増加や配線インテグレーションの

問題を招かない． 

(4) 健全部との温度差はサーモグラフィの温度分布画像から検知できるが（3.5.1

 

 
Fig. 3.5 Schematic of the system for applying electric heat to  the indentation by making use of decrease in 

electrical resistance in the outer two layers caused by an indentation. 
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項），温度差による電気抵抗変化を計測することでも診断可能である（3.5.2

項）． 

(5) デントは常に構造表面にて発生すること，表面二層の電気特性変化に着目し

た検査であることから，構造の厚さ，形状，内部の積層構成による影響を受

けにくく，多種多様の部材に適用できる高い汎用性を持つ． 

(6) 健全状態の電気特性をあらかじめ取得する必要がなく，既存構造や製品検査

にも適用できる． 

 

この局所抵抗加熱利用のデント検出法の有効性を検証するため，次のことを行

った． 

 

(1) CFRP積層板の繊維方向，繊維直交方向，厚さ方向の抵抗率と，抵抗温度係

数を実測した（3.3.1項）． 

(2) 静的押込みによりデントを発生させてCFRP板の電気抵抗変化を実測し，実

測結果と有限要素解析から，デント部の抵抗率変化量を推定した（3.3.2項）． 

(3) 一つあるいは二つの測定区間を持つ小さなCFRP平板を対象に提案手法を適

用し，デント周辺部の電流分布や，デント発生区間の特定能力を調べた（3.4

節）． 

(4) 耐雷用の銅ストライプを利用して大型構造を一様に加熱する方法を提案し

た．デントを有する1 mほどのCFRP平板を抵抗加熱し，温度分布からデント

検出可能であるか検証した（3.5.1項）． 

(5) 電極の配置ずれを考慮したCFRP解析モデルを作成し，配置ずれが温度分布

に与える影響，すわなち検査信頼性に及ぼす影響を評価した（3.5.1項）． 

(6) CFRP構造は不均質体であるため電気抵抗率分布はばらつきを持つ．不均一

な抵抗率分布を有するCFRP解析モデルを作成し，不均一性が検査信頼性に

及ぼす影響を評価した（3.5.1項）． 

(7) 抵抗熱によりデント部を集中的に加熱したのち，耐雷用の金属ストライプを

利用してCFRP構造の“温度変化に起因する抵抗変化抵抗”を測定すること

で，デントを検出する手法を提案し，1 m以上の大型CFRP平板を対象に有効

性を検証した（3.5.2項）． 
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3.3 CFRP材の電気特性の取得 
 

提案手法の有効性を検証するため，熱–電気連成場の有限要素解析を行う．本

節では解析に必要となる，CFRP 材（IM600/133，繊維体積含有率: 0.6）の各種

電気物性値を取得する． 

 

3.3.1 健全材の抵抗率，抵抗温度係数の実測 

 

面内二方向（繊維方向，繊維直交方向）および厚さ方向の抵抗率と，抵抗温

度係数を実測する．三方向の電気特性を測定するため図 3.6 上に示す三種の試験

片を，各方向に対して五つずつ用意し，その平均値を解析に用いる．抵抗温度

係数を測定する際には図 3.6 下に示す加熱方法を採った．電極と炭素繊維間の接

触抵抗を除外した真の電気抵抗を得るため，4 電極法を用いた． 

面内方向の測定（図3.6左上）では試験片両端に電流を負荷して内側の二電極

間の電位差を測定する．構造内に一様な長手方向電流を形成するために，電流

負荷電極は試験片の端部全体を覆うように配置した（図3.6上の写真参照）．一方，

厚さ方向の測定には工夫が必要となる．厚さ方向の測定では図3.6右上のように

 

 
 

 
Fig. 3.6 Configuration for measurement of the three–dimensional electrical resistivity in the fiber 

direction and 90° direction (upper left), and the thickness direction (upper right), and heating system for 

measurement of resistance–temperature characteristics (bottom). 

Hot plate

Thermal insulationSample
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“回の字”型に電極を配置しており，外側の口型電極間に電流を負荷し，内側

の正方形状電極間の電位差を測定する．正規の4電極法とは異なるが，厚さ方向

は面内方向に比べて抵抗率が非常に高いことから，構造内には一様な厚さ方向

電流が形成され，正確な測定が可能であると考えられる． 

測定結果を表3.1に示す．繊維直交方向，厚さ方向の抵抗率はそれぞれ，繊維

方向の2.84 × 10
4
 倍，1.07 × 10

7
 倍と非常に高い値であった．抵抗温度係数は

20–120°Cの抵抗率–温度曲線を最小二乗法で直線近似し，その傾きの平均値とし

た．繊維方向，90°方向は負の値をとったが，厚さ方向は正であった． 

  

  

 

Table 3.1 Electrical properties of unidirectional CFRP laminates 

(IM600/133, Toho tenax, Vf = 0.60). 

 

 

Direction 

Electrical 

resistivity/ 

Ωm 

Temperature coefficient of 

resistance (TCR)/K
–1

 

 

 Fiber 2.8874 × 10
–5

 –3.114×10
–4

  

 90° 0.82086 –2.498×10
–4

  

 Thickness 308.77 8.940×10
–5
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3.3.2 デント部の厚さ方向抵抗率の推定 

 

静的押込みによりデントを発生させる前後の表面二層間の抵抗変化を実測し，

その結果に基づいて有限要素解析（ANSYS 11.0,  構造電気解析）を行うこと

で，デント部の厚さ方向抵抗率を推定する． 

 

3.3.2.1 デント発生前後の層間抵抗変化の実測 

  

図 3.7 に示す CFRP 直交平板の中央に静的押込みによりデント発生させ，押込

み前後の表面二層間の抵抗変化を測定する．接触抵抗を除外するため 4 電極法

を用いる（電極①④間に電流を与え，②③間の電位差を測定する）．平板の積層

構成は[0/90]4S（板厚 2.52 mm）であるが，電極③④を第二層に直接設置するた

め，下端 20 mm は第一層が存在しない．熱成形時に平板全域に一様な圧力をか

けられるよう，下端 20 mm の部分にのみ，厚さ 50m のテフロン製シートを 3

枚挟んで空隙を埋め，成形後にシートを取り除いた． 

抵抗測定には日置電機製の LCR メータ（ハイテスタ 3522–50）を用い，測定

条件は 30 mA, 450 Hz とした．島津製作所製オートグラフ AG–I 100 kN を用い，

半球状圧子（直径 9.5 mm，15.9 mm の二種）を 0.2 mm/min の速度で押込んだ．

デントのみを発生させるため，GFRP 板とアルミ板を下に敷いて CFRP 板の曲げ

変形を抑制し，層間はく離の発生を抑制した．押込み荷重は，0–4 kN までは 0.5 

kN ずつ増加させ，その後 20 kN まで 1 kN ずつ増加させていった． 

圧子直径 15.9 mm, 9.5 mm の結果をそれぞれ，図 3.8 と 3.9 に示す．押込み荷

 

 
Fig. 3.7 Experimental set up for the indentation test (left) and configuration for the measurement of resistance 

change between the outer two layers caused by an indentation (right).  
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重と電極②③間の抵抗変化率R23/R23の典型例を(i)に，R23/R23の平均値を(ii)に，

デント深さの平均値を(iii)に示している．同一の押込み負荷では，圧子が小さい

方（直径 9.5 mm，図 3.9）がデント深さ，抵抗変化ともに大きく，深さ 0.63 mm

のデント発生後（20 kN 負荷後）には平均して 30 %の抵抗減尐がみられる．大

きな圧子（直径 15.9 mm，図 3.8）でも深さ 0.15 mm（12 kN）のデントにより 13 %

減尐している．層間はく離，母材割れ，繊維破断に着目してきた従来の電気抵

抗変化法では，このような軽微な損傷により，これほど大きな抵抗変化が観察

されることはなかった．したがって，提案手法のように CFRP の第一，二層間

に電流を負荷する抵抗測定法は，衝撃損傷発生時の電気抵抗の変化をより鋭敏

にとらえることができるといえる． 

  

 

 
Fig. 3.8 Experimental results of the indentation test with an indenter 15.9 mm in diameter: (i) typical results of 

R23/R23; (ii) average of R23/R23; and (iii) average of indentation depth. 

 

 
Fig. 3.9 Experimental results of indentation test with an indenter 9.5 mm in diameter: (i) typical results of 

R23/R23; (ii) average of R23/R23; (iii) average of indentation depth. 

(i) (ii)

-0.2

-0.15

-0.1

-0.05

0

0.05

0 5 10 15 20

Maximum indentation load [kN]

F
ra

c
ti
o

n
a
l 
re

s
is

ta
n

c
e

 c
h

a
n

g
e

(iii)

0.041 

0.074 

0.107 

0.145 
0.176 

0.228 

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

3 6 9 12 15 203        6        9 12  15      20

Maximum load [kN]

In
d

e
n

ta
ti
o
n

 d
e

p
th

 [
m

m
]

Standard 

deviation

-0.008 

-0.033 
-0.059 

-0.130 

-0.151 

-0.176 

-0.25

-0.2

-0.15

-0.1

-0.05

0
3 6 9 12 15 20

Maximum load [kN]

3        6       9      12   15     20

A
v
e

ra
g

e
 o

f 
fr

a
c
ti
o
n

a
l r

e
s
is

ta
n
c
e
 

c
h

a
n

g
e

Standard 

deviation

-0.5

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0 5 10 15 20

Maximum indentation load [kN]

F
ra

c
ti
o

n
a
l 
re

s
is

ta
n

c
e

 c
h

a
n

g
e

-0.019 

-0.077 

-0.129 

-0.180 

-0.238 

-0.295 

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0
3 6 9 12 15 20

Maximum load [kN]

3 6 9 12 15 20

A
v
e

ra
g

e
 o

f 
fr

a
c
ti
o
n

a
l r

e
s
is

ta
n
c
e
 

c
h

a
n

g
e

0.068 

0.145 
0.241 

0.210 0.247 

0.625 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

3 6 9 12 15 203 6    9       12   15  20

Maximum load [kN]

In
d

e
n

ta
ti
o
n

 d
e

p
th

 [
m

m
] Standard 

deviation

Standard 

deviation

(i) (ii) (iii)



 

          第 3 章 ステップ 1：局所抵抗加熱利用の広域デント検出 
 
 

 - 78 - 

3.3.2.2 デント部の抵抗率の解析的推定 

 

3.3.2.1 で用いた CFRP 試験片（図 3.7）と同様の有限要素解析モデルを作成し，

デントモデルの抵抗率を様々に変化させて実測抵抗変化に一致するものを探索

することで，デント部の抵抗率を推定する．本解析では下記の仮定をおく． 

 

(1) デントと健全部とでは厚さ方向の抵抗率のみが異なる 

(2) デント内の抵抗率分布は一様であり，ばらつきを持たない 

(3) デントの大きさや形状は，押込み荷重の大きさによらず一定（2 mm×2 mm

×0.3 mm の直方体）とする 

 

仮定(1)では，デント部の面内繊維直交方向（90
o方向）の抵抗率変化はないとし

ているが，実際にはデント周辺の繊維は歪められ，同方向の電流経路，抵抗率

とも変化していると考えられる．しかし 90
o方向の抵抗率変化は，厚さ方向に比

べて小さいことと，提案手法のような層間電流を利用した抵抗加熱法に対して

は影響を及ぼしにくいことから無視できると判断した．仮定(2), (3)も事実と異な

る部分を含むが，本項の目的は“表面二層間に負荷した電流が，どの程度デン

ト周辺に集められるか”を定量的に求めることであり，デントの大きさや形状

まで考慮した正確な抵抗率分布を得る必要はない． 

 

三次元有限要素解析モデル 

解析モデルを図 3.10 に示す．各寸法，積層構成は図 3.7 と同様である．電極

①上面の中心節点に I = 1 A を印加，電極④上面の中心節点を 0 V とし，電極②，

 

  

Fig. 3.10 Finite element model with an indentation 

for estimation of electrical resistivity of an indented 

area. 

 Fig. 3.11 Calculated conduction current density 

distribution when supplying 1 A between 

electrodes 2 and 3 (magnified ten times in the 

thickness direction). 
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③それぞれの上面の平均電位の差 V23を用い，次式から電気抵抗 R23を算出した

（4 電極法）． 

 R23 = V23 / I  （3.1） 

表面二層に渡る直方体形状のデントモデル（2 mm×2 mm×0.3 mm）を作成し，

デントモデルの厚さ方向抵抗率を尐しずつ変化させながらR23 を繰り返し計算

していく．このようにして得られる抵抗変化率R23R23が，実測した抵抗変化率

R23R23（図 3.8(ii)の 15.9 mm の半球状圧子押込み試験結果）と一致する場合，

それをデント部の抵抗率として採用する．CFRP モデルには SOLID 226 要素を用

い，直方体形状マップトメッシュ（1 mm×1 mm×0.15 mm）を用いた．節点数

は 407,616，要素数は 56,656 であった． 

 

解析結果 

はじめに CFRP 構造内の電流密度分布結果（図 3.11）について考える．厚さ方

向に 10 倍に拡大して表示している．コンターは対数等電流密度面を示しており，

電流密度は一つのコンター面を隔てて 10 倍ずつ増減する．電極①④間に負荷さ

 

 
 

Fig. 3.12 Analytically estimated relationship between the through–thickness resistivity of an indented 

part, dent, and the change in electrical resistance, R23, after each indentation test with an indenter 15.9 

mm in diameter. Red values represent the maximum load. 

 

Table 3.2 Through–thickness resistivity of a damaged area obtained from an indentation test with a 

hemispherically shaped headstock (ø 15.9 mm). 

Indentation depth [mm] 0 0.041 0.074 0.107 0.145 0.176 0.228 
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れた電流の 99 %以上が表面二層間を流れていることがわかった．したがって，

電気抵抗 R23は，表面二層間の電気特性を強く反映した値となる．これは，表面

二層間に繊維配向角差さえあれば（角度差は 90
o である必要はない），内部の積

層構成や板厚の異なる様々な CFRP 部材に本章のデント検査を適用できると言

い換えられるため，本研究において重要な結果である．実際に，航空機の主構

造表面二層は座屈防止のため，45, –45
o層である場合が多い． 

続いて表 3.2，図 3.12 にデント部の厚さ方向抵抗率の推定値を示す．前述した

三つの仮定が正しければ，デント発生とともに抵抗率は劇的に減尐し，深さ 0.04 

mm のデント部（3 kN 押込み）は健全状態の 30 %，深さ 0.07 mm（6 kN）では

10 %まで低下したことになる．0.15–0.23 mm（12–20 kN）の間では下げ止まりが

みられ，健全状態の 1–2 %程の抵抗率に落ち着いた．深さ 0.04 mm 程度のデン

トであっても表面二層間の繊維は部分的に橋絡されると考えられる． 
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3.3.3 層間はく離による抵抗変化量の解析的推定 

 

3.3.2 項で述べたデントによる電気特性変化と比較するため，第一，二層間に

層間はく離を有する CFRP 解析モデルを作成し，抵抗変化量を算出する．層間

はく離は，第一層の底面と，二層の上面の節点を分離させること（節点の二重

定義）で模擬した．これにより，はく離面の上下は絶縁される．正方形状のは

く離面（一片 4, 8, 12, 16 mm）を試験片中央に作成した． 

はく離付与前後の抵抗変化率R23/R23を図3.13に示す．電極幅と同じ16 mmの

層間はく離が発生しても抵抗変化量は1 %に満たなく，デントに比べて非常に小

さい．これは図3.14を用いて説明できる．CFRP構造内には無数の電流経路が存

在しており，これらの並列合成抵抗が電極間抵抗となる．図3.14中央のように，

層間はく離により一部の経路が遮断されても（あるいは抵抗増加しても），並

列合成抵抗値に与える影響は小さい．一方図3.14右のように，デントにより抵抗

の小さな新たな経路が形成されると，電流の大部分がこの経路を流れるように

なり，合成抵抗値を大きく減尐させる． 

 

Fig. 3.13 Calculated fractional change in electrical resistance R23 caused by a delamination crack of 

different sizes. 

 
Fig. 3.14 Schematic circuit representing the electrical network in a CFRP structure and resistance change 

R caused by several types of damages. 
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3.4 局所抵抗加熱利用の 

デント検査の有効性検証 
 

3.3.2.2 で推定したデント部の抵抗率を用いて熱–電気連成解析を行い，抵抗加

熱によりデント周辺にどのような電流密度分布，温度分布が形成されるのか検

証する．解析に用いる IM600/133 の物性値を表 3.1–3 に示す．表 3.3 の CFRP の

熱伝導率，比熱，密度は小笠原の文献(3.13)から引用したものであり，繊維体積含

有率 0.47 の IM600/133 の物性値である．等方体である銅電極の抵抗率が面内，

面外方向で異なるのは， CFRP 構造界面との接触電気抵抗を考慮して，面外方

向の抵抗率を増加させているためである(3.1)． 

 

3.4.1 デントの検出における有効性 

 

解析方法 

デント検出における提案手法の有効性を検証するため，デントを有する CFRP

平板を抵抗加熱した際の温度分布を算出する．解析モデルには，3.3.2 節の解析

モデル（図 3.10）の積層構成を[0/90/+45/45]2S と変更したものを用い，直方体

メッシュの寸法は 2 mm×2 mm×0.15 mm とした．節点数 104,702，要素数 14,164

であった．電極モデル①，④の上面中心節点をそれぞれ，0 V, 5 V として構造―

熱電気解析を行い，デントを生じる前後の構造それぞれに対し，電流密度分布

 

Table 3.3 Electrical or thermal properties used in coupled thermal–electrical analysis) 

Material Item Unit Direction Value 

CFRP Thermal conductivity W m
–1

 K
–1

 Fiber 11.8 

IM600/133   90° 0.609 

   Thickness 0.609 

 Specific heat J kg
–1

  1065 

 Density kg m
–3

  1520 

Copper electrode Electrical resistivity Ωm In-plane 16.78 × 10
–9

 

   Thickness 3.98 × 10
–2

 

 Thermal conductivity W m
–1

 K
–1

  401 

 Specific heat J kg
–1

  380 

 Density kg m
–3

  8920 

Air Heat transfer coefficient W m
–2

 K
–1

  8.334 

Stefan-Boltzmann 

constant 
 J K

–4
 M

–2
 S

–1
  5.6704×10

–8
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と温度分布を算出した．また，印可電圧と温度分布の関係を調べるため，電極

①④間に 10 V の電位差を負荷するケースも試した．さらに，一辺 16 mm の正方

形状層間はく離を第一，二層間に持つ CFRP モデルの解析も合わせて行い，デ

ントをターゲットにする場合と，層間はく離をターゲットにする場合の，損傷

検出における有効性を比較した．はく離面の接触熱伝導率（ thermal contact 

conductance, TCC）は，層間に厚さ t = 0.02 mm の空気層（熱伝達率: k = 26.14×10
–3

 

Wm
–1

K
–1 (3.14)）があるとして，次式により算出した．  

  12 KWm  1307TCC 
t

k
 （3.2） 

CFRP モデルは 300 K の空気中に置かれているとし，熱ふく射と自然対流を考慮

した． 

 

解析結果 

電極①④間に 5 V 負荷時の電流密度分布を図 3.15 に示す．無損傷材に比べ，

デントを生じた構造では，表面 0 度層を繊維方向に流れてデントに向かう電流

量が増加していることがわかる．一方，はく離を有する構造と健全構造の間に

大きな差異はみられない． 

続いて図 3.16 に 5 V 負荷時の温度分布を示す．電流が集中し大きな抵抗熱が

発生するデント部において，温度は最も高くなる．図 3.17 は，健全材とデント

 

 
Fig. 3.15 Calculated conduction electrical current density distribution on the surface of a structure, which is 

undamaged or has a delamination crack or a dent of various scales, when supplying 5 V between electrodes 1 and 4. 
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材における最大温度の差である．大きなデントを持つ構造ほど，温度上昇量も

大きくなる．一方，はく離を有する構造の表面温度は，健全構造より低い．層

間はく離による抵抗変化（図 3.13）や電流経路の変化（図 3.15 上段中央）が小

さいことから，これは層間はく離により抵抗発熱量の分布が変化した結果では

なく，構造内の伝熱特性が変化した結果であると推察される．この場合，抵抗

加熱用電流を大きくしてもはく離検出感度は効率よく向上しない．実際に，は

く離による熱特性の変化を利用した診断手法(3.15)は研究されているが，はく離は

常に表面付近に発生するわけではなく，厚い構造の内部に発生したはく離の検

出は難しい．一方でデントは必ず構造表面に生じる．以上から，抵抗加熱によ

り衝撃損傷（デント，はく離，母材割れ，繊維破断などの総称）を検出するに

は層間はく離よりもデントをターゲットとする方が適しているといえる． 

図 3.18 は，実際にデントを持つ CFRP 板を 5 V の電圧で抵抗加熱した際の温

度分布を，サーモグラフィカメラ（InfraTec GmbH 製 mobile IR M3, 測定誤差 ±2 

K or ±2 %，温度分解能 0.12 K）で撮影したものである．解析と実験では各種条

件（周囲温度， CFRP の熱伝導率・比熱・密度）に違いがあるため，温度分布

は定量的に一致していないが，デント部にて最大温度が得られることが実験的

にも示された． 

最後に，印可電圧を 10 V（図 3.16 のケースの 2 倍）まで上げて抵抗加熱した

際の温度分布を図 3.19 に，健全材とデント材における最大温度の差を図 3.20 に

示す．抵抗発熱量は「電流密度の二乗と抵抗率の積」に比例するため，このよ

うに大きな電流を負荷するほど，デント部と健全部の温度差が顕著に現れ，検 

 
Fig. 3.16 Calculated steady–state temperature distribution on the surface of a structure that is undamaged or has a 

delamination crack or an indentation of various scales, when supplying 5 V between electrodes 1 and 4. 
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出感度を高めることができる．10 V で抵抗加熱した場合，検出目標である深さ

0.15 mm のデントには+31 
o
C の温度差が発生し，いかなる周囲温度変動を受ける

環境下でも確実に検出可能であるといえる．電流量をコントロールするだけで，

容易に感度調整できる点は，本デント検査法の大きな利点である． 

 

 

 

 

  
Fig. 3.17 Calculated difference in maximum 

temperature for the undamaged and indented structures 

after supplying 5 V between electrodes 1 and 4. 

 Fig. 3.18 Measured steady–state temperature distribution of 

the structure surface when supplying 5 V between 

electrodes 1 and 4 after each indentation test. 

 

 

Fig. 3.19 Calculated steady–state temperature distribution on the surface of a structure that is undamaged or has a 

delamination crack or an indentation of various scales, when supplying 10 V between electrodes 1 and 4. 
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Fig. 3.20 Calculated difference in maximum temperature for the undamaged and indented structures after 

supplying 10 V between electrodes 1 and 4. 
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3.4.2 デント発生区間の特定における有効性 

 

図3.21に示す二つの測定区間を有するCFRP解析モデルを用いて，デント発生

区間の特定における本手法の有効性を検証する．まず健全材モデルを用いて，

図中に示す電極区間23と25の電気抵抗R23, R25をそれぞれ静電場解析により計算

する．そののち区間23の中央に，厚さ方向抵抗率を健全状態の5.1 %としたデン

トモデル（9 kNの静的押込みにより発生した深さ0.11 mmのデントに相当）を有

するCFRPモデルを作成し，抵抗変化量R23, R25をそれぞれ推定する．結果は 

 
R23R23– （3.3） 

 
R25R25– （3.4） 

となり，デントは隣接区間に同程度の抵抗変化を生じさせることがわかった．

デントにより第一，二層間に低抵抗の経路が形成されると，電極①④間，電極

①⑥間のどちらに電流を負荷する場合でも，図3.22のようにデント部を通過する

電流経路が生まれ，隣接測定区間に同程度の影響が現れる．したがって，抵抗

 

 
Fig. 3.21 Analysis with a multi–segment model with two segments 23 and 25. 

 

 
Fig. 3.22 Schematic electrical paths in multi–segment structures when applying voltage between electrodes: 

(i) 1 and 4; and (ii) 1 and 6. Arrows represent current flow.  
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値の変化からデント発生区間を特定することは困難となる． 

一方，抵抗加熱を利用する手法ではデント部の電流増加による温度上昇を検

出することから，デント発生区間の特定は比較的容易となる．温度が局所的に

上昇するのは，電流を吸い寄せるデント部のみであるからである．図3.21の解析

モデルにおいて，電極モデル①，④，⑥の上面中心節点をそれぞれ，10 V, 0 V, 0 

Vとし，熱–電気解析を行った．図3.23の温度分布図に示す通り，デント周辺部

に最も高い温度を付与でき，デントの発生区間を容易に特定できる． 

  

 

 

 
Fig. 3.23 Calculated steady–state temperature distribution of the surface of a laminate that has an indentation 

in segment 23.  
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3.5大型 CFRP 構造への適用 
 

本節では，抵抗加熱利用のデント検査の診断対象を，旅客機のような大型

CFRP構造に拡張する方法を論じる．衝撃点の温度上昇を検知するには，構造全

体をできる限り均一に加熱する必要がある．図3.5のような電極配置では，電極

間距離の小さい領域ほど電流密度が高くなり，全体を一様に加熱できない．そ

こで図3.24のように，複合材航空機構造の表面に貼付される，耐雷撃用の銅スト

ライプを電極および配線として利用して構造全体に一様な加熱用電流を付与す

る．  

3.5.1項では，長さ856 mmのCFRP平板を耐雷用銅ストライプを用いて抵抗加熱

し，サーモグラフィを利用して温度分布からデントを検出する方法を検証する．

検査対象を大型構造に拡張する際に生じ得る実用上の問題点を挙げ，様々な観

点から検査信頼性への影響を解析的に評価する． 

3.5.2項では，高温となったデント部が周辺の健全部より低い抵抗値を示すこ

とを利用する検査法を提案する．長さ1256 mmのCFRP平板を抵抗加熱したのち，

耐雷用の耐雷用銅ストライプを用いて構造の電気抵抗を測定し，温度変化に起

因する抵抗変化からデント検出を試みる． これにより温度分布を計測する必要

がなくなる．サーモグラフィカメラだけでなく，カメラを走査するためのガイ

ドレール，温度分布のスキャニング時間も不要となり，検査時間，検査コスト

を大幅に削減できため，本手法において重要な意味合いを持つ． 

 

 Fig. 3.24 Impact–damage visualization with a thermographic camera for observation of the temperature 

distribution after resistive heating using the metal strips of an aircraft lightning protection system. 

0° layer

0°

90°

90° ply

Metal strips for 
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3.5.1 温度分布利用のデント検出（要サーモグラフィ） 

 

デントを有する長さ856 mmのCFRP平板を耐雷用の銅ストライプを利用して

抵抗加熱した際の，温度分布を三次元熱－電気連成有限要素解析により求める．

検査対象を大型構造に拡張する際に生じ得る下記の問題点を挙げ，検査信頼性

への影響を解析により検証することで，抵抗加熱利用のデント検査の実用性を

様々な観点から検証する． 

 

検証点 1：無損傷の大型 CFRP構造全体を均一に抵抗加熱可能であるか 

無損傷の構造を抵抗加熱する際，加熱むらを生じてしまうと，デント部の温

度上昇を検出するのが難しくなる．無損傷である場合は，可能な限り一定温度

に加熱する必要があるため，耐雷用金属シールドを電極および配線に利用する．

CFRP の表面に多数の電流印可点を配置できるため，大型構造であっても隅々ま

で加熱用電流を行き渡らせることが期待できる．856 mm の CFRP 解析モデルを

作成し，均一に抵抗加熱可能であるか検証する． 

 

検証点 2：第二層（90
o層）に設置する電極から，デント発生位置が離れていて

もデント部のみを集中的に抵抗加熱可能であるか 

本デント検出法では，図3.24に示したElectrode on the 2nd layerのように，CFRP

積層材の表面0度層の一部を取り除き，第二層の90度層に直接電極を取り付ける．

この電極は，表面層と第二層の層間をわたるように電流を流すために必要とな

る．しかし，構造の至る所で表面層を取り除くことは，構造強度を低下させ，

構造内の応力集中部を増やすことに繋がるため，可能な限り避けたい．そこで

構造の上下端のみ表面層を取り除き，電極を取り付けることにする．この場合，

構造が大きくなるほど，電極とデント発生箇所との距離が大きくなるケースが

発生する．そこで，電極から遠い位置にデントモデルを配置した解析モデルを

作成し，デントを集中的に抵抗加熱可能であるか検証する． 

 

検証点 3：電極配置のずれによる温度分布変化が検出能力を低下させないか 

実際にCFRP構造に銅めっき電極を設置する場合，構造が大型になるほど，所

定の位置に正確に電極を配置することが難しくなる．電極配置のずれを考慮し

たCFRP解析モデルを作成し，デント検出能力に及ぼす影響を評価する． 

 

検証点 4：CFRP構造の持つ抵抗率分布の不均一性が検出能力を低下させないか 

CFRP構造は不均質体であり，多くの欠陥を有するため，電気特性においても



 

          第 3 章 ステップ 1：局所抵抗加熱利用の広域デント検出 
 
 

 - 91 - 

ばらつきを示す．不均一な電気抵抗率分布を持つCFRP解析モデルを作成し，こ

の不均一性がデント検出能力に及ぼす影響を評価する．  
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3.5.1.1 解析方法 

 

(1) 電極配置のずれがない，均質体CFRPモデル 

ここでは上記の検証点1, 2を扱う．図3.25に示す，電極配置のずれがなく，均

質体のCFRP解析モデルを用いる．図中に黒色で示した接地電極を第三層の90度

層上に配置した．計算規模を小さくするため，0度方向に無数に連なるユニット

セルのうちの一つ（図3.25(ii), 428 mm×160 mm×0.45 mm）を取り出し，積層板

の表面三層（[0/902]T）のみをモデル化した．積層板側面および背面は対称境界

面とし，上面と前面からの自然対流と熱ふく射による熱放射を考慮した（周囲

温度300 K，熱伝達率8.334 Wm
–2

K
–1）．図中に黄色で示した耐雷用の銅ストライ

プによって表面0度層は，一様に分布する多くの陽極電極を持つ．図3.25(iii) に

示すように耐雷ストライプと接地電極間に10 Vの電位差を与え，上側の5つの電

極区間（区間1から5）を抵抗加熱する．区間2の左側中央に，表面二層に渡る直

方体形状のデントモデル（2 mm×2 mm×0.3 mm）を作成し，デントモデルの厚

さ方向抵抗率は，表3.2のデント深さと抵抗率の関係を用いて設定する．2 mm × 2 

mm × 0.15 mm の直方体マップトメッシュを用いた．節点数371,156，要素数

51,480であった． 

 

 

 

Fig. 3.25 Analytical homogeneous model for the impact–damage visualization system without 

misalignment of electrodes.  
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(2) 電極の配置ずれを有する，均質体CFRPモデル 

 検証点3にて述べた電極位置のずれがデント検出能力に及ぼす影響を，有限要

素解析にて検証する．図3.26のように，電極位置を上から順に，0
o方向に–2 mm, 

+2mm, –2 mm, +2 mm,…とずらしたモデルを用いる（解析モデルがユニットであ

ることから，図3.26では，電極配置のずれが電極幅の増減のようにみえる）．そ

の他の解析内容は図3.25の解析と同じあり，上から5つの区間と，下端に取り付

けた接地電極との間に10 Vの電位差を負荷して抵抗加熱した．デントモデルは

上から二つ目の区間2の左側中央に配置した． 

 

(3) 電極配置のずれがない，不均質体CFRPモデル 

検証点 4 にて述べたように，不均一な電気抵抗率分布を有する CFRP 解析モ

デルを用い，深さ 0.15 mm のデントを検出可能であるか検証する．本章で扱っ

ている CFRP 材（繊維種：IM600，樹脂種：#133，東邦テナックス社製，繊維含

有率：0.60）の抵抗率は，3.3.1 項にて実験的に測定したものである．実測した

抵抗率の変動係数 C.V.（標準偏差と平均値の比）は 

 
C.V.  =  0.06123 （3.5） 

であった．この値を用いて正規乱数を発生させ，図3.27に示すばらつきを有する

10組の抵抗率を作成した．CFRPモデルは図3.28に示すように，10の電極区間を

有するものを用いる．上から順に区間1, 2, 3,…とし，区間i（i = 1, 2,…, 10）に，

 
Fig. 3.26 Analytical homogeneous model for the impact–damage visualization system with 

misalignment of electrodes.  
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図3.27のi番目の抵抗率を設定した．他の解析と同様，上側5つの区間と下端の接

地電極の間に10 Vを与えて抵抗加熱する． 

 

 

 
Fig. 3.27 Fluctuation in electrical resistivity 

used for a finite element analysis as shown 

in Fig. 3.28. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3.28 Analytical heterogeneous model for the 

impact–damage visualization system without misalignment of 

electrodes.  
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3.5.1.2 解析結果 

 

(1) 電極配置のずれがない，均質体CFRPモデル 

定常状態に達した構造の表面温度分布を図3.29に示す．区間2の左側に配置し

たデントの周辺温度は健全部より高くなっている．検出目標である深さ0.15 mm

のデント有するモデル（図3.29右から3つ目）の区間2の最大温度は，無損傷材（図

3.29左）の区間2より13 
o
C以上高い．市販の小型サーモグラフィカメラであって

も，温度分解能は0.1 K以下，誤差1 K以下の性能を有する．以上のことから，周

囲の温度変動を受ける環境下であっても，構造下端に配置した接地電極から400 

mmほど離れた位置に生じたデントを，確実に検出可能であるといえる． 

 

(2) 電極の配置ずれを有する，均質体CFRPモデル 

温度分布の解析結果を図3.30に示す．電極をずれなく配置した場合は，図3.29

のように各区間内の温度分布は左右対称となるが，ずれがある場合は非対称と

なる．しかし，同じ電極区間内の，左側と右側の最大温度の差は2 
o
C以下と小さ

かった．一方，検出目標である深さ0.15 mmのデントを有する区間2の最大温度

は，無損傷モデル（図3.30左）に比べ，12 
o
C以上高い．デント部の突出した温

度上昇量に比べ，電極配置のずれによる温度変化量が小さいこと，および実機

 

Fig. 3.29 Calculated steady–state temperature distribution of the surface of homogeneous laminate models 

without misalignment of electrodes when supplying 10 V. Indentations of various scales were present in 

segment 2. 
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適用時に配置ずれを2 mm以下に抑えることはさほど難しくないことから，配置

ずれによって本手法のデント検出能力が低下する恐れはないと考えられる． 

 

(3) 電極配置のずれがない，不均質体CFRPモデル 

 温度分布解析結果を図3.31に示す．デントを持たない無損傷材の温度分布（図

 

Fig. 3.30 Calculated steady–state temperature distribution of homogeneous laminate models with 

misalignment of electrodes when supplying 10 V. 

 
Fig. 3.31 Calculated steady–state temperature distribution of heterogeneous laminate models without 

misalignment of electrodes when supplying 10 V. 
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3.31左）から，厚さ方向の抵抗率（図3.27(C)参照）が低い区間は，多くの電流が

流れ込み，高い温度を示した．しかし，抵抗率を一様としていた図3.29の結果と

比較すると，各区間内の最大温度の差，および最低温度の差はいずれも2.5 
o
C以

下であった．また，深さ0.15 mm以上のデントを有する区間の最大温度が突出し

て高い（＋12 
o
C以上）という結果に変化は見られなかった．これは，抵抗率の

ばらつき（±数から十数%）に対して，デント部の抵抗率減尐（深さ0.15mmの

デントでは –98 %）が著しく大きいことからも，自然な結果であるように思わ

れる．以上から，区間ごとに異なる抵抗率を設定しても，本デント検査法の検

出能力や信頼性は低下しないと判断できる． 
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3.5.2 温度変化による抵抗変化利用のデント検出 

（サーモグラフィ不要） 

 

サーモグラフィを用いずに温度異常を検出するために，温度変化による抵抗

変化を利用する．この場合は図3.32のように，縦・横のストライプを分離した上

で，部分的にCFRP構造の炭素繊維と接触させる．ストライプB, 4間に電流を負

荷すると，ストライプ4を通して流入した電流は，表面層内を電気抵抗の低い繊

維方向（0度方向）に向かって流れ，ストライプBに到達する．したがってマト

リクスセンサのように，ストライプの交差点周辺の抵抗値RB4を取得できる．こ

 

 

Fig. 3.32 Impact–damage visualization system without thermography. The change in resistance is measured after 

resistive heating using the metal strips for lightning protection. The electrical contacts and electrical current 

(white arrows) are indicated on the magnification. 

 

 
Fig. 3.33 Schematic of the voltage distribution: (i) using both the zero potential method and three–electrode 

layout when segments 1 through 3 are measured simultaneously, (ii) using only the three–electrode layout. The 

white arrows indicate current flow.  
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のとき，電気特性の計測技術である等電位法(3.16)と三電極配置法(3.1)と併用し，電

流が区間B4外に漏れ出ないような工夫をする．図3.33はCFRP表面と縦ストライ

プとの接触面（陽極）を青色，横ストライプとの接触面（陰極）を黄色で示し

ている．陽極を二つの陰極で挟むことで横方向の区間外電流を低減することが

できる（三電極法）．さらに図3.33(i)のように縦方向に並んだ複数の区間に同時

に電流を負荷することで，縦方向に一様の電位分布を形成して同方向の区間外

電流を抑制する（等電位法）．図3.33(ii)に示す等電位法を用いない場合では，

隣接区間を迂回する電流が生じる．このように隣接区間との電気的分離が不十

分である場合，測定される抵抗値には区間外の温度分布の影響が含まれ，デン

ト発生区間の特定が困難となる．三電極法と等電位法の併用により，検査の精

度を高められ，また一列に並ぶ測定区間（図中の区間1から3）を同時に測定で

きるため検査時間を大幅に短縮できる． 

最後に，衝撃荷重がストライプの交差点上に負荷された場合について述べる．

図3.34のように，ストライプBと4の交差点に何かがぶつかり，両ストライプが接

触してしまうと，交差点周辺の電流分布が大きく変わり，CFRP構造の抵抗加熱

や抵抗測定が正常に行えなくなる恐れがある．しかしこの場合は，ストライプB

と4が電気的に橋絡されることからRB4が急減する（0 Wに近い値となる）ため，

ストライプB, 4の交差点で何らかの異常が起きたことを知ることができる． 

  

 

 

Fig. 3.34 Electrical interengagement between the orthogonal two stripes caused by an impact load. 
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3.5.2.1 解析方法 

 

図3.35に解析モデルを示す．物性値やデントの位置は3.5.1項の解析と同一であ

るが， CFRPモデルの大きさや区間数は異なる．また本項では，3.5.1項で考慮

した電極配置のずれや不均一抵抗率分布も取り扱わない．温度変化に起因する

電気抵抗変化を高い精度で検出するために電極区間を狭める必要があったため，

ユニットセルの幅を3.5.1項の半分の80 mmとしている．節点数は294,762，要素

数は39,744であった． 

初めに，3.5.1項と同様に上側の五つの電極区間を10 Vで抵抗加熱した際の，

CFRPモデルの定常温度分布を算出する（図3.35(iii)左）．続いて同図(iii)右のよう

に電流の負荷方法を切換え，三電極法と等電位法を併用して，5つの電極区間の

加熱停止後10
–3秒後における電気抵抗をそれぞれ求める． 

 

3.5.2.2 解析結果 

  

加熱後の温度分布を図3.36に示す．3.5.1項の解析モデルより電極区間を小さく

 
Fig. 3.35 Analytical model of the impact–damage visualization system without thermography. 
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したことで，デント部の温度上昇は，図3.29より顕著に表れた．健全構造とデン

トを有する構造における，温度変化による抵抗変化量の差を図3.37に示す．デン

トを生じた区間2は最も温度が高く，最も大きな抵抗減尐がみられる．本抵抗測

定法では，負荷した電流の大部分が表面0
o層内を繊維方向に向かって流れている

こと，およびCFRPの繊維方向の抵抗温度係数が負の値であること（表3.1）から，

温度が高いほど抵抗は減尐する．検出目標である深さ0.15 mmのデント（押込み

荷重12 kN）を発生した区間2は，無損傷材の区間2に比べ，およそ0.4 mWの抵抗

減尐がみられた．これは容易に検出可能である． 

 

 

 

 

Fig. 3.36 Calculated steady–state temperature distribution of the surface of laminate models with 

indentations of various sizes in segment 2 when supplying 10 V.  
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Fig. 3.37 Calculated difference between damaged and undamaged structures for the resistance change of 

each segment after applying electric heat. Indentations of various scales were present in segment 2.  
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3.6結言 
 

複合材製航空機に発生した衝撃損傷を効率的に検知する二段階診断のステッ

プ 1 にあたる「局所抵抗加熱利用の広域デント検出」を提案し，実験と有限要

素解析を併用して，様々な点から有効性を検証した．本手法ではまず，CFRP 積

層構造の第一，二層間に負荷した電流により抵抗熱を発生させて，デント周辺

部と健全部に温度差を与える．その後，サーモグラフィで温度分布を取得する，

あるいは耐雷用の金属ストライプを利用して CFRP 構造の電気抵抗を測定し，

温度異常区間を同定することで，デント（延いては衝撃損傷）の検出と位置同

定を行う． 

本デント検査法を実機適用する際に生じる得る問題として，電極配置のずれや，

CFRP構造の有する電気抵抗率分布の不均一性などを挙げ，これらを考慮した有

限要素解析モデルを作成して，検査信頼性に及ぼす影響を解析的に評価した．

得られた知見を以下に示す． 

 

(1) デント部の厚さ方向電気抵抗率は健全部に比べ非常に小さい．直径15.9 mm

の球状圧子の静的押込みにより発生させた， 深さ0.04 mmのデント（3 kN負

荷後）では健全状態の30 %，0.07 mm（6 kN）では10 %，0.15 mm（12 kN）

では2.2 %, 15～20 kNでは1～2 %まで抵抗率は低下した．より小さな圧子では

（直径9.5 mm），さらに大きな抵抗率減尐がみられた． 

(2)  一つあるいは二つの測定区間を持つ小さなCFRP平板を提案手法により抵

抗加熱し，デントの規模が大きいほど，また，大きな電流を負荷するほど，

デント部の温度上昇を際立たせることができ，発生区間を容易に特定可能で

あることを，解析により示した．さらに，印可電流の99 %以上が表面二層間

を流れることから，内部の積層構成や板厚の異なる様々なCFRP部材に本検

査を適用できることを確認した． 

(3) 層間の電流経路を遮断することで層間はく離を模擬したCFRP解析モデルを

作成し，はく離による抵抗変化や電流経路の変化は，デントに比べて非常に

小さいことを解析により確認した． 

(4) 提案手法は，耐雷用の銅ストライプを利用することで大型CFRP構造にも適

用可能である． 

(5) 等電位法と三電極法を併用して温度変化による抵抗変化を測定することで，

サーモグラフィを用いずに，検出目標である深さ0.15 mmのデントを検出で

きる．  

(6) (4)により，サーモグラフィを用いて温度分布を計測することで，856 mmの
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CFRP平板に生じた深さ0.15 mmのデントを検出可能である． 

(7) (4)と(5)により，サーモグラフィを用いずに，1256 mmのCFRP平板に生じた

深さ0.15 mmのデントを検出可能である．加熱用電流を増やすことで，より

小規模のデントを検出できる可能性がある． 

(8) 電極を所定の位置から，表面繊維方向に±2 mmずつずらした場合，電極区間

内の温度分布は左右非対称となるが，その非対称性（左右の最大温度差2 
o
C

以下）はデント部の温度上昇量（深さ0.15 mmのデントでは＋13 
o
C）に比べ

無視できるほど小さい．したがって，電極配置のずれは検査信頼性を低下さ

せない． 

(9) CFRP材の電気抵抗率を実測した結果，ばらつきの指標である変動係数は

0.06123であった．これを基に，区間ごとに抵抗率を変化させたCFRPモデル

を作成し，抵抗加熱時の温度分布を算出した結果，抵抗率分布の不均一性は

検査信頼性に影響を及ぼさないことが確認された． 
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複合材製航空機に発生した衝撃損傷（図4.1に示すデント，層間はく離，母材

割れ，繊維破断の総称）を効率的に検知する二段階診断のステップ2にあたる，

層間はく離の詳細検査について述べる． 

 

層間はく離の詳細検査では，2.2.1項で述べたように，投影面積300 mm
2の層間

はく離を検出することを目的とする． 

 

4.1 概要 
 

3章にて述べたステップ1：広域検査により，構造全域から衝撃負荷点に生じ

るデント（構造表面の塑性変形・くぼみ）の有無と発生位置を特定したのち，

ステップ2ではデント下部における層間はく離の有無を確認する．広域検査によ

り詳細検査すべき箇所が絞り込まれているため，狭域の詳細検査にある程度時

間を要しても検査の効率性は損なわれない．旅客機のような大型構造でも，一

般的なフライト間隔である1時間の間に全域を検査できる．ステップ1, 2におい

て計器や電源などすべての設備を共有でき，構造表面に貼付される耐雷用金属

メッシュを抵抗加熱や抵抗測定に必要な電極および配線として兹用するため，

重量増加なしで検査可能である．また全過程は自動化できるため，人手を要さ

ない． 

過去の研究(4.1–3)により，層間はく離発生時の CFRP 構造の電気抵抗変化を利用

する診断法の有効性が示されている．本研究では，周囲環境変化(4.4)や電極損傷

による，構造の健全性とは無関係の電気抵抗変化の影響を除外するために，損

傷による抵抗温度特性変化を利用する手法が取り入れ，ロバスト性の高いはく

 
Fig. 4.1 Impact damage of several forms. 
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離検出を実現する．また従来手法は健全状態の抵抗データを収集する必要があ

る．品質にばらつきの大きい CFRP は電気抵抗の個体差を無視できず，同じ形

状であっても個体ごとに健全時のデータを収集しなくてはならない． 

また，健全時との比較から診断するのでは成形時に生じる初期欠陥の検査や

健全性が未確認の既存構造の検査に適用できないという問題があった．旅客機

では一般的に，複数の製造メーカにより製造された各構造部材が，主製造メー

カにて機体として組立てられる．製造から組立てまでの工程（例えば成形後の

部品トリム，穿孔，二次接着など）や輸送時に損傷が発生することがある(4.5)．

このような製造・運搬中に生じる初期損傷を検査するには，健全状態の電気特

性との比較を要さない方法が必要となる．そこで，CFRP を加熱して高温度域の

電気抵抗を低温度域の抵抗温度特性を比較することで，健全材のデータを用い

ずに層間はく離を検出する工夫を取り入れる．また室温状態を基準とした抵抗

温度特性（温度変化に起因する抵抗変化）を診断に用いることで，電極損傷に

よる室温抵抗変化の影響を除外でき，誤判定を抑制できる．本研究は提案手法

の有効性を，CFRP 平板を対象として実験的に検証することを目的とする．提案

手法の層間はく離検出能力，電極損傷への耐性を定量的に評価し，層間にシー

トを挿入して模擬した初期欠陥の検出可能性を実験的に検証する． 

また，このステップ 2：はく離検査では，3.5.2 項にて提案した，耐雷用の金

属シールドを配線および電極として兹用して抵抗加熱と抵抗測定を行うシステ

ム（図 3.32）をそのまま利用できる． 
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4.2統計的はく離検出手法 
 

本章で用いる統計的手法は， SI–F 法（ the System Identification–F test 

method
(4.18,19,23)）とよばれるものである．SI–F 法は，応答曲面法による出力–応

答間の関係式同定と，同定した関係式の変化検知（F 検定による二つの応答曲面

式の同等性検定）から成る．本研究では，CFRP 構造の抵抗温度特性データを用

い，従来通りの SI–F 法（従来 SI–F 法）および新たに提案する SI–F 法（新 SI–F

法）の二手法による損傷検出を論じる．二つの手法における統計的データ解析

手法は同一の統計原理に基づくものであるが，解析に用いるデータに違いがあ

る．本節では，まず，従来 SI–F 法と新 SI–F 法の概要および両手法の差異につい

て述べ，続いて SI–F 法の原理について述べる． 
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4.2.1 SI–F 法 の概要 

 

4.2.1.1 従来の SI–F法（健全データ利用の統計的はく離検出） 

 

従来の損傷検出手法は，図 4.2 に示す学習プロセスと図 4.3 に示す診断プロセ

スに分けられる．学習プロセスにおいて，健全性が確認されている構造から取

得したデータから応答曲面を作製する．そして診断プロセスにて，健全性が未

知である構造からデータを取得し，応答曲面を作製する．両応答曲面の同等性

を，分散性検定手法である F 検定により判定する．両応答曲面の同等性が認め

られれば，構造は初期状態すなわち健全状態を保っていると判定される．同等

性が棄却される場合には，構造が異常状態にあると判定する．以上のように，

この手法では健全状態の構造から測定したデータと，その後の診断時のデータ

のみを用いて構造状態の検査を行うため，損傷状態の情報は不要となる．本研

究では，従来 SI–F 法を「健全データ利用の統計的はく離検出」と呼び，その実

験的検証は 4.4 節において扱う．炭素繊維の抵抗熱を利用して CFRP 平板を自己

加熱し，抵抗温度特性を測定して層間はく離の検出を試みる．層間はく離部と

健全部における熱変形の差異に起因する電気抵抗変化量の差異を，「健全データ

利用の統計的はく離検出」により検出する． 

しかし上記手法には健全状態のデータ収集は不可欠であり，品質にばらつきの大き

いCFRPは電気抵抗の個体差を無視できず，同じ形状であっても個体ごとにデータを

実測する必要がある．また健全状態と比較して損傷検出するのでは成形欠陥や運搬

 

. 

Fig. 4.2 Learning process. 

Obtain initial data

System identification 

Using Response Surface methodology

Output 1 = f(Output i)  i = 2,3,…k

End of training mode

Initial Response Surface
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時などに生じた欠陥を検出することができないという問題がある．すなわち，

製品検査や，健全性が未確認である既存構造物の検査に利用できず，適用範囲

は大きく制限されてしまう． 

 

  

 

Fig. 4.3 Flowchart of the conventional SI–F method. 

Obtain the data from initial state

Obtain the data from monitored state

Create response surface from initial data

Initial response surface

Create response surface from monitored data

Monitored response surface

Calculate F0

Calculate average of F0

Compare with acceptance region 

Judgment of the monitored state

Yes
No

Less than r times ?

Change response output 
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4.2.1.2 新 SI–F法（健全データ不要の統計的はく離検出） 

 

従来 SI–F 法である「健全データ利用の統計的はく離検出」の問題 

 

・ 健全データの収集コスト 

・ 成形欠陥などの初期欠陥を検出する製品検査に適用不可 

・ 健全性が未確認である既存構造に適用不可 

 

を解決するため健全データを用いずに損傷検査を行う新たな SI–F 法を提案する． 

層間はく離などの損傷は，層間の力学的拘束を局所的に開放する．このとき

の構造の変形性向が変化し，損傷部周辺の熱変形は健全部と異なる．CFRP 構造

の電気抵抗は，変形に応じて変化するため，損傷部の抵抗温度特性は健全部と

異なる．したがって二つの温度域（高温度域と低温度域）の電気抵抗データを

測定し，それぞれ回帰した応答曲面の同等性を F 検定により判定すればよい（損

傷検出原理の詳細は 4.5.1 項にて述べる）．この方法では，健全材の電気抵抗デ

ータは不要となるため，既存構造にも適用可能であるだけでなく，初期欠陥の

検査（製品検査）にも適用可能である．本研究では新 SI–F 法を「健全データ不

要の統計的はく離検出」とよび，その実験的検証について 4.5.2 にて論じる．  

 

 

Fig. 4.4 Flowchart of the new SI–F method developed in this study. 

Measurement of electrical resistance electrical resistances 

at two ranges of temperature (high and low)

Recreating two Response Surfaces

Test of similarity (Calculation of F0)

Detection of  damages (Comparison 

average of F0 with significance interval )
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4.2.2 SI–F 法の原理 

 

4.2.2.1 応答曲面法（Response Surface Methodology, RSM） 

 

応答曲面法(4.18,19)とは，製品プロセスの改善や最適化を目的として工業界

で用いられている最適化手法である．応答曲面法は尐ない実験結果あるいは

解析結果から，変数－応答間の（分散の小さな）近似関係式を得るために用

いられる．応答曲面法では，k 個の説明変数 xi (i =1, 2, ···, k)と応答 y の関係

が明らかでない場合に，実験的に xi と y の関係式を重回帰モデルで近似す

る．応答曲面式は一般的に次式で定義される． 

 
 ),,,( 21 kxxxfy   （4.1） 

ここで，は誤差である．近似関数 f には任意の関数形状を利用でき，例えば

ロジスティック曲線を用いることも可能であり，この場合はパーセプトロン

ニュラルネットワークも応答曲面と同じになる．本研究では，最も一般的な

一次あるいは二次の多項式を用いる．例として，二次多項式を次式に示す． 

 

    
 



 

k

i

k

i

k

i

k

ij

jiijiiiii xxxxy
1 1

1

1

2

0  （4.2） 

ここで，i ( i )は回帰係数である．式（4.2）に示す二次多項式の応答曲面では，

高次項を含めた係数の総数 p が 1 + k + k + k(k-1)/2 個存在する．式（4.2）のよう

な高次多項式の応答曲面を用いる場合でも，高次項を新たな変数とみなす（例

えば x1x2 をという二次の項を x1 と定義しなおす）ことで次式に示すような線形

モデルへの変換が可能である． 

 







1

1

0

p

i

ii Xy   （4.3） 

データ組 (x1, x2, ···, xk)が n 組ある場合，応答曲面を回帰する線形回帰モデルは 
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y Xβ ε

y X β ε  
（4.4） 

となる．式（4.4）の誤差の二乗和Tを最小化する，回帰係数ベクトル(
 

p
, p  ) の最小二乗推定量 b は次式にて得られる． 

 
yXXXb

T1T )(   （4.5） 

式（4.5）は線形回帰分析の正規方程式であり，数値的な計算によって応答曲面

を求めることができる．求めた応答曲面と元のデータ組の残差平方和

SSE(Squared Sum of Errors)は次式となる． 

 
yXbyy

TTT SSE  （4.6） 

応答 y の変動 Syは次式で定義される． 

 

n

y

S

n

i

i

y

2

1T















yy  

（4.7） 

応答曲面の回帰精度を示す値として，自由度調整済み決定係数 R
2

adjが一般的に

使用される．  

 

 （4.8） 

回帰が良好であるときには R
2

adjは 1 に近い値をとり，回帰が悪い場合には 0 に

近い値となる． 

応答曲面法の利点は，最小二乗法を用いているため近似関数の各係数の推定

精度を統計的手法により評価できる点と，実験計画の実施により近似精度の高

い応答曲面を効率よく作製できる点にある．また応答曲面を利用したデータ間

の関係の変動を検出することで構造診断を行うため，パラメータの閾値判定に

よる損傷検出では実施困難な境界条件の変動や誤差の大きい環境下での構造の

損傷あるいは異常の検出が可能となる． 

2

adj

/( )
1

/( 1)y

SSE n p
R

S n
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4.2.2.2 応答曲面の同等性検定 

  

従来 SI–F 法，新 SI–F 法ともに，二つの応答曲面の同等性を F 検定により判

定する．F 検定とは，二標本の平均値が未知の際に，その分散を検定することに

より同等性を検定する手法である． 

同等性を検定したい二つの線形回帰モデルを次式で表す． 

 

 
（4.9） 

（4.10） 

誤差項1と2は互いに独立であり，同じ分散を持つと仮定する．この二つの線形

回帰モデルにおいて，式（4.11）の帰無仮説を式（4.12）に示される対立仮説に

対して検定する． 

 
0 1 2

1 1 2

:

:

H

H





β β

β β  

（4.11） 

（4.12） 

式（4.9），（4.10）をまとめて，次式のように表す． 

 𝒚 = 𝑿𝜷 + 𝜺,   𝜺~𝑵(𝟎, 𝝈𝟐𝑰)

 
𝒚 = (

𝒚𝟏
𝒚𝟐
) , 𝑿 = (

𝑿𝟏 𝟎
𝟎 𝑿𝟐

* , 𝜷 = (
𝜷𝟏
𝜷𝟐
* , 𝜺 = (

𝜺𝟏
𝜺𝟐
) 

（4.13） 

ここで，   0, , 0p p
   H I I ξ とおけば，帰無仮説（4.11）を回帰モデル（4.14）

に対する線形制約仮説 H2として表される． 

 
2 0:H  H β ξ  （4.14） 

この仮説の検定統計量は回帰モデルの残差平方和を用いて次式で表される（付

録 B 参照）． 

 

p

pm

SSESSE

SSESSESSE
F

2)(

21

210
0







  （4.15） 

p は応答曲面の回帰係数の数，m は応答曲面の回帰に用いるデータ組の数であっ

た．SSE1, SSE2は同等性を検定する二つの応答曲面それぞれの残差平方和であり，

1 1 1 1

2 2 2 2

 

 

y X β ε

y X β ε
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SSE0 は二つの応答曲面を合わせて回帰した応答曲面の残差平方和である．二つ

の応答曲面が等しい場合，統計量 F0は回帰係数の総数 p と，二つの応答曲面回

帰に用いたデータ組数 m に依存する F 分布（関数 F(p, m–2p)）に従う(4.18,19,23)．

そこで，全データ組から回帰に用いる m 組を選択して，式（4.15）により統計

量 F0を算出するという作業を繰返し，F0の確率密度が，図 4.5 に示す理論値 F(p, 

m–2p)と同等であるかを検定する．本研究では，中心極限定理により F 0（F0 の

平均値）の信頼区間を設定し，同等性を定量的に（確率的に）評価する．計算

回数を r 回とするとF 0は中心極限定理により期待値 E(F0)，分散2(F0) / r の正

規分布 N (E (F0), 

(F0) / r)に従う．したがってF 0が，式（4.16）に示される信

頼区間に含まれた場合に応答曲面が同等であると判定する． 

 

 
 

 
 

r

F
zFEF

r

F
zFE 0

00
0

0


  （4.16） 

ここで 
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2
)( 0
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FE

 
（4.17） 
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2
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pmpmp

pmpm
F

 
（4.18） 

である．z は信頼区間の大きさによって定まる値である．  

 

Fig. 4.5 F–distribution (probability density distribution). 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 1 2 3 4 5

F


(F

)

F(p,n-2p)

Fp,n-2p(α)



 

        第 4 章 ステップ 2：抵抗温度特性利用の狭域層間はく離検出 

 - 118 - 

4.2.2.3 抵抗温度特性を利用したはく離検出 

 

 本研究で扱う，電気抵抗データを用いた統計的診断について説明する．実験

では，CFRP 平板を四つの区間に分離し，温度変化に伴う電気抵抗変化率の推移

をそれぞれ定期的に記録する．同じ時間に測定した四つの区間のデータを一組

とし，全データ組から無作為に数組を選択して応答曲面の回帰を行う．四つの

領域の電気抵抗変化率を x1，x2，x3，x4 とし，x1 を応答，x2，x3，x4 を説明変数

とすると，応答曲面は次式で表される． 

 
 ),,( 4321 xxxfx  （4.19） 

基準データ，診断データからそれぞれ，基準応答曲面，診断応答曲面を作製す

る（式（4.20））． 

 
 ),,(

REF

4

REF

3

REF

2

REF

1 xxxfx  

 ),,(
REF

4

MEA

3

MEA

2

MEA

1 xxxfx  

（4.20） 

両応答曲面の同等性仮説は，式（4.15）で定義される統計量 F0 を用いて検定さ

れる．式（4.20）は，応答曲面モデルとして一次多項式を用いる場合には式（4.21）

となり，二次多項式を用いる場合には式（4.22）となる． 

 
43322101 xxxx    （4.21） 

 

249438

327

2

46

2

35

2

2443322101

xxxx

xxxxxxxxx









 
（4.22） 

同様にして，応答を順次 x2，x3，x4と変えることで一組の電気抵抗データから四

通りの応答曲面を得る．本研究では，応答の異なる四通りの応答曲面を作製し，

応答を同じくする応答曲面をそれぞれ比較するため，四通りの F0の平均値を算

出することになる．したがって損傷の有無判定には，四通りの F0の平均値を，

さらに平均した値を用いる． 
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4.3 抵抗温度特性の測定方法 
 

4.3.1 多区間の電気抵抗の同時測定 

 

複数の電極区間を有する CFRP 擬似等方性積層平板を対象とし，それら多区

間の電気抵抗を独立に，かつ同時に測定するための電極配置法を策定する． 

 

4.3.1.1 多区間独立同時測定の必要性と問題点 

 

本研究では， CFRP 構造の抵抗温度特性（温度変化時の電気抵抗変化）を測

定し，損傷による特性の変化を統計的手法により検出することで，損傷の有無

を判定する． 

構造全域を診断するためには，構造表面に多数の電極を配置し，各区間の電

気抵抗変化を測定する必要がある．また，本章の統計的はく離検出手法にて用

いる電気抵抗データは，構造に設置された複数の電極区間の，同時刻における

測定値であり，各電極区間は相互に干渉しないことが望まれる．しかし，図 4.6

に示すように CFRP 構造内部の炭素繊維は多数の電極と接触しており，多くの

電極間において電流経路の重複が生じる．多区間の電気抵抗を同時に測定する

と，それぞれに負荷した電気抵抗測定用の電流が干渉する．これまでの電気抵

抗変化法では，このような電流干渉の影響を受けぬよう，区間ひとつひとつを

 

 

Fig. 4.6 Electrical interference between multiple segments in a CFRP laminated structure. 

Electrode Electrical interengagement

Carbon fiber in surface layer
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順次測定していた．しかし，単独区間を測定することで回避できるのは，電気

抵抗測定用電流の相互干渉のみであり，各区間を電気的に分離できてはいない．

本診断手法を実機に適用する際には，多区間を十分に電気的分離させる必要が

ある．  
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4.3.1.2多区間独立同時測定用の電極配置の解析的検討 

 

(i) 二電極法と三電極法 

 

各区間を十分に電気的分離させるには電極間外への電流漏れを防止する必要

があるが，通常の二電極配置（図 4.7 (a)）では電気的異方性の強い CFRP 積層構

造では電流が電極間外にも流れてしまう．電流負荷電極を接地電極で挟む電極

配置（図 4.7 (b)）を用いることで CFRP 梁構造表面（積層構成 [02/902]S）の長手

方向に並べた隣接電極間を電気的に分離できることが報告されている(4.41)．提案

された多区間独立電気抵抗変化測定法を図 4.8 に示す．電気抵抗は，それぞれの

陽極と，その両脇の接地電極との間で測定される．区間 1Aの抵抗値 R1Aと区間

1Bの抵抗値 R1Bの合成抵抗値を測定することになる（区間 2, 3 も同様である）．

それぞれの陽極が接地電極で挟まれているため，電流が接地電極の外部へ漏れ

出ないような工夫がなされている．以降ではこの電極配置方法を三電極配置と

呼ぶ．三電極配置による漏れ電流の低減効果は，長手方向に三つの三電極区間

を有する CFRP 直交積層梁（積層構成[02/902]S）を用いた，引張負荷時の電気抵

抗変化測定により実験的に確認されている(4.41)． 

三電極配置は長手方向の漏れ電流を低減させる目的で考案されたものである． 

 

(a) Two–electrode layout (b) Three–electrode layout 

Fig. 4.7 Electrode layouts; (a) Two–electrode layout: (b) Three–electrode layout. 

 

Fig. 4.8 Three–electrode layout applied to CFRP beam [02/902]S
(4.25)

. 

Leakage current Leakage current

Positive electrode Negative electrodeElectrical current

0

90
[02/902]S

Current applied electrodeGND electrode

A1 A2 B1 B2 C1 C2
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CFRP 板構造の場合では，幅方向への電流漏れも低減させなければならない．ま

た，積層構成の差異により電流経路は変化する．文献 4.25 で用いられた直交積

層構造と異なり，本研究で扱うのは，電流経路がより複雑となる擬似等方性積

層構造である．三電極配置を CFRP 擬似等方平板に適用した場合の長手方向お

よび幅方向の漏れ電流量はこれまでに検討されていないため，本研究では有限

要素法（Finite element method, FEM）を用いて解析的に検討する． 

 

(ii) 解析モデル 

 

FEM 解析には，汎用有限要素法ソフト ANSYS 11.0 を用いた．CFRP 擬似等方

性板の解析モデルは，長さ 76 mm，幅 76 mm，厚さ 1.6 mm の三次元平板である．

積層構成は[0/±45/90]Sの擬似等方積層であり，各層の厚さを 0.2 mm としている．

CFRP モデルの表面中央には，電極モデルを長さ 36mm，幅 4mm，厚さ 0.2 mm，

中心間隔 16mm として設置する．解析モデルの形状と，電流および電位の負荷

条件を図 4.9 に示す．(a)は電流負荷電極と接地電極を 0
o方向にひとつずつ並べ

た通常の電極配置であり，(b)は電流負荷電極を二つの接地電極で挟んだ三電極

配置である．解析モデルには，3 次元 20 節点連成場ソリッド（SOLID226 要素）

を使用し，構造－熱電気解析を実施した．節点数 13988，要素数 2915 である．

解析に用いた CFRP の弾性率は三菱レーヨン製一方向プリプレグ PYROFIL#380

のデータシートを，抵抗率は Abry らの値(4.3)を，熱伝導率，線膨張係数は文献値

 

 

(a) Two–electrode method (b) Three–electrode method 

Fig. 4.9 Models of FE–analysis for investigating current density. 

76

7
6 3
6

16
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(4.6)を引用した．解析に用いた各値を表 4.1 に示す．表中 x は繊維方向の値，y は

厚さ方向の値，z は繊維直交方向の値であり，横弾性係数，ポアソン比は（）内

の方向の値である．加熱硬化後における冷却時の残留応力を算出するため，硬

化温度 400K を応力ゼロの状態とし，熱伝達と輻射により室温 300 K まで冷却し

た．熱伝達係数，輻射率等は表 4.1 の値とした．電流密度は，電流負荷電極モデ

ル上の 1 節点に 3.0 A を負荷し，接地電極モデル上の 1 節点の電位を 0 V として

算出した． 

 

(iii) 解析結果 

 

CFRP 平板表面の電流密度分布の解析結果を図 4.10 に示す．二電極配置では

電極間外への電流漏れがみられるが，三電極配置を用いることで 0°方向だけで

なく 90
o 方向の区間外漏れ電流を低減できることが示された．三電極配置を

CFRP 平板に適用すると図 4.11 のようになる．区間 1Aの抵抗値 R1Aと区間 1Bの

抵抗値 R1Bの合成抵抗値 R1の変化を，ブリッジ回路 1 を用いて測定する．R1の

値は次式により決まる． 

 

BA RRR 111

111
  (4.23) 

ブリッジ回路 2, 3, 4 についても同様である．これにより，CFRP 平板における，

電気抵抗変化の多区間独立同時測定が可能となる．また，図 4.12 のようにブリ

ッジ回路を切り離し，各電流負荷電極に定電流を負荷し，抵抗熱により四区間

を均等に加熱できる． 

Table 4.1 Material properties of CFRP laminated model for FEM analysis 

Direction x (xy) y (yz) z (zx) 

E [GPa] 141 10 10 

G [GPa] 5.0 0.15 5.0 

 0.3 0.4 0.3 

 [W m] 2.93×10
-5

 4.16×10
-2

 4.82×10
-2

 

 [10
-6

/K] 0.90 30 30 

k [W/m K] 3.1 0.59 0.59 

h [W/m
2
 K] 8.334 

 [W/m
2
 K

4
] 5.6704×10

-8
  

e 0.90 
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(a) Two electrode method (b) Three electrode method 

Fig. 4.10 Surface current density of quasi-isotropic laminates by FE–analysis. 

 

Fig. 4.11 Specimen configuration and the electrode layout. 
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Fig. 4.12 Electric circuit for heating CFRP structures by Joule heat. 

  

GND
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4.3.2 抵抗加熱・抵抗測定の切替え手法 

 

構造加熱と電気抵抗変化測定の切替えにおける問題を扱う． 

 

4.3.2.1 抵抗温度測定の測定誤差（測定器着脱による抵抗変化） 

 

抵抗温度特性を測定する際，炭素繊維に通電し，抵抗熱で構造を加熱すれば，

加熱・測定ともに同一電極を利用でき，外部加熱装置を要しない．本研究では

文献 4.24 と同様，CFRP 構造を抵抗加熱したのち室温での放熱中に電気抵抗を

測定する．このとき，加熱用電流が測定器である電圧計やブリッジ回路の電源

に流れ込まないように，また電気抵抗測定用電流が加熱用電源に流れ込まない

ように，加熱時には測定器を，測定時には加熱用電源を，それぞれ回路から切

離す必要がある．文献 4.24 では，図 4.13 の回路を用いて切離しを行っている（図

 

 

Fig. 4.13 Electric circuit for heating and measuring the change in electrical resistance by detaching a 

bridge circuit. 
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は区間 3 を加熱・測定する回路のみ示す）．電極と加熱用電源を接続した状態を

示しており，加熱用電源から供給される高電流により抵抗熱が生じる．構造が

熱的平衡に達したのち，ブリッジ回路に切換えて電気抵抗を測定する．切換え

には機械式リレーを用いており，切換え後，接点接触抵抗と接点熱起電力が変

動する*．起電力は見かけ上の電気抵抗変化として測定される．構造の健全性と

関係のない，これらの抵抗変化量が，温度変化による構造の抵抗変化量に対し

てどの程度のものであるか評価する必要がある．図 4.14 は CFRP 構造を加熱せ

ず，リレーの切換えのみを行った直後の区間 3 の電気抵抗変化を実測したもの

である．リレーには接点接触抵抗の小さな機械式リレー（富士通コンポーネン

ト製パワーリレー JS–12–K）を，ブリッジ電圧の測定にはシグナルコンディシ

ョナ（共和電業製，CDV/CDA–700A）を用いた．加熱をしなかった場合の電気

抵抗変化は，後に 4.4 節にて図 4.25 に示す加熱を行った場合の電気抵抗変化の

1040 %となり，測定誤差として無視できないほど大きいことがわかった．また，

半導体リレーは通電電流の制限とオン抵抗の変動が大きいことから本研究では

利用できない． 

 

 

* 機械式リレーの接点接触状態は毎回異なり，富士通コンポーネント製パワーリレー JS–12–K

の接触抵抗値は数 mW幅の分布を持つ．加えて，本手法では電気抵抗を測定する直前にリレ
ーの接点を切替えるために次のような現象が起きる．接点を流れる電流量は，加熱中は 3 A

以上であるが，測定中はおよそ 30 mA と小さい．この差は接点のジュール発熱量の差を生み，
接点温度を変化させる．接点の切替え後しばらく，接点温度の遷移に伴い接点接触抵抗と接
点熱起電力が変動する． 

 

Fig. 4.14 Measured fractional change in electrical resistance of segment 3 right after switching over by 

electrical circuit shown in Fig. 4.13. 
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4.3.2.2測定誤差の抑制（電圧計，ブリッジ電源を着脱する手法） 

 

加熱回路と電気抵抗測定回路の接続切換後において CFRP 構造の健全性と無

関係の電気抵抗変動が生じる原因は，CFRP 構造をブリッジ回路の一辺に組込む

際にリレーも同時に組込まれてしまうことにある．そこで新たに図 4.15 に示す

加熱・測定の切換え回路を提案する．この回路では，区間 3 がリレーを介さず

にブリッジ回路の一辺に組込まれているため，リレーの内部抵抗変動の影響を

受けない．加熱中には電圧計およびブリッジ電源のみを切離して両者に抵抗熱

用の高電流が流れ込むことを防ぐ．電圧計およびブリッジ電源の着脱にはそれ

ぞれリレーを要するが，電圧計の内部抵抗は 735W，ブリッジ電源の内部抵抗と

ブリッジ回路の合成抵抗は 30W以上であり，リレーの接触抵抗変動は相対的に

無視できる．またブリッジ電源回路の温度が変化するとブリッジ電圧が変動し，

見かけ上の電気抵抗変化として計測されてしまうため，加熱時にはブリッジ電

源と 27Wの抵抗器を接続する．27Wというのはブリッジ回路全体の合成抵抗値

であるため加熱時，測定時に関わらずブリッジ電源回路に一定電流が流れるこ

とになり，電源の熱的安定は確保される．図 4.16 は構造を加熱せず，リレーの

切換えのみを行った直後の区間 3 の電気抵抗変化を実測したものであるが，図

4.14 と比較して，CFRP 構造とは無関係の電気抵抗変動が大幅に低減されている

 

 
Fig. 4.15 Proposed electric circuit for heating and measuring change in electrical resistance by 

detaching a voltmeter. 
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ことが確認できる．以上のことから提案手法により CFRP 構造の電気抵抗変化

を正確に測定できる．なお加熱用電源には直流安定化電源（松定プレシジョン

製 PK 10–120）を用いる． 

 

  

 

Fig. 4.16 Measured R/R, the ratio of the electrical resistance change of segment 3 right after switching 

over by electrical circuit shown in Fig. 4.10. 
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4.3.3 「4.3 節」のまとめ 

 

複数の電極区間を有する CFRP 擬似等方性積層平板を対し，それら多区間の

電気抵抗を独立に，かつ同時に測定するための電極配置法として，電流負荷電

極を二つの接地電極で挟む三電極配置を検討した．結果を以下に示す． 

 

(1) 三電極配置により，CFRP 擬似等方性積層平板の長手方向，幅方向の電極区

間外への漏れ電流を十分に低減でき，各区間の電気抵抗変化を独立に，かつ

同時に測定することができることを解析的に示した． 

(2) CFRP 構造の抵抗温度特性を測定する際に，炭素繊維の抵抗熱を利用するこ

とから，構造の自己加熱と電気抵抗変化測定の切替えが必要になる．加熱・

測定の切替えにおける問題点に言及し，原因を明らかにした上で，その対策

案を講じた．結果を以下に示す． 

(3) 構造強化材である炭素繊維の抵抗熱により CFRP 構造を自己加熱したのちに，

機械式リレーによりブリッジ回路に切換えて電気抵抗を測定すると，リレー

の接点接触抵抗と接点熱起電力が大きく変動し，測定に支障を来すことを実

験的に示した． 

(4) 電圧計およびブリッジ電源回路を着脱することで，回路切替え後に生じる

CFRP 構造とは無関係の抵抗変動を低減させる手法を提案し，その低減効果

を実験的に示した． 
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4.4 健全データ利用の統計的はく離検出 
 

本節では，4.2.1.1 にて説明した「健全データ利用の統計的はく離検出」の有

効性を実験的に検証する．炭素繊維の抵抗熱により CFRP 構造を自己加熱した

のち，CFRP 構造の抵抗温度特性（温度変化による電気抵抗変化）を測定する．

層間はく離の付与前後において測定した抵抗温度特性データの差異を，従来

SI–F 手法（4.2.1.1 参照）により検出することを試みる．また，電極の一部を欠

損させる前後においても同様の試験を行い，電極欠損が診断に及ぼす影響を評

価する．  

 

4.4.1 層間はく離検出原理 

 

CFRP の強化材料である炭素繊維は電気良導体であり，各層は繊維方向に高い

導電性を有する．母材である樹脂は絶縁体であるが，隣接する炭素繊維間の接

触により，繊維直交方向や厚さ方向にも電流経路が形成され，繊維方向と比較

して 10
–3

–10
–7程度の導電率を有する． 

一般に炭素繊維は温度上昇に伴って断面積が増加し，電気抵抗は減尐する(4.29, 

30)．また力学荷重を受けた場合にも，ピエゾ抵抗効果による比抵抗の変化(4.31)や

構造寸法の変化により電気抵抗は変化する． CFRP 積層構造内に層間はく離が

生じると，局所的に層間の相互拘束が解放されて構造の変形性向が変化する．

したがって構造を加熱した際，層間はく離の周辺と健全部において熱変形に差

異が生じる．構造変形の差異は炭素繊維の変形と繊維どうしの接触に影響を与

えるため，層間はく離周辺部と健全部の差異は電気抵抗にも現れる．すなわち，

層間はく離により抵抗温度特性が変化する．これらはそれぞれ，貫通はく離（き

裂面が自由端まで達した層間はく離）を生じる前後の CFRP 直交積層梁の熱変

形解析および抵抗温度特性の実測実験により確認されている(4.24)．貫通はく離と

 

 
Fig. 4.17 Delaminatin cracking in CFRP laminates. 

Embedded delaminationThrough delamination
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異なり，埋没はく離はき裂面が自由端まで達していないため，層間拘束は一部

が解放されるのみである．したがって健全部との熱変形の差異，および電気抵

抗の差異は非常に小さくなると考えられる．本研究では CFRP 擬似等方性平板

を対象とし，埋没はく離の発生前後における抵抗温度特性をそれぞれ実測して，

両者の違いから層間はく離を検出する手法の有効性を検証する． 

図 4.18 のように CFRP 構造を n 個の区間に分け，区間の抵抗値を R1, R2,…, Rn

とする．このとき各区間は電気的に独立していると仮定する．全区間を均等に

加熱したときの，区間番号 i の室温状態を基準とした抵抗変化量Riを応答，他

区間の抵抗変化量 R1, R2,…,Ri-1,Ri+1,…, Rnを説明変数として式（4.24）の

ように関数 f（重回帰モデル）により近似する． 

 
　  ),,,,,( 111 niii RRRRfR 
 

　),,2,1( ni 
 

（4.24） 

は誤差であり，上式は応答曲面式と呼ばれる．構造が健全であればすべての抵

抗変化量は同程度である．ある区間に層間はく離が発生すると，熱変形が変化

するため，ピエゾ抵抗効果により他区間と抵抗変化量が異なる．このとき重回

帰モデル f が変化するため，この変化を統計的検定手法である F 検定により検

出する(4.18, 19)ことで，層間はく離の有無を判定できる．電極が損傷すると接触抵

抗が変化するため室温状態の電気抵抗は変化する．しかし構造が健全である限

り，室温電気抵抗を基準とした温度変化による抵抗変化量は変わらないため，

重回帰モデル f は変化しない．したがって電極損傷と構造損傷を区別できる．

本章では，重回帰モデルとして次式のような二次多項式を用いる． 
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（4.25） 

 
Fig. 4.18 A CFRP laminated plate divided into n independent segments by electrodes. 
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4.4.2 実験的検証 

 

4.4.2.1 試験片 

 

試験片は，三菱レーヨン製一方向 CFRP プリプレグ PYROFIL#380 により成形

した擬似等方性積層板 (積層構成：[0/±45/90]S, 250 mm×200 mm，厚さ 1.6 mm

程度)から，長さ 112 mm，幅 76 mm に切り出した薄板構造であり，図 4.19 に示

すように 四つの三電極区間を有している．積層板は，電気炉，真空ポンプ，プ

レス型冶具を用い，130 
o
C，0.7 MPa の成形条件を 90 分間一定に保ち成形する． 

電極は銅めっきにより，幅 4 mm，電極中心間隔 16 mm として作製する．まず，

CFRP 表面に存在する樹脂リッチ層を除去し炭素繊維を露出させる必要がある
(4.32)．そこで，電極作製部以外をビニールテープでマスキングして露出部を表面

 

 

Fig. 4.19 Specimen configuration and electrode layout. 
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研磨後，濃硫酸を滴下し 3 分程度放置する．表面処理した試験片を硫酸銅水溶

液（硫酸銅 240 g/l ，硫酸 49 g/l ）中に入れ，同じ硫酸銅水溶液中に入れた銅板

を陽極に，試験片を陰極につなぐと表面処理された部分に銅めっきが施される．

電流密度 0.066 A/mm
2を 30 分，0.2 A/mm

2にて 30 分の計 1 時間とする．一度目

のめっき時に電流量を小さくして徐々にめっきを形成することで，炭素繊維間

にまで銅が入り込み，良好な電気的接触を得ることができる．作製した銅電極

表面にリード線をはんだ付けし，エポキシ系接着剤（アラルダイト R）でコーテ

ィングする． 
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4.4.2.2 F検定による応答曲面の同等性検定 

 

四区間の抵抗温度特性データから二次応答曲面を作製し，損傷発生前後にお

ける応答曲面の同等性を F 検定により判定する．検定統計量 F0を繰り返し計算

し，その平均値から同等性を判定する(4.18, 19)．健全時，準静的荷重による層間は

く離付与後および電極欠損付与後，それぞれの状態にて，サンプリング周波数

50Hz で加熱終了直後 10 秒間の四区間の電気抵抗変化率を 5 回測定し，5 回分の

データ 2500 組から無作為に 25 組を選んで F0を計算する．式（4.25）において i 

= 1, 2, 3, 4（本試験片は四区間を有しているため n = 4 である）と変えて，それぞ

れ 25 回ずつ F0を計算し，計 100 回の計算を経てF 0（F0の平均値）を得る．こ

のとき健全時のデータに平均 0%，標準偏差 の正規分布に従う乱数ノイズ加

える．二つの応答曲面が同等である場合，F 0は中心極限定理によりある確率で

不等式（4.26）を満たす． 
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ここで 
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であり，応答曲面の係数の総数である p は 10 ，二つの応答曲面の作製時に選

択するデータ組の総数 m は 50 である．z は有意水準によって決まる値であり，z

としてF 0（F0の平均値）の信頼区間 99%における値を用いると式（4.26）は次

式のようになる． 

 
1.220.92 0  F  （4.29） 

これにより健全時とはく離付与後の同等性，および健全時と電極損傷付与後の

同等性を判定する． 
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4.4.2.3 手順 

 

各電流負荷電極に 3.5–4A (約 0.20 V)の定電流を負荷し，抵抗熱により定常に

なるまで 4 分間加熱する．加熱電流を停止後，温度降下中に電気抵抗変化率を

測定する．加熱停止直後の 10 秒間に測定した四区間の電気抵抗変化率から二次

応答曲面を作製し，健全時と損傷時の応答曲面の同等性を F 検定により判定す

る．加熱および電気抵抗変化測定には，4.3.2.2 で提案した電気回路を用いる．

図 4.20 中に示したすべてのリレー回路を同時に切替え，加熱電流を停止した後

の構造温度降下中に，ブリッジ回路を用いて区間 1, 2, 3, 4 の電気抵抗変化率を

同時に測定する．ブリッジ電圧を 1 V とし，サンプリング周波数 50 Hz，ローパ

スフィルタ 10 Hz とし，加熱と測定を 5 回繰り返す． 

その後，試験片に各種損傷を付与した後に同様の加熱・測定を 5 回繰り返し

て抵抗温度特性を測定する．損傷として 

 

 
Fig. 4.20 Proposed electric circuits for heating CFRP structures and measuring changes 
in electrical resistance of four segments by detaching voltmeters. 
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1. 圧子の準静的押込みによる層間はく離 

図 4.21 に示すように，区間 1 に圧子をクロスヘッド速度 1 mm/min で押し込

み付与する．直径 9, 16 mm の球形圧子と内径 40, 50, 60 mm の治具の組合せ

により層間はく離の大きさを変化させることができる．7 枚の試験片を用意

し，それぞれ区間1に直径27.763 mmの大小様々の層間はく離を付与した． 

 

2. 電極欠損 

区間 1 の電流負荷電極の 1/8 面積程を切取り，欠損させる（図 4.22）． 

 

を対象とする．健全状態において抵抗温度特性を測定したのち，各種損傷付与後

に再度，抵抗温度特性を測定し両者を統計的に比較する． 

  

.  

Fig. 4.21 Quasi–static Indentation test for 
inflicting delamination cracks on segment 1. 

Fig. 4.22 The image of chipped electrode 
in segment 1. 

Supporting Jig
40, 50, 60 mm in 
inside diameter

Indentor 9, 16 mm 
in diameter

Crosshead speed: 1 
mm/min 1/8 area cut off
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4.4.2.4 結果 

 

4 分間の抵抗加熱により定常状態に達した試験片の表面温度分布をサーモグ

ラフィ（Mobir
®
M3）により撮影した．画像を図 4.23 に示す．最大温度は 43 

o
C

以下であり，本試験片に用いた三菱レーヨン製一方向 CFRP プリプレグ

PYROFIL #380 の運用許容温度 90 
o
C を下回っている．したがって，力学的特性

に影響しないと考えられる． 

 

1. 圧子の準静的押込みによる層間はく離 

超音波探傷装置（日本Krautkramer社 SDS5400R）により撮影した，層間はく

 

 

Fig. 4.23 Measured temperature distribution of surface of a CFRP laminate. 

 

Fig. 4.24 Delamination crack of a laminate by ultrasonic C-scan image. 

27.7 mm CFRP plate

Electrode
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離のCスキャン投影画像（厚さ方向投影形状を可視化したもの）の一例を図4.24

に示す．探傷には縦波探触子（10MHz）を用いた．層間はく離の最大径は27.7mm

（投影面積 261 mm
2）であった．この層間はく離を生じる前後の温度変化に伴

う電気抵抗変化を図4.25（a）に示す．縦軸は室温状態を基準とした電気抵抗変

化率，横軸は加熱停止後の経過時間である．層間はく離を生じた区間1の挙動が

変化しており，その他の区間に大きな変化はみられない．層間はく離発生前後

の四区間の関係同等性をF検定により判定した結果を図4.26に示す，縦軸は検定

統計量F0の平均値，横軸は上述のCスキャン投影画像から求めた層間はく離の最

大直径である．F0の平均値が式（4.29）にて定められる99%信頼区間に含まれた

場合，構造は健全と判定される．すべての試験片において，層間はく離の有無

を正しく判定でき，尐なくとも直径27.7mmの埋没した層間はく離を検出可能で

あることが示された． 

 

 

 (a) R/R before and after delamination 

occurs. 

(b)R/R before and after cutting off eighth part 

of the electrode. 

Fig. 4.25 Ratios of the changes in electrical resistance on the basis of those at room temperature before 

and after: (a) inflicting delamination cracks subjected to quasi-static indentation loading; (b) cutting off 
eighth part of the positive electrode in segment 1. 
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2. 電極欠損 

図4.22のように区間1の電流負荷電極の1/8面積を欠損させる前後の温度降下

に伴う電気抵抗変化を図4.25（b）に示す．電極欠損付与前後において変化が見

られない，すなわち抵抗温度特性が電極欠損の影響を受けていないことを確認

した．電極欠損発生前後のF検定結果を図4.27に示す．1/8の電極欠損が本診断手

法に影響を与えないことを確認した． 

 

 

Fig. 4.26 The relation between average of F0 and diameter of the projected damage area before and after 

inflicting delamination cracks subjected to quasi-static indentation loading. 

 

   

Fig. 4.27 Average of F0 before and after cutting off eighth part of the positive electrode in segment 1. 
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4.4.3「4.4 節」のまとめ 

 

CFRP 平板の埋没した層間はく離検出手法として抵抗熱を利用して抵抗温度

特性を測定し，埋没はく離を有する CFRP 平板を用いて「健全データ利用の統

計的はく離検出」を実験的に試みた．以下に得られた結果をまとめる． 

 

(1) 「健全データ利用の統計的はく離検出」により尐なくとも最大径 27.7 mm（C

スキャン投影面積 261 mm
2）の，準静的圧子押込み試験により付与したCFRP

積層板埋没層間はく離を検出できる． 

 

(2) 「健全データ利用の統計的はく離検出」は 1/8 面積程の電極欠損の影響を受

けない． 
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4.5 健全データ不要の統計的はく離検出 
 

本節では，4.2.1.2 にて説明した「健全データ不要の統計的はく離検出」の有

効性を実験的に検証する．CFRP 平板を用いて，炭素繊維の抵抗熱により構造に

温度変化を与えた場合の電気抵抗変化を測定し，高温度域のデータ組と低温度

域のデータ組を新 SI–F 法（4.2.1.2 参照）により比較することで，層間はく離を

検出する．また，電極損傷およびデントの付与前後においても同様の試験を行

い，それらが診断に及ぼす影響を評価する．  

 

4.5.1 層間はく離検出原理 

 

 CFRP 積層構造の温度変化による電気抵抗変化は，炭素繊維の抵抗率変化によ

るものと，構造の熱変形によるピエゾ抵抗効果によるものに分けられる．前者

は損傷が発生しても変化しないが，健全部とはく離部では層間の拘束の差異か

ら温度変化時に異なる熱変形を生じるため，後者の抵抗変化量は層間はく離の

影響を受ける．図 4.28 のように CFRP 積層構造を n 個の区間に分け，各区間の

電気抵抗値 R1, R2,…, Rnを独立に測定できると仮定する．各区間を均一に加熱し

たとき，構造が健全であれば各区間の熱変形は等しいため，区間 n を基準とし

た抵抗変化比はすべて等しくなる． 

 

1121 
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R

R
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 n  （4.30） 

ここでRi(i = 1, 2, …, n)は温度変化による抵抗変化量である．ただし実際には，

区間ごとの電気伝導性のばらつきや区間寸法の差異により比は必ずしも 1 にな

らない．式(4.30)は温度によらず成り立つため，温度と抵抗変化比の関係は図 4.28

（a）のようになり，低温度域と高温度域において各区間の抵抗変化量間の相対

的な大小関係は変化しない．一方，区間 1 にはく離が発生すると他区間と抵抗

変化量が異なる． 

このとき低温度域と高温度域で関係が変化する（図 4.28 (b)）．この変化を統計的

手法を用いて検出することで，健全データを要さずに層間はく離を検出可能と
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なる．本節では各区間の関係を次式で近似する． 

右辺は，室温状態の電気抵抗 R1, R2,…, Rnを基準とした電気抵抗変化率の一次結

合であり，一次応答曲面と呼ばれる．関係性は係数数列{n}により表わされる．

二つの温度域から作製した二つの応答曲面の同等性を，分散性検定である F 検

定（4.2.2 項参照）により判定する．電極が損傷した場合は，抵抗値そのものは

変化するが，構造が健全である限り温度変化による抵抗変化量は変わらない（図

4.28 (c)）ため式(4.30)が成立する．したがって電極損傷を構造損傷と区別できる． 
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（4.32） 

 

(a) Intact structure (b) With delamination cracking in segment 1 

 

 

(c) With damages to electrodes  

Fig. 4.28 Schematic figure of ratios of the changes in electrical resistance to those of segment n. 
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4.5.2 実験的検証 

  

本章の実験では，試験片，電極配置，電気抵抗変化率の多区間同時測定およ

び抵抗加熱システムは 4.4 節と同じであるため説明を省く． 

 

4.5.2.1 損傷の種類 

 

付与する損傷については 4.4 節と異なる部分がある．「健全データ不要の統計

的はく離検出」の検出対象は下記 6 種とした． 

 

1. 圧子の準静的押込みによる層間はく離 

区間 1に圧子を準静的に押込み層間はく離を付与する．圧子径や支持治具の内径を

変えて様々な寸法の層間はく離を有する試験片を 6枚作製する． 

2. 電極欠損 

 図 4.29のように区間 1の電流負荷電極を，1/8, 2/8, 3/8, 4/8と段階的に切り取り，欠

損させていく．欠損により抵抗温度特性が変化しないことを実験的に確認すること

を目的とする． 

  

 

 

Fig. 4.29 Gradual increase in the chip of the positive electrode in segment 1. 

1/8     2/8

3/8    4/8
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3. 圧子の準静的押込みによるデント（構造表面の塑性変形） 

層間はく離発生の原因となる面外方向荷重は，構造表面にデントを生じさせ

る．CFRP 積層構造の機械特性は層間はく離により著しく低下するが，デン

トによる低下は小さいと考えられ許容できる場合が多い．したがって損傷検

出手法には，層間はく離を伴わずに発生したデントと，層間はく離を区別可

能であることが望まれる．そこで圧子を準静的に押込み CFRP 構造にデント

のみを与える．層間はく離の発生を抑制するため，図 4.30 のように試験片

の底面全面の厚さ方向変位を拘束し，さらに試験片底面と治具の間にゴムシ

ートを挿入する．電極設置面の区間 1 左側中央に直径 9.0 mm の球形の圧子

を押込み，デントを発生させる．島津製作所製オートグラフ（AG–I 100kN）

を用い，ロードセルにより計測される荷重が 1.5 kN に達するまでクロスヘ

ッドを 0.5 mm/min の速度で押込む． 

 

  

 

Fig. 4.30 Quasi–static indentation test for inflicting a dent not accompanied by delamination on segment 1. 
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4. 模擬成形欠陥 

本手法は健全材のデータを用いずに損傷を検出可能であるため，構造の初期欠陥

検査（製品検査）にも原理上，適用可能である．初期欠陥として，図 4.31のよう

に積層板の第 1 層と 2 層の間に，電気絶縁体であるテフロン製のシート（厚さ

0.05mm）を二つ折りにして挿入することで成形欠陥を付与した．CFRP の成

形法にプリプレグを用いるものがある．プリプレグとは，炭素繊維に樹脂を

含浸させたシート状のものであり，これを積層し硬化させる．プリプレグは

保護フィルムに覆われ保管されている．電気絶縁体シートの挿入は，プリプ

レグの積層時に誤ってその保護フィルムの一部が層間に混入してしまった

場合を模擬している．層間はく離と同様，異物混入により層間拘束が局所的

に開放されるため，健全部とは異なる熱変形性向および異なる抵抗温度特性

を示すと考えられる．したがって，本手法による検出可能性が見込まれる． 

 

  

 
Fig. 4.31 Initial defect caused by a teflon sheet embedded into the interlaminar region between the first 

and the second layer. 
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5. 落錘衝撃による層間はく離 

実機構造の層間はく離は衝撃荷重（動的荷重）により生じる場合が多い．一

般的に繊維強化複合積層板では，低速衝突により生じる損傷と静的荷重によ

る損傷の形態に大差はないといわれている．しかし例えば，層間はく離発生

の原因となる面外方向荷重が生じさせるデント（面外方向の塑性変形）は，

ひずみ速度に依存して変化する可能性がある．また，衝撃損傷は静荷重損傷

に比べて多くの繊維破断を伴うことがわかっている．これらが CFRP 構造の

抵抗温度特性に及ぼす影響は不明である．したがって，本手法の実用化には，

衝撃荷重による損傷を対象とした検証実験が不可欠である．実機構造の衝撃

損傷を模擬するために，図 4.32 のように CFRP 試験片の中央に落錘の低速

衝撃を付与し，本手法による衝撃損傷検出が可能であるかを検証する．衝撃

子を電極設置面に落下させる場合と，裏面に落下させる場合の二通りの試験

を行う．下端に直径 12.7 mm の半球を持つ棒状の衝撃子（1.345 kg）をガイ

ドに沿って 222 mm の高さから垂直に落下させる．衝撃エネルギを衝撃子重

量と落下距離の積とすると 2.93 J （単位厚さ当たり 1.72 J/mm）となる．た

だし衝撃後に衝撃子はある程度の高さまで跳ね上がるので，構造に付与され

るエネルギは 2.93J 未満となる．通常の衝撃試験では，試験片の四辺を固定

する．しかし，本試験片は電極を有している．そこで，電極部を固定するこ

とを避け，二辺の固定のみとした． 

  

 

 

 
Fig. 4.32 Falling weight impact test for inflicting damages including delemination cracks to CFRP 

structures. 
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6. 落錘衝撃による電極損傷 

「2. 電極欠損」は電極の一部を切り取るというものであり，電極と CFRP

構造界面の接触抵抗変化による診断への影響を評価することが目的であっ

た．実機では，小さな衝撃荷重（構造損傷を生じさせない）による電極の

CFRP 構造からのはく離などが考えられる．また，電極は樹脂に覆われ保護

されているが，この電極保護樹脂の耐衝撃性は不明である．そこで，電極上

に，構造損傷を生じさせない低エネルギ衝撃を与え，層間はく離を生じさせ

ずに電極接触部に損傷を与えることを考える．図 4.33 のように試験片両端

を幅方向にわたって固定し（破線は固定治具を示す），区間 1 の陽極中央に

1.345 kg の衝撃子を 38.7 mm の高さから落下させて 0.51 J（0.30 J/mm）の衝

撃を与える．これは，層間はく離の付与を目的とした衝撃エネルギの 2 割以

 

 

Fig. 4.33 Falling weight impact test for applying damage to an electrode of segment 1 without 

initiating delamination cracks. 
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下である．ただし，層間はく離を生じさせない衝撃エネルギの値が不明確で

あったため，試験片の底面全面の厚さ方向変位を拘束し，さらに試験片底面

と治具の間にゴムシートを挿入することで層間はく離の発生を抑制する．同

様の衝撃を 3 度与え，衝撃付与毎に電気特性を測定する．  

 

上記の各種損傷を付与する前後の試験片を，運用許容温度90 
o
Cを超えない程度

に抵抗加熱する（各電流負荷電極に負荷する電流は6.57.0 A程度，電圧は0.35 V

程度となる*）．4分間の抵抗加熱により定常状態に達した試験片の表面温度分布

をサーモグラフィ（Mobir
®
M3）により撮影した結果を図4.34に示す．CFRP表面

の最大温度は82 
o
Cであった．本試験片に用いたCFRPの運用許容温度は90

o
Cであ

る．CFRP構造内の電流量および抵抗発熱量はともに第一層が最も大きいことか

ら，構造内の最大温度は90
o
Cを超えていないと推察できる．5章と同様に，加熱

電流を停止した後の構造温度降下中に，ブリッジ回路を用いて区間1, 2, 3, 4の電

気抵抗変化率を同時に測定する．ブリッジ電圧を1 Vとし，サンプリング周波数

50Hz，ローパスフィルタ10 Hzとした．加熱と測定は各損傷付与前後においてそ

れぞれ5回行う． 

  

 

Fig. 4.34 Measured temperature distribution of the specimen surface right after heating by IR camera. 

 

 

* 4.4 節の「健全データ利用の統計的はく離検出」の検証実験よりも大きな電流を用いる理由は，構造の昇温

幅を大きくして高温度域と低温度域との温度差を大きくすることで，はく離による局所的な抵抗温度特性

の変化量を大きくし，高温度域と低温度域における四区間の電気抵抗変化率間の関係性変化を検出可能な

ほど大きくするためである． 

40oC

80oC
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4.5.2.2 F検定による応答曲面の同等性検定 

 

各電流負荷電極に 6.57.0 A の定電流を負荷し，定常になるまで抵抗加熱した

のち，温度降下中に抵抗変化を測定する．加熱停止直後の 10 秒間（高温度域）

と 5060 後（低温度域）に測定した四区間の抵抗変化率から応答曲面をそれぞ

れ作製し，両者の同等性を F 検定により判定する．本手法では，検定統計量 F0

を繰り返し計算し，その平均値から同等性を判定する(4.19)．各試験片に対し，サ

ンプリング周波数 50Hzで 5回測定を繰り返し，2500組（10 sec×50 Hz×5 times）

のデータ組から無作為に 10 組を選んで作製した応答曲面から F0を算出する．式

（4.32）において i = 1, 2, 3, 4（本試験片は四区間を有しているためn = 4である）

と変えて，それぞれ 5 回ずつ F0を計算し，計 20 回の計算からF（F0の平均値）

を求める．二つの応答曲面が同等である場合，F 0は中心極限定理によりある確

率で不等式（4.33）を満たす． 
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であり，応答曲面の係数の総数である p は 4 ，二つの応答曲面の作製時に選択

するデータ組の総数 m は 20 である．z としてF 0（F0の平均値）の信頼区間 99%

における値を用いると式（4.33）は以下のようになる． 

 85.155.0 0  F  （4.36） 

この検定を，層間はく離の付与前後，電極損傷の付与前後，および成形欠陥を

有する試験片に対して，それぞれ行う． 
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4.5.2.3 結果 

 

健全な試験片を抵抗加熱したのちの，室温放熱時の四区間の抵抗変化率の比 

      3,2,144  iRRRR ii 　　　　  （4.37） 

の実測結果を図 4.35 に示す．健全構造では温度降下による抵抗変化量が等しい

ため四区間の関係は変化していない．図中に斜線枠で示した高温度域と，灰色

枠で示した低温度域の四区間の関係同等性を F 検定で判定した結果を図 4.36 に

示す．横軸は試験片番号，縦軸は F0 の平均値である．灰色の帯は式（4.36）に

示される平均 F0の信頼区間であり，この区間内では構造は健全であると判定さ

れる．6 枚の試験片すべてに対し構造は健全であるという正しい結果が得られた． 

  

Fig. 4.35 Ratios of the fractional changes in 

electrical resistance to those of segment 4 obtained 

from the typical intact specimen. 

 Fig. 4.36 Average of F0 of each intact 

specimen. 

 
Fig. 4.37 The images of projected damage areas of each specimen revealed after the impact test by the 

ultrasonic C–scan. 
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以下に，各種損傷付与後の CFRP 試験片の実験結果について述べる． 

1. 圧子の準静的押込みによる層間はく離 

超音波探傷装置により撮影した，区間 1 に生じた層間はく離の C スキャン

投影画像を図 4.37 に示す．超音波探傷法の C スキャン投影画像の最大径が

5.3 mm から 45.1 mm までの大小様々な大きさを有する層間はく離が確認さ

れた．例として最大径 5.3mm, 27.7 mm, 45.1 mm の層間はく離発生時の室温

抵抗変化を図 4.38 に示す．層間はく離により室温抵抗は増加し，損傷の規

模が大きいほど変化は大きい．従来診断手法は，このような損傷発生前後の

抵抗変化を利用することから初期欠陥検査に適用できないため，本手法では，

温度変化に伴う電気抵抗変化率の比を（図 4.39）を診断に利用する．層間は

く離を付与した区間 1 の挙動は他区間と異なり，高温域と低温域で四区間の

関係が変化している．層間はく離発生前後の F検定の結果を図 4.40 に示す．

横軸は層間はく離の最大径である．層間はく離の発生に伴い，平均 F0 は上

昇し，大きな層間はく離ほど F0 の上昇量が顕著である．様々な大きさの層

間はく離を付与した 6 枚の試験片に対して損傷の発生を正しく判定し，尐な

くとも最大径 5.3 mm の埋没層間はく離を検出可能であることが示された．

平均 F0を投影はく離面積について整理したものを図 4.41 に示しておく． 

   
Fig. 4.38 Fractional change in electrical 
resistance at room temperature of 
segment 1 caused by the delamination. 

 Fig. 4.39 Ratios of the fractional changes in electrical 
resistance to those of segment 4 after inflicting delamination 
cracks subjected to quasi-static indentation loading. 

             
Fig. 4.40 The relation between average of F0 and 
diameter of projected damage area before and after 
inflicting delamination cracks subjected to 
quasi-static indentation loading. 

 Fig. 4.41 The relation between average of F0 
and projected damage area before and after 
inflicting delamination cracks subjected to 
quasi-static indentation loading. 
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2. 電極欠損 

区間1の電流負荷電極を，1/8, 2/8, 3/8, 4/8と段階的に欠損させていき，室温状態の

電気抵抗変化を測定した結果を図4.42に示す．欠損面積の増大に伴い電気抵抗は

徐々に増加し，図4.38に示した層間はく離と同程度の抵抗変化を生じた．室温抵

抗を利用する従来手法では，このような構造の健全性と無関係の抵抗変化は

誤判定につながる危険性がある．2/8 面積の電極欠損付与後の，温度変化に

伴う電気抵抗変化率の比を図4.43に示す．電極を欠損させた区間1は他区間

と同様の抵抗温度特性を示しており，高温度域と低温度域において四区間の

関係性は変化していない．F検定結果を図4.44に示す．3/8 面積以下の電極欠

損がF検定結果に影響を与えない（F0を上昇させない）ことを確認した．4/8 

面積の欠損は表面繊維方向に貫通している部分があり，電流経路が大きく変

化するため，他区間と異なる挙動を示して四区間の関係性が変化して誤判定

を下したと考えられる． 

 
Fig. 4.42 The gradual increase in electrical resistance at room temperature of segment 1 owing to the 

increase in chip of the electrode. 

  
Fig. 4.43 Ratios of the fractional changes in electrical 

resistance to those of segment 4 after cutting off a 

quarter of the electrode of segment 1. 

 Fig. 4.44 The relation between average of 

F0 and chip of the electrode of segment 1. 
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3. 圧子の準静的押込みによるデント 

圧子の押込部には深さ 35 m 程のデントが生じていた．超音波探傷 C スキ

ャン投影画像を図 4.45 に示す．押込部周辺には，内部欠陥は生じていない

ようであった．圧子押込み時に生じた区間 1 の室温抵抗変化を図 4.46 に示

す．0.12%ほどの変化を生じており，従来手法ではこのような微小な抵抗

変化であっても誤判定につながる危険性がある．デント付与後の四区間の温

度変化に対する電気抵抗変化量の関係を図 4.47 に，F 検定結果を図 4.48 に

示す．準静的圧子押込により付与したデントは CFRP 構造の抵抗温度特性を

大きく変化させることはなく，F 検定結果に影響を与えない（F0を上昇させ

ない）ことが示された． 

  

 

  

Fig. 4.45 The ultrasonic C-scan image taken 

from the region near the indented area. 

 Fig. 4.46 Fractional change in electrical resistance 

at room temperature of segment 1 owing to a dent. 

 

 

Fig. 4.47 Ratios of the fractional changes in electrical 

resistance to those of segment 4 after an indentation 

occurred subjected to a quasi-static load in segment 1. 

 Fig. 4.48 Average of F0 before and after a 

dent occurs subjected to a quasi–static load 

in segment 1. 
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4. 模擬成形欠陥 

20 mm ×28 mmの絶縁体シートを区間1の層間に挿入して模擬した成形欠陥

有する試験片の，四区間の温度変化に対する電気抵抗変化量の関係を図4.49

に示す．区間1と3に変化がみられた．これは，損入したシートにより層間の

拘束が局所的に開放されるため，層間はく離と同様に局所的な熱変形性向の

変化が生じたことに起因すると考えられる．区間3にも影響が及んでいるの

は，三電極配置法（4.3.1.2参照）による各区間の電気的分離が完全ではない

ためであると思われる．F検定結果を図4.50に示す．F0の平均値は信頼区間

外を大きく上回る値をとっており，模擬成形欠陥のような損傷をも検出可能

であることを確認した．本手法の，従来手法では不可能であった初期欠陥検

査（製品検査）への適用可能性についても期待を持つことができる． 

 
Fig. 4.49 Ratios of the fractional changes in electrical 

resistance to those of segment 4 obtained from the 

specimen that has a teflon sheet embedded into the 

interlaminar region between the first and the second layer. 

 Fig. 4.50 Average of F0 of the specimen 

that has a teflon sheet embedded into 

the interlaminar region between the 

first and the second layer. 

 

 
(a) Impact on the electrode-mounted surface (b) Impact on the rear surface 

Fig. 4.51 The images of projected damage areas revealed after the impact test by the ultrasonic C-scan: 

(a) the specimens impacted (1.72 J/mm) from the electrode-mounted surface; (b) that from the rear 

surface. 
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5. 落錘衝撃による層間はく離 

超音波探傷による C スキャン画像を図 4.51 に示す．電極設置面および裏面

に衝撃を付与した試験片が生じた層間はく離はそれぞれ，最大径 18.8 mm 

（投影面積 138 mm
2
 ），最大径 13.5 mm（投影面積 105 mm

2）であり，衝撃

点には，「1. 圧子の準静的押込みによる層間はく離」付与時にはみられなか

った深いデント（深さ 35m 程）が発生していた．四区間の温度変化に対す

る抵抗変化量の関係を図 4.52 に示す．左から順に，電極設置面から衝撃荷

重を付与した構造，裏面から衝撃荷重を付与した構造の結果である．どちら

の場合も，高温域と低温域では四区間の関係性が変化している．層間はく離

は四区間すべてに渡っているため，多くの区間にその影響が現れている．F

検定結果を図 4.53 に示す．横軸は投影層間はく離部の最大径である．表裏

どちらの面から衝撃荷重を受けた場合にも，尐なくとも最大径 18.8 mm（投

影面積 138 mm
2）程の衝撃損傷を正しく検出可能であることを確認した．平

均F0を投影層間はく離の面積について整理したものを図4.54に示しておく． 

 

(a) Impact on the electrode–mounted surface (b) Impact on the rear surface 

Fig. 4.52 Ratios of the fractional changes in electrical resistance to those of segment 4 after applying an 

impact load of 1.72 J/mm: (a) on the electrode–mounted surface; (b) on the rear surface. 

 

 

  
Fig. 4.53 The relation between average of F0 and 
diameter of projected damage area before and 
after inflicting delamination cracks subjected to 
quasi-static indentation loading. 

 Fig. 4.54 The relation between average of F0 
and projected damage area before and after 
inflicting delamination cracks subjected to 
quasi-static indentation loading. 
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6. 落錘衝撃による電極損傷 

目視検査および超音波探傷の結果，落錘衝撃により電極周辺にはデントや内

部欠陥などの構造損傷は生じていなかった．落錘衝撃時に生じた区間 1 の室

温電気抵抗変化を図 4.55 に示す．わずかずつではあるものの，衝撃を受け

る度に電気抵抗が増加し，3 度の衝撃により計 0.22%上昇した．断面の顕微

観察結果（図 4.56）から，この抵抗増加は CFRP と電極界面に微小なはく離

が発生したためであることがわかった．これらの微小な室温抵抗の変化によ

り従来電気抵抗変化法は誤判定を下す危険性がある．電極損傷付与後の四区

間の温度変化に対する電気抵抗変化率の比を図 4.57 に，F 検定結果を図 4.58

に示す．電極のはく離は抵抗温度特性を大きな影響を与えず，3 度の衝撃付

与後においても異常なしという判定結果が得られた．このような構造損傷を

生じさせない小さな衝撃を繰返し受けても，提案手法の診断結果は影響を受

けないことが期待できる． 

      

Fig. 4.55 Fractional change in electrical resistance 

at room temperature of segment 1 owing to 

electrode damage subjected to impact loads. 

Fig. 4.56 Micrograph taken from the interfacial 

region between the skin layer and the copper 

electrode on the cross section after applying three 

impact loads (0.30 J/mm) on the electrode. 

 

 
Fig. 4.57 Ratios of the fractional changes in electrical 

resistance to those of segment 4 after applying three 

impact loads on the electrode of segment 1. 

Fig. 4.58 The relation between average of 

F0 and the number of impact loads applied 

on the electrode of segment 1. 
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4.5.3「4.5 節」のまとめ 

 

抵抗温度特性を利用し，温度変化時の電気抵抗を比較することで健全材のデ

ータなしで，電極損傷の影響を受けずに CFRP の積層板層間はく離を検出する

「健全データ不要の統計的はく離検出手法」を新たに提案し，実験的にその有

効性を検討した．得られた知見を以下に示す． 

 

(1) 提案手法により，健全材のデータを用いずに，尐なくとも最大径 5.3 mm（C

スキャン投影面積 11.5 mm
2）の，圧子の準静的押込みにより付与した埋没

層間はく離を正しく検出可能である．本章の目的は，投影面積 300 mm
2 の

層間はく離を検出することであったため，提案手法は十分なはく離検出能

力を有しているといえる． 

 

(2) 電極欠損は層間はく離の発生時と同程度の室温抵抗変化を生じさせるため，

従来手法では誤判定の原因となる．しかし表面繊維方向に貫通しない電極

欠損であれば，抵抗温度特性を変化させないため提案手法の診断に影響を

及ぼさない． 

 

(3) 層間はく離などの内部欠陥を生じずに発生した，深さ 35 m の静的押込み

によるデントは，抵抗温度特性を大きく変化させず，提案手法の診断に影

響を及ぼさない． 

 

(4) 提案手法により，20 mm×28 mm の絶縁体シートを層間に挿入して模擬した

成形欠陥を検出可能である．  

 

(5) 提案手法により，表裏どちらの面から衝撃荷重を受けた場合にも，尐なく

とも最大径 18.8 mm（C スキャン投影面積 138 mm
2）の衝撃損傷を正しく検

出可能である． 

 

(6) 電極部に構造損傷を生じない小さな衝撃荷重を与えると，電極は局所的に

CFRP 構造からはく離し，接触抵抗を増加させるため，従来手法では誤判定

の原因となる．しかし，電極のはく離は抵抗温度特性を変化させないため，

このような小さな衝撃を繰返し受けても，提案手法の診断に影響を及ぼさ

ない． 
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4.6 結言 
 

 複合材製航空機に発生した衝撃損傷を効率的に検知する二段階診断のステッ

プ 2 にあたる「抵抗温度特性利用の狭域層間はく離検出」を提案した．層間は

く離による CFRP 構造の抵抗温度特性変化を利用することで，電極損傷や周囲環境

変動などの影響を受けにくい新しい統計的診断法を提案した．電気抵抗変化法にお

いて長らく問題視されていた電極損傷による誤判定を抑制し，また，健全状態

のデータを要さない損傷検出を実現することで，さらなる低コスト化，さらな

る用途拡大を図った．提案手法にて必要とされる，抵抗温度特性の測定方法を提案

し，実験的および解析的に有効性を確認した． 

 以下に得られた知見を示す． 

 

(1) 陽極を二つの接地電極で挟む三電極区間を CFRP 構造表面に作成することで，

区間外への漏れ電流を十分に低減できるため，複数の区間を有する CFRP 板

構造の，各区間の電気抵抗を独立かつ同時に測定できる． 

 

(2) ブリッジ電圧電源を熱的に安定させ，4 辺に継電器を有さないブリッジ回路

を用いることで，炭素繊維による抵抗熱による構造自己加熱の直後から，電

気抵抗変動の正確な測定が可能となる． 

 

(3) CFRP 構造の層間はく離による抵抗温度特性変化を利用する「健全データ利

用の統計的はく離検出」により 

・ 尐なくとも最大径 27.7 mm（C スキャン投影面積 261 mm
2）の，圧子の

準静的押込みにより付与した埋没層間はく離を正しく検出可能 

・ 尐なくとも 1/8 面積程の表面繊維方向に貫通しない電極欠損は診断に影

響を及ぼさない 

ということを実験的に示した． 

 

(4) CFRP 構造の層間はく離による抵抗温度特性変化を利用する「健全データ不

要の統計的はく離検出」を新たに提案した．本手法により 

・ 尐なくとも最大径 5.3 mm（C スキャン投影面積 11.5 mm
2）の，圧子の

準静的押込みにより付与した埋没層間はく離を正しく検出可能 

・ 尐なくとも最大径 18.8 mm（C スキャン投影面積 138 mm
2）の埋没した

落錘衝撃損傷を検出可能 

・ 20 mm×28 mm の絶縁体シートを層間に挿入して模擬した成形欠陥を検
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出可能 

・ 表面繊維方向に貫通しない電極欠損は診断に影響を及ぼさない 

・ 落錘衝撃による電極はく離は診断に影響を及ぼさない 

ということを実験的に示した． 
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 本研究は，複合材製旅客機の全主構造を対象に，短時間で衝撃損傷を検知す

る二段階診断を新たに提案するものである．提案手法は，CFRP の強化材である

導電性の炭素繊維を，ヒータおよびセンサとして利用する「抵抗加熱利用の電

気抵抗変化法」に分類されるものである．1 m 以上の大型 CFRP 積層板に生じる

衝撃損傷（デント深さ 0.15 mm, 層間はく離投影面積 300 mm
2）を検出目標とし

て，提案手法の有効性を，実験と有限要素解析により様々な観点から検証した．

その結果得られた知見は各章の末尾に記したが，ここではそれらを総括して述

べる．なお，図 5.1 には本論文の概要を図示した． 

 

 

今後 20 年の間に旅客機の運航機数が倍増するとの見通しが立ち，新規受注を

争う製造会社間にて最新鋭機の開発競争が激化している．より高性能な機体を

製造して運航会社に売り込むため，機体構造には多量の炭素繊維強化複合材料

（CFRP）が適用されることとなった．CFRP は非常に軽量で，比剛性，比強度，

耐疲労性や耐腐食性に優れるため，機体軽量化による燃費改善が至上課題の航

空機において，機体の CFRP 化は重要な意味合いを持つ．CFRP 機体を運用する

上で，検査や修繕を含めた整備技術は重要となるが，金属材料と異なり CFRP

の検査技術は未確立，未成熟な部分が残されている．旅客機の衝撃損傷をフラ

イト後に毎回検査できれば，安全性を向上させられる上，生涯フライト数向上

や構造軽量化によって経済的・環境負荷低減効果を得られる．しかし，一般的

な旅客機のフライト間隔である 1 時間の間に実施可能な検査は存在しない． 

そこで，本研究では，導電性を有する炭素繊維をセンサとし，損傷による電

気特性変化を利用して診断を行う電気抵抗変化法を用い，CFRP 製旅客機構造を

短時間で検査する方法を提案する．機体全域のデント検出と，詳細な層間はく

離検出の二段階に検査を分けることで，毎フライト後に実施可能な計 1 時間の

衝撃損傷検査を確立することを目的とし，様々な検討を行った． 

 

第 1 章「緒言」では本研究の背景を記した．従来研究の課題を挙げ，本研究

の目的を述べた．すなわち研究背景として，CFRP の航空機分野への適用拡大と

その非破壊検査技術を述べ，フライト後に毎回実施可能な CFRP 製旅客機の全

域衝撃損傷検査の必要性を論じた．そして，本研究にて提案する二段階検査に

よる 1 時間検査のアイデアに触れ，本研究の目的を記した． 

 

第 2 章「複合材製航空機構造の短時間全域損傷検査」では，CFRP 製の旅客機

の全主構造の衝撃損傷を，1 時間の間に検査可能な方法として，抵抗加熱利用の
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電気抵抗変化法を提案した．CFRP 積層構造が衝撃荷重を受けた際に生じる，層

間はく離とデントについて説明したのち，両者を検出対象とする二つの電気抵

抗変化法を組合せた二段階検査を提案した．すなわち，ステップ 1 にて構造全

体から衝撃負荷点に生じるデントを検出し，ステップ 2 にて検出されたデント

の周辺のみを詳細に検査して層間はく離の有無を確認する．ステップ 1 により

層間はく離の発生が疑われる箇所（すなわちデント周辺部）が特定されている

ため，層間はく離の詳細検査を行う領域を最小限に抑えることが可能となる．

このように二段階検査を採用することで，検査時間が構造物のサイズに大きく

影響されなくなるため，どのような場合でも 1 時間以内に検査を完了できる． 

 

第 3 章「ステップ 1：局所抵抗加熱利用の広域デント検出」では，第 2 章にて

提案した二段階検査のステップ 1 として，大型 CFRP 構造のデントを短時間で

検出する新しい電気抵抗変化法を提案した．CFRP 板の静的押込み実験と，静電

場有限要素解析を併用し，デント部の局所的な電気抵抗率変化を推定した結果，

検出目標である深さ 0.15 mmのデント部では，厚さ方向抵抗率が劇的に減尐し，

無損傷部の 2.2%となることを示した．また，CFRP 表面に貼付される耐雷用金

属メッシュを，抵抗加熱や抵抗測定に必要な電極および配線として兹用する工

夫により，航空機のような大型構造でも重量増加なしで全域検査可能とした．

そして，電極の設置位置にずれがある場合や，不均一な抵抗率分布を有する

CFRP 材を検査する場合であっても，デント検査に影響を及ぼさないことを解析

的に示した．また本検査法は，抵抗加熱用電流を増加させるだけで容易に損傷

検出感度を高められる．したがって，検査対象物の種類，検査環境の差異（ノ

イズの多寡の差異），検出目標（検出すべき損傷寸法の下限）に合わせて電流量

を調整するだけで，常に信頼性を十分に確保した検査が可能となる． 

 

第 4 章「ステップ 2：抵抗温度特性利用の狭域層間はく離検出」では，二段階

検査のステップ 2 として，層間はく離による抵抗温度特性変化を利用することで，

電極損傷や周囲環境変動などの影響を受けにくい新しい統計的層間はく離検出法

を提案した．無損傷のCFRP 材の電気抵抗データを用いることなく，静的押込みに

よりCFRP 板に層間はく離を検出可能であることを実験的に示した．検出感度は非

常に高く，疲労進展しない程小さな層間はく離でも十分に検知できる．電気抵抗を

測定するためにCFRP表面に設置される銅電極が欠損した場合，従来の電気抵抗変

化法では正しい診断が困難となるという問題があったが，本手法では欠損部が

CFRP 表面層の繊維方向に貫通しない限り，誤判定を下さず，正しく検査可能であ

ることを実験的に示した．本診断では，複数の電極区間を有する CFRP 構造に対
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し，各電極区間の抵抗温度特性を同時に測定する必要がある．四辺にリレーを

有さないブリッジ回路を電気抵抗測定に用いることで，CFRP を通電して構造を

抵抗加熱させたのちに，温度変化に起因する電気抵抗変化を正確に測定可能で

あることを実験的に示した．さらに，陽極を二つの接地電極で挟み込む三電極

法を用いることで，複数区間の電気特性を同時に精度よく測定可能であること

を解析的に示した． 

 

 
Fig. 5.1 Summary of the thesis. 

はく離による抵抗温度特性変化を隣接区間との統計的比較により検出

ステップ2：抵抗温度特性利用の狭域層間はく離検出

耐雷撃用金属シールドを利用する二段階電気抵抗変化法の提案

 雷シールドを電極・配線として兼用 大構造実装可・重量増加抑制
 抵抗温度特性を検査に利用 誤判定抑制効果
 さらに抵抗加熱用電流の増減により容易に検査信頼性を調整可能
 二段階検査により構造の大きさに依らず1時間で全主構造検査可

繊維強化複合材製旅客機の更なる安全性向上・軽量化の要求

迅速・簡便な電気抵抗変化法に着目

 停泊中の旅客機を次運航までの1時間以内に検査する必要
 屋外検査のため周囲環境変化（ノイズ）に抗する高信頼性必要
 大型構造に実装可能な検査設備・システムである必要性

大型CFRP構造の毎フライト後衝撃損傷検査が必要

 大型構造に実装可能な電気抵抗測定システムが未確立
 温度変化や電極損傷による誤判定
 構造の大型化に伴い検査時間が増大 毎フライト検査困難

下記の未解決問題のため実用化に至っていない

衝撃点直下のデント部にて炭素繊維同士の接触発生 新電流経路

ステップ1：局所抵抗加熱利用の広域デント検出

第
一
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章
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章

第
四
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ステップ1にてデントが検出された場合のみ，
デント部周辺のみに対してステップ2を行う
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「高温箇所＝デント」を利用して診断 デント部を集中的抵抗加熱可

 フライト間に完了できる短時間検査可能
 抵抗加熱用電流の増加による信頼性向上をFEM解析により確認

CFRP材の電気特性ばらつき，電極配置ずれ考慮しても十分

 無損傷の電気抵抗データ不要 既存構造・製品検査可能
 電極が欠損した場合も，誤判定を低減可能を実験的に確認
 疲労進展しない小さな層間はく離を検出可を実験的に確認
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以上より，大型 CFRP 構造物の衝撃損傷を，一般的な旅客機の停泊時間であ

る 1 時間の間に検査する二段階電気抵抗変化法を提案し，屋外での検査時に問

題となるノイズ環境下であっても十分な信頼性と損傷検出感度を具備可能であ

ることを示した．耐雷用の金属シールドを配線や電極として兹用する具体的な

旅客機構造への実装法を提示したことからも，本検査法を実用化に向けて大き

く前進させることにつながったといえる． 

 

 

実用化までの課題 

(1) 配線兹用化可能な耐雷用金属シールドの作成法やコスト 

本検査法は，CFRP 構造の電気抵抗加熱や電気抵抗測定のために，多量の電極

や配線を要する．本研究では，複合材航空機構造の表面に貼付される耐雷撃用

の金属シールドを配線として兹用することで重量増加や配線インテグレーショ

ンの問題を解消する方法を提案している．したがってシールドには，航行中は

耐雷機能，地上停泊中は配線機能が要求される．付録 D では，高空域と地上で

の温度差に着目し，金属の熱変形を利用して，両機能を有する金属シールドを

提案し，有効性を解析的に実証した．しかし，高い作成技術やコスト提案した

シールドの作成には高い技術やコストが求められるため，シールドの改良や代

替物，あるいは製造法の提案が必要となる．また，実用化までに雷撃試験によ

って耐雷機能を実証する必要もある． 

 

(2) 種々の CFRP 構造に対する信頼性，様々な環境下における信頼性 

本検査法は屋外停泊中の航空機を検査するものである．例えば国際線の航空

機などは，寒暖差や湿度差にさらされる．降雤や降雪時に CFRP 構造を抵抗加

熱する場合，水や雪の吸熱によって構造全域に均一温度場を付与できず検査信

頼性が損なわれる恐れがある．その場合，隣接区間との温度差や，温度差に起

因する電気抵抗変化量の差を比較することで信頼性を向上できるものと考えら

れるが，その具体的な比較方法を検討する必要がある．また，電気特性の異な

る種々の CFRP 材や，曲面構造など形状の異なる様々な CFRP 部材を対象に，本

検査法の有効性検証試験を行う必要がある． 
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A. F検定による回帰係数の同等性検定 
 

A.1 基礎理論 

 

同等性を検定したい係数を有する二つの線形回帰モデルを次式で表す． 

 𝒚(1) = 𝑿(1)𝜷(1) + 𝜺(1) （A.1） 

 𝒚(2) = 𝑿(2)𝜷(2) + 𝜺(2) （A.2） 

ここで 

 𝜷(1), 𝜷(2) ∈ ℝ𝑝 (𝑝 ∈ ℕ) 

 𝒚(1)  ∈ ℝ𝑛1  (𝑛1 ∈ ℕ, 𝑛1 ≥ 𝑝) 

 𝜺(1) ∼ 𝑁(0, 𝜎2𝑰𝑛1)  

 𝒚(2), 𝜺(2)  ∈ ℝ𝑛2  (𝑛2 ∈ ℕ, 𝑛2 ≥ 𝑝) 

 𝜺(2) ∼ 𝑁(0, 𝜎2𝑰𝑛2)  

 𝑿(1) ∈ 𝐌 (𝑛1, 𝑝; ℝ)  

 𝑿(2) ∈ 𝐌 (𝑛2, 𝑝; ℝ)  

である．𝑰𝑛 は 𝑛 × 𝑛の単位行列，𝐌 (𝑛, 𝑝;ℝ)は全成分が実数である 𝑛 × 𝑝 行列全体

の集合， 𝜺(1), 𝜺(2) は互いに独立かつ同じ分散を持つ誤差項である．二つの線形回帰

モデルにおいて，回帰係数の一部分の恒等性を検定することを考える．回帰係数ベク

トルを 

 
𝜷(1) = (

𝜷1
(1)

𝜷2
(1)
),    𝜷(2) = (

𝜷1
(2)

𝜷2
(2)
) (

𝜷𝟏
(1), 𝜷𝟏

(2) ∈ ℝ𝑝−𝑟

𝜷𝟐
(1), 𝜷𝟐

(2) ∈ ℝ𝑟
) （A.3） 

のように分割すると，式（A.1），（A.2）は 

 𝒚(1) = 𝑿1
(1)𝜷1

(1) + 𝑿2
(1)𝜷2

(1) + 𝜺(1) （A.4） 

 𝒚(2) = 𝑿1
(2)𝜷1

(2) + 𝑿2
(2)𝜷2

(2) + 𝜺(2) （A.5） 

と表される．ただし 

𝑿(1) = (𝑿1
(1), 𝑿2

(1)),     𝑿(2) = (𝑿1
(2), 𝑿2

(2)) 
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である．このとき式（A.6）の帰無仮説を式（A.7）に示される対立仮説に対して検定

したいとする． 

 𝐻0:  𝜷2
(1) = 𝜷2

(2)
 （A.6） 

 𝐻1:  𝜷2
(1) ≠ 𝜷2

(2)
 （A.7） 

このような場合，仮説検定に関係のない係数 𝜷1
(1), 𝜷1

(2)
 に対して次のどちらかを仮

定する必要がある． 

 𝜷1
(1) = 𝜷1

(2)(= 𝜷1) （A.8） 

  𝜷1
(1) ≠ 𝜷1

(2)
 （A.9） 

まず，式（A.8）が成り立つ場合について考える．帰無仮説 𝐻0:  𝜷2
(1) = 𝜷2

(2)(= 𝜷2) 

のもとでは回帰モデルは 

 
(
𝒚(1)

𝒚(2)
) = (

𝑿1
(1) 𝑿2

(1)

𝑿1
(2) 𝑿2

(2)
) (
𝜷1
𝜷2
* + (𝜺

(1)

𝜺(2)
* （A.10） 

と表され，対立仮説 𝐻1 のもとでの回帰モデルは 

 

(
𝒚(1)

𝒚(2)
) = (

𝑿1
(1) 𝑿2

(1) 𝟎

𝑿1
(2) 𝟎 𝑿2

(2)
)(

𝜷1

𝜷2
(1)

𝜷2
(2)

) + (𝜺
(1)

𝜺(2)
* （A.11） 

と表される．各々の回帰モデルを最小二乗推定したときの残差平方和をそれぞれ

RSSRSS ,0 とすれば，仮説の検定統計量は次式で表すことができる． 

 

r

rpnn

RSS

RSSRSS
F





 210

0
 （A.12） 

帰無仮説 𝐻0:  𝜷2
(1) = 𝜷2

(2)(= 𝜷2) が成り立つとき 𝐹0 の発生確率密度は F 分布 F(r, 

n1+ n2pr) に従うため(1)，有意水準を定めて帰無仮説の棄却領域を設定することで検

定が可能となる．次式に有意水準を片側とした場合の帰無仮説の採択領域を示す． 

  rpnnrFF 
21,0  （A.13） 

図 A.1 に基準応答曲面と診断応答曲面が同等である際の，F0の発生確率の理論分布お

よび応答曲面同等性仮説の採択領域を示す．横軸は統計量 F，縦軸は発生確率密度で

ある． 

続いて，式（A.9）の場合について考える．帰無仮説 𝐻0 のもとでの回帰モデルは 
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(
𝒚(1)

𝒚(2)
) = (

𝑿1
(1) 𝟎 𝑿2

(1)

𝟎 𝑿1
(2) 𝑿2

(2)
)(

𝜷1
(1)

𝜷1
(2)

𝜷(2)
,+ (𝜺

(1)

𝜺(2)
* （A.14） 

と表され，対立仮説 𝐻1 のもとでの回帰モデルは 

 
(
𝒚(1)

𝒚(2)
) = (𝑿

(1) 𝟎
𝟎 𝑿(2)

* (
𝜷(1)

𝜷(2)
) + (𝜺

(1)

𝜺(2)
* （A.15） 

と表される．各々の回帰モデルを最小二乗推定したときの残差平方和をそれぞれ

RSSRSS ,0 とすれば，仮説の検定統計量は次式で表すことができる． 

 

r

pnn

RSS

RSSRSS
F

2210
0





  （A.16） 

帰無仮説 𝐻0:  𝜷2
(1) = 𝜷2

(2)(= 𝜷2) が成り立つとき 𝐹0 の発生確率密度は F 分布 F(r, 

n1+ n22p) に従う．この場合，有意水準を片側とした場合の帰無仮説の採択領域は

次式となる． 

  pnnrFF 2,0 21   （A.17） 
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A.2 電極部接触抵抗の同等性の検定 

 

温度変化負荷前後の接触抵抗の同等性検定について説明する．𝑛1 個の電極間に対

し（ここで上付き数字の(1)は温度変化負荷前を示すこととする），温度変化負荷前

の各電極間の電気抵抗を 𝑦𝑖
(1) とし，その電極中心間距離を 𝑥1𝑖

(1) とすると，𝑦𝑖
(1) と 

𝑥1𝑖
(1)の関係は接触抵抗 𝛽0

(1)
 と CFRP 構造の長手方向の抵抗率（単位長さあたりの電

気抵抗）𝛽1
(1)

 を用いて次式のように表わされる． 

 𝑦𝑖
(1) = 𝛽0

(1) + 𝛽1
(1)𝑥1𝑖

(1) + 𝜀𝑖          for 𝑖
∀ ∈ *1, 2,⋯ , 𝑛1+ （A.18） 

同様に，温度変化負荷後の電気抵抗を 𝑦𝑖
(2) と電極中心間距離を 𝑥1𝑖

(2)の関係は次式

のようになる． 

 𝑦𝑖
(2) = 𝛽0

(2) + 𝛽1
(2)𝑥1𝑖

(2) + 𝜀𝑖          for 𝑖
∀ ∈ *1, 2,⋯ , 𝑛2+ （A.19） 

ここで上付き数字の(2)は温度変化負荷後であることを示している．式（A.18），

（A.19）に対し，式（A.20）に示される帰無仮説を，対立仮説式（A.21）に対して

検定する． 

 𝐻0: 𝛽0
(1) = 𝛽0

(2)
 （A.20） 

 𝐻1: 𝛽0
(1) ≠ 𝛽0

(2)
 （A.21） 

これは式（A.22），（A.23）とした場合の，回帰モデル式（A.4），（A.5）における回帰

係数の F 検定である． 

 

𝒚(1) = (
𝑦𝑖
(1)

⋮
𝑦𝑛(1)

(1)
) ,𝑿1

(1) = (
𝑥1𝑖

(1)

⋮
𝑥𝑛(1)

(1)
) ,𝑿2

(1) = (
1
⋮
1
+ , (

𝜷1
(1)

𝜷2
(1)
) = (

𝛽1
(1)

𝛽0
(1)
) （A.22） 

 

𝒚(2) = (
𝑦𝑖
(2)

⋮
𝑦𝑛(2)

(2)
) ,𝑿1

(1) = (
𝑥1𝑖

(2)

⋮
𝑥𝑛(2)

(2)
) ,𝑿2

(2) = (
1
⋮
1
+ , (

𝜷1
(2)

𝜷2
(2)
) = (

𝛽1
(2)

𝛽0
(2)
) （A.23） 

CFRP 構造内の電気抵抗は温度変化負荷前後で変化しないと考えられることから式

（A.8）が成り立つとすると 

 𝛽1
(1) = 𝛽1

(2)(= 𝛽1) （A.24） 

となり，帰無仮説式（A.20）のもとでの回帰モデルは式（A.10）となり，対立仮説 

𝐻1 のもとでの回帰モデルは式（A.11）となるがこれは次式のように書き直せる． 
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(
𝒚(1)

𝒚(2)
) = (

𝑿1
(1) 𝑿2

(1) 𝟎

𝑿1
(2) 𝟎 𝑿2

(2)
)(

𝛽1

𝛽0
(1)

𝛽0
(2)

) + (𝜀
(1)

𝜀(2)
*  

→ (
𝒚(1)

𝒚(2)
) =

(

 
 
 
 

𝑥1𝑖
(1)

⋮
𝑥𝑛(1)

(1)

1
⋮
1

0
⋮
0

𝑥1𝑖
(2)

⋮
𝑥𝑛(2)

(2)

1
⋮
1

1
⋮
1)

 
 
 
 

(

𝛽1

𝛽0
(1)

𝛽0
(2) − 𝛽0

(1)

) + (𝜀
(1)

𝜀(2)
* （A.25） 

と表される．各々の回帰モデルを最小二乗推定したときの残差平方和をそれぞれ

RSSRSS ,0 とし，式（A.12）に代入して算出される検定統計量 F0 が有意水準を片側

とした場合の仮説採択領域は式（A.13）を満たせば．帰無仮説 𝐻0: 𝛽0
(1) = 𝛽0

(2)
 が採

択される． 
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B. F検定による回帰式の同等性検定 
 

B.1 基礎理論 

 

同等性を検定したい二つの線形回帰モデル（本研究では一次あるいは二次の応答曲

面式を指す）を次式で表す． 

 𝒚(1) = 𝑿(1)𝜷(1) + 𝜺(1) （B.1） 

 𝒚(2) = 𝑿(2)𝜷(2) + 𝜺(2) （B.2） 

ここで 

 𝜷(1), 𝜷(2) ∈ ℝ𝑝 (𝑝 ∈ ℕ) 

 𝒚(1)  ∈ ℝ𝑛1  (𝑛1 ∈ ℕ, 𝑛1 ≥ 𝑝) 

 𝜺(1) ∼ 𝑁(0, 𝜎2𝑰𝑛1)  

 𝒚(2), 𝜺(2)  ∈ ℝ𝑛2  (𝑛2 ∈ ℕ, 𝑛2 ≥ 𝑝) 

 𝜺(2) ∼ 𝑁(0, 𝜎2𝑰𝑛2)  

 𝑿(1) ∈ 𝐌 (𝑛1, 𝑝; ℝ)  

 𝑿(2) ∈ 𝐌 (𝑛2, 𝑝; ℝ)  

である．𝑰𝑛 は 𝑛 × 𝑛の単位行列，𝐌 (𝑛, 𝑝;ℝ)は全成分が実数である 𝑛 × 𝑝 行列全体

の集合， 𝜺(1), 𝜺(2) は互いに独立かつ同じ分散を持つ誤差項である．二つの線形回帰

モデルにおいて，回帰係数の一部分の恒等性を検定することを考える．今，式（B.3）

の帰無仮説を式（B.4）の対立仮説に対して検定したいとする． 

 𝐻0: 𝜷
(1) = 𝜷(2)(= 𝜷 ∈ ℝ𝑝) （B.3） 

 𝐻1: 𝜷
(1) ≠ 𝜷(2) （B.4） 

帰無仮説𝐻0のもとでは，回帰モデルは 

 
(
𝒚(1)

𝒚(2)
) = (𝑿

(1)

𝑿(2)
*𝜷 + (𝜺

(1)

𝜺(2)
* （B.5） 

と表される．対立仮説 𝐻1 のもとでの回帰モデルは 
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(
𝒚(1)

𝒚(2)
) = (𝑿

(1) 𝟎
𝟎 𝑿(2)

* (
𝜷(1)

𝜷(2)
) + (𝜺

(1)

𝜺(2)
* （B.6） 

と表される．式（B.5）,（B.6）で表わされる各々の回帰モデルを最小二乗推定したと

きの残差平方和をそれぞれ RSSRSS ,0 とすれば，仮説の検定統計量は次式で表すこと

ができる． 

 

p

pnn

RSS

RSSRSS
F

2210
0





  （B.7） 

帰無仮説 𝐻0: 𝜷
(1) = 𝜷(2) が成り立つとき 𝐹0 の発生確率密度は F分布 F(p,n1+ n2p) 

に従う．本研究では，中心極限定理によりF 0（F0 の平均値）の信頼区間を設定し，

同等性を定量的に（確率的に）評価する．F0の計算回数を r 回とするとF 0は中心極

限定理により期待値 E(F0)，分散2(F0) / r の正規分布 N (E (F0), 

(F0) / r)に従う．し

たがってF 0 が，次式に示した信頼区間に含まれる場合に応答曲面が同等であると判

定する．  
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ここで 
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（B.10） 

である．z は信頼区間の大きさによって定まる値である．  
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C. 最小二乗法 
 

一般的に，観測量 y と独立変数 xi(i=1,2,…k)の関係が，次式のような線形結合で表わ

されるようなモデルのことを，線形回帰モデルと呼ぶ． 

  kk xxxy 22110
           (C.1) 

ここで，は誤差項であり，平均 0，分散2の正規分布であると仮定する． 

ここで観測点数を n(独立変数 xijとそれに対応する従属変数 yi)，線形回帰モデルの

変数を k 個とすると(未知係数の数 p は p=k+1)，線形回帰モデルは次式で行列表示で

きる． 

εXβY             (C.2) 

ただし， 
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0
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2

1

ε  

ここで Y は観測量，X は独立変数，は回帰係数， は回帰誤差である． 

誤差の 2 乗和を L で表わすと， 

     XXYXYYXYXYL
TTTTTTT

n

i

i 


2
1

2        (C.3) 

最小 2 乗法により， 

022 



XbXYX

L TT

b


                                         (C.4) 

したがって，係数 の不偏推定量 C は次式で得られる． 

YXXXb
TT 1)(                 (C.5) 

b の分散･共分散行列は次式で与えられる． 

    12cov


 XX
T

b                         (C.6) 

ここで2は Y の分散誤差であり，これは i 番目の点における観測量 yiと，yiの推定値

iŷ から次式で与えられる．ただし，自由度は観測点数 n から最小 2 乗法における方程

式の数 p を引いた，n-p である． 
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1

)ˆ(
1

2

2









 

kn

yy

pn

SS
n

i iiE           (C.7) 

ここで SSEは残差平方和であり，次式で表される． 

 


n

i ii

TTT

E yySS
1

2)ˆ(YXbYY             (C.8) 

最小二乗法を用いての推定量 b を求めることにより得られた回帰式の適合度(近

似精度)を表す値として決定係数 R
2がある．この値は y の平均値周りの 2 乗和と推定

値からの残差 2 乗和の比であり，推定値の近似精度を表している．近似精度が高いほ

ど 1 に近い値を取る(0≦R
2≦1)．決定係数は次式で与えられる． 
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i ii
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1

2

2

)(

)ˆ(
11         (C.9) 

ここで Syyは y の平均値まわりの総変動平均(偏差平方和)であり，次式で表される． 
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  YY                (C.10) 

また，yiは観測量，
iŷ は最小 2 乗法によって求められた推定値，

iy は観測量 yiの平均

である． 

しかし決定係数は回帰係数の数 p が増加するほど小さくなる．このような自由度が

決定係数に与える影響を排除した決定係数として自由度調整済み決定係数 Radj
2 があ

る．自由度調整済み決定係数 Radj
2は次式で表される． 

 
 1

1
12

adj





nS

knSS
R

yy

E                                        (C.11) 

自由度調整済み決定係数 Radj
2を使用することで，自由度の異なる回帰式の近似精度を

比較することが可能となる． 
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D. 耐雷用金属メッシュの配線兼用化に 

関する解析的検討 
 

3, 4 章にて論じた複合材製航空機構造の衝撃損傷検査では，炭素繊維強化プラスチ

ック（carbon fiber reinforced polymer, CFRP）構造の電気抵抗加熱や電気抵抗測定のた

めに，電極や配線が必要となる．複合材航空機構造の表面には，図 D.1 のような耐雷

撃用の金属シールドが貼付されため，これを配線として兹用することで重量増加や配

線インテグレーションの問題を解消する方法について述べる．  

  

本章では，高空域と地上での温度差に着目し，金属の熱変形を利用して，航行中は

耐雷機能を，地上停泊中は配線機能を有する金属シールドを提案し，有効性を解析的

に検証することを目的とする． 

 

D.1 概要 

 

  

 

Fig. D.1 Lightning protection shield for Boeing 787 structures by acting as electrical paths for lightning strikes. 
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抵抗加熱や抵抗測定のためには，構造表面に設置する多数の電極と，これら電極と

抵抗測定器や加熱用電流を供給する電源を繋ぐ多量の配線が必要となる． 

耐雷用金属メッシュの一例を図D.2に示す．雷の大電流を効率的に拡散できるよう，

縦横の金属線は編み込まれている．したがって，メッシュを構成している線はすべて

格子点で接触しており，メッシュは面内等方的な導電性を持つ． 

電気抵抗変化法において，メッシュを配線として利用するには，縦横の線を分離さ

せなければならない．つまり，地上停泊時に検査を行う間は分離し，飛行中のみ接触

するようなメッシュが必要となる．そこで，金属の熱膨張を利用して開閉するスイッ

チのように，地上と高空域の気温差によって縦横線の接続・分離を切換える方法を提

案する． 

旅客機の巡航高度は9000から12500mほどであり外気温度は–50
o
Cよりも低くなるこ

とが多い．ジェット燃料の析出点（冷却して完全に凍結した燃料を加熱した際，炭化

水素の氷結晶がすべて溶解する温度）は–40から–60 
o
Cである．燃料析出を防止するた

め，エンジンオイルの熱を利用して主翼内にある燃料タンクを加熱できるようになっ

ている．マッハ0.85程で巡航している場合，空力加熱（摩擦熱および空気が機体に衝

突して断熱圧縮される際の温度上昇の効果）によって，主翼は外気温より30
 o
Cほど高

く，約–20 
o
Cとなるため，オイル熱を利用するケースは尐ない．高空域を巡航中の航

空機機体の表面温度を約–20 
o
Cと想定し，約–10 

o
Cで縦横の銅ストライプが接触する

ような耐雷撃用銅シールドモデルを作成する．地上温度下における配線機能と，飛行

中温度下における耐雷機能をそれぞれ，有限要素解析を用いて評価する． 

  

  

 

Fig. D.2 Metal mesh for lightning strike protection. 
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D.2 地上温度下における配線機能の評価 
 

汎用有限要素法ソフト AMSYS 11.0 を用いた構造―熱電気連成場解析により，熱膨

張を利用することで縦横ストライプを接触・分離させることが可能であるか検証する． 

 

D.2.1 解析方法 

 

交差する縦横の銅ストライプを有する CFRP 解析モデルを図 D.3 に示す．CFRP お

よび銅ストライプは 3 次元 20 節点連成場ソリッド（SOLID226）によりモデル化し

た．CFRP モデルは，東邦テナックス製 IM600/133（体積繊維含有率 0.6，1 層の厚さ

0.15 mm）一方向積層板[032]Tとした．CFRP モデルと銅は，斜線部で示した三つの面

でそれぞれ電気的に接触している（接触抵抗は考慮しない）．初期温度–10 
o
C のとき

を，ひずみや応力の発生していない基準状態とし，温度を変化させて熱変形挙動を調

べる． 

拘束条件は 

 

・CFRP 板底面の厚さ方向変位を拘束 

・CFRP 板の断面 x = 0 の x 方向変位を拘束 

・CFRP 板の断面 y = 0 の y 方向変位を拘束 

  

Fig. D.3 Analytical model configurations at –10 
o
C. 
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とした．横ストライプの底面，縦ストライプの上面にそれぞれ面接触要素 CONTA174, 

TARGE170 を貼付した．上下ストライプ間の接触抵抗は文献(D.1)を参考に 5.12×10
7

 

Wm
2と設定し，接触面積に正比例して導電性が増加するようにした．また温度変化を

付与するとともに，図 D.3 の左図のように縦横ストライプ間に 1 A の電流を流し，ス

トライプ間の電位差 V を電気抵抗 R とした．解析に用いた各種物性を表 D.1 に示す． 

一般的な耐雷用銅メッシュと質量密度を比較すると表D.2のようになり，尐し重い． 

 

Table D.1 Properties used in analysis. 

Material Item Unit Direction Value 

CFRP Electrical resistivity Ωm Fiber 2.8874 × 10
–5

 

IM600/133   90° 0.82086 

   Thickness 308.77 

 
Temperature coefficient 

of resistance, TCR 
K

–1
 Fiber –3.114×10

–4
 

   90° –2.498×10
–4

 

   Thickness 8.940×10
–5

 

 Thermal conductivity W m
–1

 K
–1

 Fiber 11.8 

   90° 0.609 

   Thickness 0.609 

 Specific heat J kg
–1

  1065 

 Density kg m
–3

  1520 

Copper electrode Electrical resistivity Ωm  16.78 × 10
–9

 

 Thermal conductivity W m
–1

 K
–1

  401 

 Specific heat J kg
–1

  380 

 Density kg m
–3

  8920 

Air Heat transfer coefficient W m
–2

 K
–1

  8.334 

Stefan–Boltzmann 

constant 
 J K

–4
 M

–2
 S

–1
  5.6704×10

–8
 

 

Table D.2 Mass density of lightning protection mesh. 

Proposed PHOSPHOR BRONZE 166 (GKD ltd.) 

0.54 kg/m
2
 0.37 kg/m

2
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D.2.2 解析結果 

 

図 D.4 に上下ストライプ間の空隙厚さと温度の関係を示す．空隙厚さは面 y = 0 と

上ストライプの底面との交線（図 D.3 の線分 A–A’）と，および面 y = 0 と下ストライ

プの上面との交線間の距離とした． 

また，このときの接触面を図 D.5 に，および上下ストライプの電気抵抗 R を図 D.6

に示す．–10 
o
C 以上では，上下ストライプが接触していないため CFRP 材の電気抵抗

は一定値 0.20 Wとなる．–10 
o
C を境にストライプ間が接触し始め，抵抗が急激に減尐

している．–10 
o
C 以下では接触面積の変化に応じて，接触抵抗の微小な変動がみられ

たが，概ね安定している．したがって，–10 
o
C から–11 

o
C にかけて階段状に変化する

といえる． 

ただし，航空機は離着陸時に被雷する場合も多い．高度上昇に伴い機体は徐々に外

気によって冷やされていくため，飛び立って間もない離陸直後の機体温度は地上温度

に近いと考えられる．したがって提案したメッシュでは，離陸時の被雷に対して十分

な耐雷機能を確保できる保証はないため，さらなる工夫が必要となる． 

 

 

Fig. D.4 Analytical model configurations at –10 
o
C. 
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Fig. D.5 Calculated contact area between the two stripes at various temperature. 

 

 

Fig. D.6 Calculated electrical resistance between the two stripes, R. 
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D.3 飛行中温度下における耐雷機能の評価 
  

D.2 節にて，温度変化時の熱膨張を利用することで，縦横のストライプの接触・分

離の切換え可能な耐雷用シールドを検証した．本節では，巡航高度付近の温度下にて

接触している縦横ストライプに雷電流を負荷し，耐雷機能を簡易的に評価する． 

既存の耐雷用シールドは，絶縁体シートを介して CFRP 構造表面に設置されること

がある(D.2)．この場合 CFRP 内の炭素繊維とメッシュは導通しておらず，CFRP 構造内

への雷電流の直接的な侵入は抑えられる（誘導雷サージのみが構造内に生じる）．一

方，本手法では炭素繊維とメッシュが電気的に接続されているため，雷電流が侵入す

る．金属メッシュと CFRP 材の導電性の差から，侵入電流はごく一部であると予想さ

れるが，侵入電流およびその抵抗熱による CFRP 材の温度上昇も合わせて定量的に評

価しておく必要がある．以上から，被雷時に 

・抵抗熱により縦横ストライプが分離しないか 

・CFRP 構造の最大温度がどの程度になるか 

を検証する． 

 

D.3.1  解析方法 

  

D.2 節と同じ解析モデルを用いて，構造―熱電気連成場の動的解析を行う．上スト

ライプの中央に，航空機が受ける負電荷の直雷電流の典型例 (D.3, 4)を参考にして図 D.7

のように大きさが変化する雷電流を負荷し，電極およびCFRP構造の側面すべてを0 V

として，抵抗熱による温度上昇を計算する． 

 

Fig. D.7 Lightning strike current. 
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D.3.2  解析結果 

 

図D.8に各時刻の温度分布を示す．最大温度は66 
o
Cであり，また上下ストライプの

分離も観られなかったことから，十分な耐雷機能が示されたといえる． 

 

 

 

(a) time = 6 [s], max temp. = 27 [
o
C] 

 

(b) time = 20 [s], max temp. = 56 [
o
C] 
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(c) time = 50 [s], max temp. = 66 [
o
C] 

 

(d) time = 100 s, max temp. = 34 [
o
C] 

Fig. D.8 Temperature distribution while applying lightning strike. 
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D.4 結言 
 

複合材航空機の構造表面に設置される雷撃保護用の銅メッシュを配線として

兹用する方法を提案した．この配線兹用化は，電気抵抗変化法における配線イ

ンテグレーションの問題を解消するだけでなく，マトリクスセンサ式の計測法

（縦横のストライプを選択することでストライプの交差点周辺の電気抵抗を測

定でき，測定区間の切換えが容易）によって検査時間を短縮することにもつな

がる． 

交差する縦横の銅ストライプを有するCFRPモデルを作成し，構造―熱―電気連

成場の静的解析，動的解析を行った．また，時間とともに変化する雷電流を上

ストライプに与えて動的解析を行った．得られた知見を以下に示す． 

 

(1) 温度変化よる熱変形を利用して，上下の銅ストライプを電気的に，接続・解

放することができる．このとき，–10から–11 
o
Cまでの1 

o
Cの温度変化によっ

て，上下ストライプ間の電気抵抗が0.20から0.028 Wまで急激に減尐する． 

 

(2) ピーク電流値20 kAの雷電流をストライプの上面に負荷した熱―電気時刻歴

応答解析を行った結果，構造の最大温度は66 
o
Cであり，上下ストライプの分

離もみられなかった．したがって十分な耐雷機能を持つといえる． 
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